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第 1章

序論

1.1 研究の目的と位置付け

1.1.1 地震時非線形現象の推定と予測

人類の未知への挑戦ははかり知れない。昨今の建設業界においても、超々高層ピJレ、免震・制振ピJレ、地

下大空間、大深度地下構造物、大水深・大規模海洋構造物、宇宙構造物などの大規模プロジェクトは、枚挙

にいとまがない。それらの構造物は、ほんの数十年前には、非現実的な夢物語でしかなかったものばかりで

あり、未だに、安全性、快適性、経済性等を十分に検討すべき構想はあるが、基本的には実現可能であると

いえる。

しかし、以上のような構想の多くは、従来の構造物に比べて長大化と高機能化の傾向にあるから、その構

造物が担う社会的役割も重要となり、地震による被害・損信治f社会に及ぼす影響力も大きくなる。従って、

大型プロジェクトには、種々のフィージピリティー・スタデイ一例司欠である。当然、非線形領域まで含

めた構造物や周辺地盤の大地震時の挙動の予測を行なわねばならない。そして、将来経験するであろう地

震時の被害を最小限にとどめ、かっ、過剰な設計余裕度を削減するためには、 a)解析対象(特に、その非線

形現象)の適切なモデル化を行うこと、 b)信頼性の高い入力地震動の設定を行うこと、 c)精度の高い応答

解析手法を確立すること、が必要となる。

上記の3つの項目の中でa)とb)を行うためには、限られた地震時被害の経験を生かすことカ句ミ可欠で

ある。構造物やその周辺地盤の非線形現象のモデル化については、過去に生じた地震時の被害や損傷をシ

ミュレートできるものでなければならないし、また、入力地震動についても、過去に生じた地震の震源特

性、伝播特性、構造物周辺の局所的なサイト特性を総合的に調べて設定しなければならない。特に入力地震

動については、 構造物の巨大化に伴って、その卓越周期が長周期化する傾向にあり、 1"'" 20秒の fやや長

周期地震動Jの特性の把握が耐震工学上重要となってきている。
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ここで、これらの前提条件として、過去に生じた地震時の震源やサイトの地震時挙動の把握が必要であ

る。特に、地盤や構造物の室市q変形)過程は、その非線形挙動を推定する上での基本的な物理量となる。

しかし、現存広く地震観測に用いられている強震計の多くは加速度計であり、変位波形を算定するために

は、加速度品録を 2四時間積分しなければならない。ただし、加速度計による観測記録の比較的長い周期

成分は信頼性が乏しくなりがちであり、加速度記録を積分して変位波形を算定する際には、決まってロー

カットフィJレターが施される。しかし、単にローカットフィJレターを施すだけでは、カットした成分に対す

る考察を放棄することであり、やや長周期地震動成分の特性を解明することはできず、今一つの工夫が必要

といえる。

一方、入力地震動の評価とともに重要となるのが、構造物の応答の評価である。特に、構造物の巨大化に

伴って、周辺の地盤や流体等との速成効果が鮒見できなくなる。その連成効果は、比較的低い振動数範囲か

ら振動数に依存して大きく変動する特性を有するようになる。従って、そのような振動数に依存して変動す

る連成効果と、構造物とその周辺の非線形性との両方を適切に評価できる、構造勝地盤流体系の時刻歴

非線形応答解析手法の確立が望まれる。

以上のような背景のもとに、地震時非線形現象の推定と予測に関係して、加速度強震計記録を時間積分

して変位を算定する問題と、構造物ー地盤(ー流体)系の時刻歴非線形応答解析を行う問題を取りあげ、現状

の問題点を以"Fに整理する。

1.1.2 加速度強震記録の時間積分(非線形挙動の推定)

図1.1(a)に示すように、地震観測網の充実に伴い、震源域の記録が得られる機会が増加している。震源

填の地動の動きを正確に知ることは、断層のすべり量や応力降下量を知る上で重要であり、観測記録とし

て得られている加速度波形を積分して残留変位を持つ変位波形を精度良く推定することが必要となる。ま

た、軟弱な地盤上で観測された加速度記録の場合、大地震時には地盤が非線形化して残留変位を生じてい

る。このような変位は、衛星写真等によって概略の最終変位を知ることはできても、その変形過程を推定す

るためには、加速度記録を積分して求める必要がある。また、地震時に構造物に生じた損傷過程を推定す

る場合にも、構造物に設置された強震計の加速度記録を積分して変位波形を算定する事が必要となる。つ

まり、幽1.1(a)に示すように、地震時に生じた震甑・表層地盤・構造物の非線形挙動を推定するためには、

加速度記録を積分して変位法形を求める必要がある。

力雌度記録から蛮イ立を求める問題は、 BergとHousnerによる研究[Berg1961]にはじまり、様々な積分

方法カ喰案[吉田 1974]，[中村 1986]されている。しかし、周知のごとく、加速度記録では長周期成分ほど
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力I漣度波形の振制が小さくなり、ノイズの影響を受け易くなるから、観測加速度記録の長周期領域における

精度を確保することは容易ではない。これに対して、変位法形に対する告に与は逆に長周期成分ほど大きく

なるから、積分波形の精度は一般的に低いと認識されている。

一方、今日まで臼本で得られてきた強震吉道義はSMAC型強震計に代4託されるアナログ喝の強震計による

ものであり、その長周期領填の信頼性が十分とは言えない。このような理由から、観測記録にローカット

フィルターを施すことが半ば常識となっている。しかし、近年用いられるようになってきたデジタル強震

計については誤差要因が限られているし、また、仕様上DC成分まで計測可能な強震計も開発されている。

Iwan [Iwan 198可が掻動台上に強震計を設置して行った特性試験によれば、強11計記録を時間領峨で直接

積分することによって変位計と同じ変位を得ることができることを指摘している。これは、デジタJレ強震計

の記録に対してむやみにフィルターを施すことが、精度良〈得られている記録を逆に歪めてしまう可能性

があることを示唆している。さらに言えば、長周期成分をより精度良〈自|測できるデジタル強震計に対し

ては、厳密で合理的な処理を行うことにより、やや長周期地震動成分の特性などについても、より多くの知

見を得ることができるはずであり、計測器の精度に応、じた加速度波形の積分方法やデータ処理万法の必要性

カ守旨摘できる。

1・1・3 構造物ー地盤(一流体)系の時刻歴非線形応答解析(非線形挙動の予測)

大型構造物の地震時安定性を考える上で、構造物の材料非組形性、地盤寸持造物聞の滑りや剥離非線形性

[林 1986]、あるいは、埋め戻し土等の構造物周辺の地盤の非線形性(例えばI市)11198η)等の影響を考慮に

入れる事が重要となる。このように、大型構造物周辺の非線形性等を考慮した解析を行う場合、動的サプス

トラクチャー法 [Wolf1985a]， [Wolf 198司によれば、解析対象構造物周辺のみをそデル化すればよく、解析

自由度を減らすことカ可能で、これらの非線形性を考慮した解析に適している。この時、構造物への入力と

構造物からの波動伝播を表現するための遠方地盤の解析が必要で、時刻歴の境界要素法はその有力な解析

法のーっと考えられている。しかし、地盤条件カ犠雑になると定式イじが周波数領域の境界要素法等に比べ

て困雛となり、遠方地盤の耳司整形性を考慮することはほとんどない。これに対して周波数領填の解析手法で

は、比較的複雑な地盤条件についても、境界要素法[Dominguez197珂をはじめ、薄層要素法[田治見 197句，

[W，制 198句、エネルギー伝達境界 [Lysmer197勾や半無限要素 [Bett伺 197可， [Medina 198司によって境

界処理を行った有限要素法やそれらのハイブリツド法等による精度の高い解析が可能となっている。

川上{川上 198吋や田治見{田治見 198η は、応答解析を周波数領域、非線形性評価を時間領域で行ない、

周波数領域と時間領域の解析を交互に繰り返すことにより解を収殺させる方法を提案しているが、非線形性

3 



が強い場合ドは円、Tによる変換回数が膨大となり、地震応答解析に適した方法とは言えない。 一方Wolf

等 [Wolf1985b]は、周波数領域の解析で計辞した地盤剛性 [S(ω)]や柔性[F(ω)]をフーリエ逆変換する事

によって得られるインパルス応答を用いて、時間領域で応答解析を行なう方法を提案している。ここで、地

震時に働く地盤構造物聞の相互作用力は、地震応答とインパルス応答の合成積を含んだ形で表わされる。

[S(ω)]や[F(ω)]のスペクト Jレ特性は、地震波のそれに比べではるかに広帯域であり、その高掻動数領域の

特性は構造物の応答にほとんど寄与しないことが多い。しかし、そのような高張動数成分を無視すると、そ

のフーリエ逆変換であるインパルス応答は時間因果的にならない。(ここで、時間因果的とは外乱が加わる

前に応答が生じていないことを言う。)もしインパルス応答が時間因果的でなければ、ある時点での相互作

用力を計す草する際に、まだ計算していない未来の応答が必要となってしまれしかるに、インパルス応答の

非因果な部分を鮒見して時刻歴応答解析を行なえば、側見した分だけ低振動数領域の [S(ω)]や [F(ω)]の特

性を歪めることになり、応答解析の精度の低下をまねいたり、数値不安定の原因となることが多い。このた

めに、因果的なインパルス応答官慣の必要から、 Wolf等の方法は非常に高振動数領域の [S(ω)]や[F(ω)]

を計算する必要があり、決して実用的な方法とは言えなかった。

1.1.4 時間領域と周波数領域の等価性

やや重複するが、前述の2つの問題について時間関数と周波数関数の等価性の観点から、以下のことが

指摘できる。

残留変位を有する変位波形の継続時聞は無限大と考えることもできるから、変位のフーリエスペクト jレ

は周期無限大の周波数成分を有する。したがって、長周期成分の信頼性に乏しい加速度記録を積分して残

留変位を有する変位波形を推定することは難しいという認識がある。また、数値的に周波数領域で積分を

行う場合には、 FFTを用いることが前提となるが、 FFTでは有限の継続時間をもっデータしか扱えないか

ら、残留変位を有する変位波形を FFTを用いて数値的に積分することはできないという考え方がある。し

かし、別の考え方によれば、地震の継続時聞は有限であり、有限の周波数成分しカ鳴留変位に寄与しないは

ずであるし、時間領域で積分する場合には有限の継続時間の加速度記録を積分すればよい、とも考えるこ

とができる。つまり、現状では、残留変位を有する変位波形の継続時間の持つ意味と、時間領域と周波数領

域における数値的な積分手法の対応関係が明快に整理されているとはいい難い。

一方、近年まで、構造緋地盤(一流体)系の応答解析を行う場合、周波数領域で解析を行うことが一般的

であった。これは、地盤の特性が周波数依存性を有しているので、解析結果の考察が周波数領域の方が容易

であり、数値解析上の定式化も周波数領域の方が容易であるためと考えられる。しかし、構造物や構造物近
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図1.1:地震時非線形現象の推定と予測
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傍の地盤の;)1:組形性を考慮した応答解析については時間領域で行うことが不可欠であり、時期歴応答解析の

重要性を無視することはできない。

本来、周波数制服の情報と時間領域の情報はフーリエ変換を介して珂蹟的に、明面であり、時間領域で得

られた過蜘芯特解析結果 [Day197η、または、過渡応答実験粍民[三UJ1989]から周波数領域の情報を導

きだすことが可能であると同時に、無限振動数まで考慮すれば周波数解析で符られた地盤の周波数応答関

数をもとに、それを用いた地盤構造物連成系の周波数解析と等価な解析を、時間領域で行うことができる

[WoJf 19850]， [林 1988]。

しかし、周波歓領峨で応答解析を行う場合、構造物ー地盤速成系の!f.匙振動数が地震波と同程度に低振動

数領域に帯峨制限されていることから、地震波の時間刻みに対応するナイキスト振動数以下の振動数範囲

で解析カt行われることが多い。これに対して、地盤の周波動Z~関数のように周波数広帯域な関数を、周波

数領地で応答解析を行う際に用いられるようなナイキスト撮動数(または、カットオフ振動数)で帯蟻制限

すると、そのフーリエ逆変換として得られるインパルス応答は時間に関する因果律を満足しない。非因果

なインパルス応答は、外乱カf加わる以前に応答が生じていることを意味し、時刻歴応答解析に用いること

ができない。さらに、時刻歴応答解析では、運動方程式の時間積分の精度を確保するために、線形解析でも

地震波をより細かい時間刻みに補間して解析を行う必要がある。

一方、観測地震波や構造物の応答波のような周波数帯域制限関数の場合には、適当な時間間隔でサンプ

リングしでもそのスペクト Jレ特性はほとんど変わらないが、地盤の周波数応答関数は非常に広帯域で、こ

れを逆フーリエ変換して得られるインパルス応答の継続時間は短い。周波数応答関数のスペクトJレ特性を

歪めないためには、地震波に比べではるかに小さな時間間隔でサンプリングする必要がある。特に、加振点

近傍のインパルス応符は、衝撃力が力日わった瞬間に応答を生じる。従ってその変化は急峻であり、通常の地

震波に対して行われるような時間刻みと方法でサンプリングをすることには疑問カ鳴る。

以上から、

1.残留変位を有する変位法形の継続時間の持つ意味と、時間領域と周波数領域における数値的な積分手

法の対応関係を明らかにすること

2.時間領域の解析と周波数領域の解析に必要な周波数範囲(対応する時間刻み)の関係を明らかにする

こと

3.解析的に得られる連続的なインパルス応答の特性と、時刻慶応答解析で用いるサンプリングされたイ

ンパルス応答(以下、離散インパルス応答と呼ぶ)の特性の差を把揖すること

6 

が1[(要となるが、このような観点から考察を行っている研究はない。

1.1.5 ヒルベルト変換性(時間関数の因果性)

小堀・南井等{小堀 1964aJは、ヒルベルト変換性を、物理的実現可能性の条件に基礎をおいた安定な系

の伝達関数の実数部と虚数部の聞に存在する関係と称している。ここで、安定な系とはすべての布界な入

力に対して出力が有界であることを言う。また、物潤!的実現可能性とは、周波数関数の逆フーリエ変換で

ある時間関数が、実数値でかつ因果関数であることをdう。以トを換訂すれば、実因果時間関数を介して、

実部と虚部が結び付けられており、実部・虚部いずれか -}Jだけを刷いて実図果時間関数を定めることがで

きることを意味している。しかし、通常は、ヒルベルト変換性を窓識することなく実部・虚部両方を用いて

時間関数を定めるし、それがむしろ当然の事と官える。時間関数を定める際にヒルベjレト変換性が重要な

意味を持つのは、周波数領域ですべての周波数成分カt:fq.られていないときに、敢えて時間関数を求めたい

時である。つまり、実部だけから定まる時間関数と虚部だけから定まる時間関数を比較し、より有利な方を

用いたいと言う立場である。すなわち、 a)周波数関数が限られた周波数範囲の成分しか精度を確保できな

い時、または、 b)周渡数領域で帯域制限されていない周波数関数が限られた周波数範囲でしか求められて

いない時に、それでも時間関数を計費したい時に必要となる。別な言葉で言えば、時間因果性の条件を拘束

条件として周波数関数の外挿を行おうとする時である。

以上のような背景をもとに、本論文では構造物の耐震工学上重要なテーマとして、

1.観測加速度記録から速度・変位波形を再現する問題、

2.周波数領域で言慨した地盤の動的剛性や動的柔性を用いて、構造物およびその周辺地盤の非線形時刻

歴応答解析を行う問題、

を取りあげ、周波数領域の実部と虚部のヒJレベルト変換性(時間関数の因果的に基礎をおく FFT手法(以

下、時間因果性に基づく FFT手法と呼ぶ)に基づく方法を提案し、その有効性を示す。そして、その考察

を通じて、時間関数と周波数関数の等価性や、周説教関数の実部と虚部が時間領域で持つ特性について考

察する。なお、本論文で言うところの「時間因果性に基づく FFT手法jとは、単にヒJレベルト変換をFFT

で行う操作を言うのではなく、周波数関数の外挿や時間関数の補正等も含めて、周波数関数から時間関数を

決定する一連のフローのことを意味し、時間制限関数であり、周波数帯域制限関数である地震動に対する、

r SymmetricaJ FFT treatmentJ [和泉 1988]の拡張版とも百えるものである。
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1.2 既往の手法の整理

ここでは、 (i)加速度記録の時間積分手法、 (ii)構造物一地盤ー流体辿成系の時刻歴応答解析手法、に閲す

る既往の研究を整理しておく。

1.2.1 加速度記録の時間積分

加速度記録を積分して変位を算定する場合に問題となるのは、積分手法そのものよりもむしろ加速度記

録の補正であり、既往の方訟の違いについても補正ブj法の違いということができる。補正方法としては、主

として3研頃に分瀕することができる。つまり、 (i)加速度記録の零線の誤差例直線または放物線と仮定し、

これを最小2乗法を用いてその係数を算定して補正するもの、 (ii)フィルターを用いて長周期成分を除去す

るもの、 (iii)計器特性の逆フィ Jレターによる振幅と位相の補正と、信頼性の低い長周期および短周期成分

を除去するための補正を同時に行うものである。

}j法(i)は、加速度記録の積分方法として初期に用いられていたもので、 BergとHousner[Berg 1961)， 

Boyce [Boyce 1970)等によって代表される。類似の万法としては、古田等[育回 1974]の方法がある。この

方法は、加速度と家怯の関係を、弾性支持された梁のせん断力分布と曲げモーメントの関係に当てはめて

考えて積分を行うもので、梁に加わる外力分布を加速度記録、弾性支持している等分布ばねの力を加速度

の補正量と与えて補正を行っている。

方法(ii)は百ifunac['ftifunac 1971)の方法であり、方法(i)と同様な加速度の零線の直線的なトレンド

の補正を行った上で、約 16秒以上の長周期成分を取り除き、かっ、地震の前後で速度が0となるように補

正するものである。方法(i)に比べて、記録の継続時聞に依存せずにカットオフされる長周期成分を一律に

決めることができる点に特徴がある。

方法(iii)は、周波数領域または時間領域で計器の補正とバンドパスフィ Jレター操作を行うことに相当す

る。周説教領域で補正する方法としては、田中等[田中 197勾、後藤等[後藤 197叫、井合等[井合 1978]に

よる方法例t表的であり、時間領減で行うものとしてはチエピシェフフィ Jレターを用いた方法カf芦田・斉藤

[戸田 1976]によって紹介されている。

以上の方法は、すべてアナログ型地震計を対象とした補正方法であり、信頼性の乏しい長周期成分はすべ

て取り除いてしまうことを前提としている。アナログ型地震計の誤差要因はおもに、種々の原因による零線

のドリフト、局所的なゆらぎ、等が考えられるが、基本的に長周期領域における信頼性がきわめて低いこと

紳織である。したがって、既往の方法の基本として、観測記録の長周期成分をすべて取り除いてしまうこ

とになる。これに対して、デジタル型地震計は、ダイナミツクレンジが広く、かっ、感振部や記録部の特
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性が明瞭で誤差要因が限られている。従って、デジタJレ式強震計はアナログ武地震計に比べて長周期領域

の信頼性が高く、アナログ型地震計に適用してきたような補正方法をそのまま用いることには疑問カ鳴る。

事実、 Iwan[Jwan 1985)は、振動台上に強震計を股置して行った特性試験の結果から、時間領境で適切な補

正を行えば、強震計記録を時間領域でi((接積分することによって変位計と同じ変位カ匂専られる可能性があ

ることを指摘している。

1.2.2 構造物一地盤一流体達成系の時刻歴応答解析手法

構造物とこれに接する地盤や流体の動的相互作用問題は、比較的古くから研究されており、解析手法も数

多く提案されている。しかし、その多くは、その相互作用効果を周波数領域で，苛価し、フーリエ逆変換に

よって構造物の時刻歴応答を求めるものであった。従って、時間領域で応答解析を行う解析手法は、周波数

領域で応答を計算するものに比べて種類が限られているし、解析精度も周波数領域の解析手法に比べて見

劣りするものが多いのが現状であろう。

構造物と地盤や流体の相互作用効果を考慮して、時刻腔地震む，芯答解析カ匂子える方法としては、凶1.2に示

すように、連続体である地盤や流体をそのまま連続体として扱う精算的な解法と、その基本的な動特性を

近似して解析する近似的な解法に分類できる。

近似的な解法は、地盤や水の動的剛性を粘弾性体モデル(少数の質量・ダッシユポット、ぱねを用いた離

散化)で表現するものであり(例えば、 [Lysmer196司， [小掘 1966])、構造物のおおよその挙動を知るのに適

している。また、計算時間も少なくてすむから、種々の影響因子がJ;t~に及ぼす影響を調べるための感度解

析、フィージピリティー・スタデイーや概略設計において有効であろう。また、時間領域でも周浪数領域で

も、容易に応答解析を行えることが、近似解法の大きな利点である。

精算的な解法は、地盤や流体を構造物と同時に離散化して解析する一体解法と、連成系に仮想の境界を

設けて地盤や流体を構造物から分離して別々に解析するサプストラクチャ一法に分類することが一般的で

ある。

一体解法の主流は有限要素法と差分怯であるが、事実上有限の領域しか離散化できないので、半無限媒

体である地盤や流体の解析を行う場合には、離散化した領域の境界処理を行わなければならない。時間領

域でも使える境界処理方法として提案されているものとしては、以下のようなものがある。

最も広く用いられている方法は、境界に一次元的な波動の逸散を考慮したダッシユポットを配置する粘性

境界[Lysmer196司といえる。また、パラアクシヤJレ要点法[Clayton197η， [Engquist 197可， [Cohen 1983] 

は、逸散波だけを表現する波動方程式を解き、これを近似して境界処理に適用する方法である。 Rρbinωn
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[Rρbinson 197η もI司様に、ポテンシヤJレを用いて波動万秤ー式を P浪とS波に分離し、それぞれについての

逸散波を吸収する条件を与えて境界処理を行っている。このように、逸散披場を近似的に実現する方法で

は、表商波や境界に斜めに入射する実体技を完全に吸収することはできないし、粘性境界を除き定式化が

複雑となる。また、 Smith[Smith ]974]やKunar(Kunar 198句峨案した逸散境界は、 Dirichlet条件と

Neumann条件の2つの境界条件のもとに、逸散波に対して同位相と逆位相の反射を発生させて、各々の和

をとることにより反射波を消去する方法である。

一方、サプストラクチャ一法についても、主な解析対象である構造物(あるいは、その周辺地盤を含んだ

領域)を中心に考えると、地盤や流体の解析は境界処理と考える事ができる。つまり、境界処理という観点

から一体解法との差違を考えると、境界処理の精度の違いと構造物周辺のどれだけの領域をモデル化する

必要があるかの違いがある。つまり、境界処理の精度が構造物の応答に及ぼす影響度は、境界処理自体の精

度と構造物と境界間の距離(と対象としている波の波長)のパランスで決まる。サプストラクチャー法のよ

うに精度の高い境界処理であれば、境界を構造物に十分に近づけることができるし、一体解析で用いられ

ているような近似境界処理方法によれば、構造物から十分に離した位置に境界処理を施す必要がある。一

般的には、十分な精度が確保される限りにおいては、境界を構造物に近づけることができる方が数値計算

の効率上有利である。このためか、研究の対象も、 1980年代前半を境として、近似境界処理法の研究から

サプストラクチャ一法の研究へと流れが変わっている。

構造物一地盤系を対象として、直接時間領域で定式化するものとしては、時間領域のGreen関数を用いる

時間遅れ影響係数法や時刻歴境界要素法がある。時間遅れ影響係数法[田治見 1981]， [下村 198吋は、地表面

基礎の浮上り解析を行うために開発された実用的な方法で、矩形パルスをソースとする半無限地盤のGreen

関数を用いている。時刻歴境界要素法を用いて、構造物と地盤の相互作用問題を解析した最初の例は、全無

限領域の基本解を時間領域のGreen関数として用いた Karabaris[Karabalis 1984]， [Karabalis 198何の研

究であり、近江等向江 198叫によって精度カf改善されている。また、流体と弾性体の相互作用問題に時刻

歴境界要素法を適用した例としては、 [Ant回 198司， [Ant回 198可等の研究カ℃初めてであろう。一方、 Wolf

等[Wolf1985b]は、周波数領域で定式化されたGreen関数を用いて、ガウス分布型のソースに対するイン

パルス応答を求め、これを近似的に時間領域の Green関数とみなす時刻歴境界要素法を提案している。こ

の方法によれば、地盤の成層性も考慮できるが、膨大な計算時間を要するので実用的方法とは言えない。

地盤の境界自由度に関する動的剛性や動的柔性を周波数領域の境界要素法等によって算定し、それを時

間領域へ変換して時刻歴応答解析を行う方法が、 Wolf等 [Wolf1985b]によって提案されている。動的剛性

を用いた定式化は、周波数領域で算定された動的問。性のうち、掻動数無限大で発散する項を特異項として
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分離してばねとダッシユポットで表現し、残りの正則項のみを数値的に時間領域へと変換してインパルス応

答を求め、応答解析を行うものである。 Wepf等は、構造物と流体の相互作用問題について、同織な方法を

提案している [Wepf198句。地盤柔性を用いた定式化は、地盤柔性をフーリエ逆変換して求められる変位イ

ンパルス応答を用いて、相互作用力の評価を行う方法である。しかし、 Wolf等の地盤柔牲を用いた定式化

は安定性に乏しく、発散してしまうことが少なくない。これに対して、著者等[林 1988)は、変位インパル

ス応答の代わりに速度インパルス応答を用いた方法を提案して、時刻歴応答解析の安定性を改普している

(5章を参照されたい)。以上の地盤剛性や地盤柔性を周波数領域から時間領域へ変換する方法は、 Green関

数レベルで時間領域に変換する方法に比べて、周波数領域から時間領域への変換同数が少ないことが利点

である。また、 Hillmer[Hillmer 1988a)，[Hillmer 1988b)等は、初期条件を容易に考慮できるように、ラプ

ラス変換場で定式化した地盤剛性を数値的に時間領域へ変換して応答解析を行う)J法を提案している。

ところで、船舶のような浮体の動揺解析を行う分野でも、 Cummins[Cummins 1962)によって周波数領域

の解析と時間領域の解析との理論的な対応関係が述べられ、浮体に働く流体力がインパルス応答を含む合成

積の形で記述され、後の研究の基本的な定式化を与えている。時間領域の境界要素法によってインパJレス応

答を算定して実際に動揺解析を行った例としては、例えば池淵等[池淵 1981)の研究がある。また、周波数

領域の付加質量項や減衰項からインパルス応答をさだめで動揺解析を行った研究例としては、 Oortmerssen

[Oortmerssen 197句や高木等[高木 1981]の研究がある。 Oortmerssenや高木等の用いた方法は、 Wolf等

の地盤剛性を用いた定式化と同様に、減衰係数や付加質量項の高振動数領域の漸近解を取り除き、その他

の正則項からインパルス応答を定めて計算を行っている。ただし、払鳴動揺問題では流体の圧縮性の影響は

無視できるので、動水圧の付加質量項や減衰項は比較的低い掻動数で一定値に収束する性質があるが、 7章

で扱うような流体の圧縮性が関与するような問題では、動水圧の付加質草項や減衰項は高振動数領域まで

大きく変動するので、高木等のような方法を直接適用する事はできない。

以上のような時刻歴サプストラクチャ一法には、時刻歴応答解析を行う際の解析自由度を減らし、かつ、

高い精度で解析することができる反面、 (a)応答解析手法として安定性に乏しく、応樹齢f発散してしまう

ことが少なくなく、また、 (b)時間領域で行う合成積の演算は膨大な宮慣時間を有するし、 (c)周波数領域

から逆フーリエ変換によってインパルス応答を算定する場合、インパルス応答を時間因果とする必要性か

ら、地盤剛性や地盤柔性をかなりの高振動数まで計辞する必要がある、という問題点が存在しており、実用

上の障害となっていた。本論文で提案している時刻歴サプストラクチャ一法は、周波数領域で得られた地盤

柔性や地盤剛性を基に相互作用力を効率的に評価する方法で、上記の 2つの問題点を解決するために開発

したものである。
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近年、時"日領域での合成積の消11.を低減するために、境界に働く相互作用)Jの再帰的表現を求めて応答

計算を行う方法がいくつか提案されてきている。時間領域での合成積の演算を低減する一つの方向性とし

ては、インパルス応答を近似して両帰表現を求める方法であり、インパJレス不変法 [Verbic197河とセグメ

ント・アプローチ [Wolf1989(a)]が提案されている。インパルス不変法では、相互作用力の未知係数を含 Analysis method in frequency domain 

んだ再帰表現を仮定し、再帰表現と厳密解を限られた時間領域で等世して再帰表現の係数を決定するもの

である。また、セグメント・アプローチでは、インパルス応答を有限のセグメントに分割した後、分割した |Frequency-time domain hybrid m的 odI 
領域を解析的に Z変換可能な関数形で近似して再帰的表現を導く。いずれの方法でも、急激に変動するイ

ンパルス応答を、構造物の応答や入力地震波が卓趣する振動数範囲とは関係なく精度良く近似する必要が
Analysis method in time domain 

ある。もうーつの方法は、周渡数領域の地盤剛性を振動数に関する有理関数(同一次数の多項式の比)で近

似し、部分分数展開と Z変換を用いて再帰表現を導くものである [Wolf1989(b)]。この方法によれば、近似

された地盤剛性に対応するインパJレス応答は時間因果であるから、不必要に高い掻動数の地盤剛性を官|努 Approximate method by discrete model 

する必要がないことも利点と言える。しかし、有理関数に近似させた条件によっては、インパルス応答カ句ミ

安定となってしまうこともあるので注意を聾する。 Rigorous method 

• Direct method with transmltting boundary 

(for the fini te elemen t or the fini te difference method) 

ncy doma 

• Substructure method 
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図1.2:構造物と地盤や流体の相互作用効果を考慮した時期j歴地創E答解析手法
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1.3 本研究の概要

本協文は、医I1.3に示すように、耐震工学i二の重要な2つのテーマにそって、 Part.lと Part.2に分かれ

ている。

Part.lである 2，3章では、帯域制限関数とみなせる加速度記録を積分して褒世波形を再現する方法とし

て、時間因果性に基づく FFT手法を用いた時間積分万法を提案している。

2章では、時間積分怯としての理論的な側面に限定してその特徴について考察するとともに、物理的に

意味のある加速J支・速度・変位の、時間領峨と周波数領域における構造について整理する。そのために、ま

ず、比較の意味から慣用的な時間積分法(直接時間積分法と有限フーリエ級数展開に基づく方法)の特徴に

ついて凋ぺる。そして、布限フーリエ級数展開に基づく方法では、虚部のフーリエ係数を補正しなければ、

家也時間関数に・由線的なトレンドが生じてしまうことを示す。次に、変位時間関数の周波数関数の実部と虚

部のヒJレベルト変換性を考慮し、時間因呆性に基づく FFT手法により変位の実部成分だけを用いて時間関

数を決めるβ法を提案する。そして、この)j法によって算定された変位時間関数は、直線的なトレンドを有

することなく、 l在接時間積分による結果と等価であることを示す。なお、時間積分方法に関係して、時間

因呆性と物理的な条件を満足する加速度・速度・変位の周波数頒域と時間領域の構造について整理してま

とめておく。最後に、ローカットフィJレターによってカットされる実部成分と虚部成分の特性を考察し、変

位波形カ吸閣制定を有する場合には、実部・盛部両万を用いることに相当する慣用的時間積分法に比べて、

実部だけを用いる提案乎法の方が変位波形の再現度が高いことを示す。

3取の位置づけは、 2車で提案した時間積分方法を実観測加速度記録に適用する上での注意事項を整理す

るとともに、その有効性の確認を行うことである。まず、ノイズを含んだ実際の観測加速度記録に適用する

上でのデータ処理上の注意事項を鞍理し、提案積分手法を観測記録のデータ処理フローとしてまとめる。 そ

して、大型掻動台上にデジタJレ型加速度強震計を設置して変位制御のパルス波入力試験と地震波加振を行

い、強震計の周波数特性とノイズ特性の確認を行った後、提案積分手法の有効性を示す。有効性の検証は、

デジタ Jレ加速度強震計の特性をSjN比が大きなパJレス波入力の振動台試験によって確認した上で加速度記

録を積分し、得られた変位法形による振動台市胸用の変位波形の再現度の観点から行っている。

Part.2である4-7寧では、構造物及びその周辺地盤の非線形性を考慮した地震応答解析を行う場合に、

構造物周辺に広がる地盤や流体等の持つ半無限性を、境界要素法、有限要素法、薄層要素法等の周波数領域

の解析手法により評価し、その特性を効率的に時間領域でシミュレートして時刻歴応答解析を行う動的サ

プストラクチャ一法を提案している。なお、提案手法は周波数領域と時間領域のハイブリツド型のサプスト

ラクチャー法と考えることができるので、提案手法の特徴をより明らかにするために、時間領填や周波数領

14 

域のサプストラクチャー法と比較しながら考察を行っている。

まず4章では、地盤・構造物連成系の地震応答解析を行う場合に、時間領域や周波数領峨の応答解析で

必要とする周波数帯壊を整理する。そして、動的地盤柔性の持つ周法数特性を時間領績でシミュレートする

際に必要となる周波数帯域は、構造物の応答が卓越する周波数帯域よりは広帯域であるが、時刻腔非線形

応答解析に必要な周波数帯域よりはるかに扶帯域であることを指摘する。この奪え方に基づいて、動的地

盤柔性の周波数特性を時間領域でシミュレーションする方法として、版られた周波数範囲で1ft勢した動的地

盤柔性から、時間因果性に基づく FFT手法により時|同因果な離散インパJレス応答を定め、その離散インパ

ルス応答を用いてシミュレーシヨンを行う動的サプストラクチャー法の定式化を示す。最後に、提案手法の

効率性について考察した後、構造物一地盤述成系の地震応44L解析を通じて精度と効率性の確認を行う。

5帝では、 4章で不した動的地韓柔性を月jいた定式化について、定式化に含まれる離散インパルス応答の

特性に着目した考察を行う。動的地盤柔性を用いた定式化では、離散インパJレス応答の f→0，∞におけ

る漸近特性が、応答解析の安定性や効率性に影響する。そこで、遠方地盤の解析手法やモデル化による動的

剛性(柔性)の漸近特性の違いや、時間因果化フローで用いるナイキスト振動数等によって、速度インパル

ス応答と変位インパルス応答の漸近特性がどのように変化するかを考察する。その結果、速度インパルス

応答を用いた定式化の万が、既往の方法で通常採用されている変位インパルス応答を用いた定式化に比べ

て、常に、安定性と効率性に優れた定式化であることを示す。さらに、時間領域で定式化した理論的なイン

パルス応答から離散インパルス応答を算定する方法を示し、周波数領域で計算した地盤柔性をもとに算定

した離散インパルス応答と比較する。その結果から、 4章で示した応答解析の精度と効車性は、時間領域で

インパルス応答の定式化を行う場合にも同様に確保できることを示す。

6章では、 4，5章で示した応答解析手法の発展形と体系化として、帯峨制限された地盤の動的剛性や動的

柔性を用いた5種類の定式化を示し、その相互比較を例題を通して行う。定式化の比較の持つ一つの意味

は、時間因果性に基づく FFT手法によって定まる離散インパルス応答によってシミュレーションするシス

テム関数を、地盤の動的剛性や動的柔性から抽出されるどの物理量にするのが良いかを考察することであ

る。今一つの比較の意味は、各定式化の物理的意味を考察することで、各定式化に含まれている合成積の

演算の意味を考察することである。なお、各定式化については、 それぞれ類似の既往の定式化と比較して、

類似点と相違点について述べる。

7章では、 6章で提案した時刻歴応答解析手法のうち、付加質量項に対して閃呆化を行う方法の具体的な

適用例として、大水深の軟着底構造物の地震時滑動問題を取りあげる。そして、流体の圧縮性に起因する流

体剛性の付加質量項や造波滅定項の持つ周波数依存の変動特性が、構造物の地震時滑動特性に与える影響
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について考察する。

最後に8:1言では、 Part.1とPart.2の結論を要約するとともに、 i)FFTで結び付けられる時間関数と周

浪教関数の等価性、 ii)実部と虚附鳴閉鎖域で持つ情報の等価性、の 2つの観点から本輸文の成果をまと

める。

Causal FFT technlque 

Time integration of 

accelerograms 

Theory (Chapter 2) 

Applicability (Chapter 3) 

Time-domain substructure 

response analysis 

Theory with some 

examples (Chapter 4，5，6) 

Application (Chapter 7) 

図1.3:本論文の構成と内容
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第 2章

時間因果性に基づく FFT手法を用いた時間積分法

2.1 はじめに

加速度α(t)から速度v(t)と家也d(t)を求める場合、時間領填では次のような積分を行えば良い。

euv
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U

J
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e

e

e

o
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∞

∞

 

f
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f
l
h

一一一一

u

d

 

(2.1) 

(2.2) 

上式は、単位ステップ関数U(t)

U(t) = 0 (t < 0)， 0.5 (t = 0)， 1.0 (t > 0) (2.3) 

を用いれば、 v(t)はa(t)とU(t)の合成積、 d(t)はν(t)とU(t)の合成積と等しいと考えることができ

る。従って、周波数領境では、上式の両辺をフーリエ変換した、

V(ω) = A(ω)・{宵cS(ω)+ lj(iω)} 

D(ω) = V(ω).{宵cS(ω)+ ljUω)} 

(2.4) 

(2.5) 

を計算することによって積分を行うことができる。ただし、 d(ω)はDiracのデルタ関数で、フーリエ変換

を坊で表せば、次式の関係が成り立っている。

α(t) =令 A(ω)

v(t) 功 V(ω)

d(t) 詩 D(ω)

U(t) =争宵cS(ω)+ lj(}ω) 

(2.6) 

(2.7) 

-本司Eは、鎗文{材:1989]， [.倉 1989]，[林 1991]の一部に加筆してまとめたものである。
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以下に、 (2.1)，(2.2)式と (2.4)， (2.5) 式を数:f~i的に行う }j法として提案されてきた慣用的な万法(直接時

間積分による万法日曜度記録の布限フーリエ級数展開に)tづく方法)を紹介し、その精度や問題点につい

て周波数領域で考察するとともに、それらを改稗する積分手法を提案する。

なお、本晶文では時間関数d(t)とその周法数関数D(ω)が、フーリエ変換の関係

州 =1二州 f川

ル七J:D(Iω1) . e)WI 
を構成していることを、 d(t)コD(ω)と表す。ただし、 j=Hである。

18 

(2.8) 

(2.9) 

2.2 慣用的時間積分方法

2.2.1 直接時間積分による方法

加速度記録を積分して速度波形や変位波形を酎す草する場今、最も一般的でかつ古くから行われてきた万

法は、線形加速度法等のように、時間領域でstcpby stepの逐次時間積分を行う，，'(接時間積分法である。こ

こで取り上げる直接時間積分法は、力[越度データ α(t) のサンプリング時間刻みを ~T とすれば、時刻歴応

答解析で用いられる Newmark-s法 [Newmark195司の時間積分と同様の次式のような形で脅くことがで

きるものである。

v(t + ~T) 勾 v(t)+ ~T{(l -r)α(t) +γα(t + ~T)} 
~T2 

d(t + ~T) 符 d(t)+ ~Tv(t) +一一{(l-2s)a(t) + 2βa(t + ~T)} 
2 

上式は、 γとβの設定方法によって、以下のように呼ばれている。

γ=  1/2， s = 1/4 :平均加速度法

γ=  1/2， β=  1/6 :線形加速度法

r = 1/2， s = 0 :衝撃加速度法(中央差分)

ここで、 (2.10)式をフーリエ変換すると、

V(ω)♂ωI1T 勾 V(ω)+~T{(I- γ)+γ♂ωI1T} . jωV(ω) 

となるから、 (2.10)式は、周波数領域の徴分積算子jω を次のように近似したことに相当する。

ejωI1T _ 1 

3ω 符 ~T{(1- γ)+γeiωI1T}

_ ___1_____ J ;.. I _!__ Jぶ(jωAηkl l 
- (1 -oy) + oyeiwl1T . ) J"" ・ ~T Iム_， k! ( ( 

ただし、 (2.13)式には次式を適用している。

eiwl1T =乏Uω;ηk-

(2.1 0) 

(2.11 ) 

(2.12) 

(2.13) 

(2.14) 

特に、 γ=1/2の場合には、 (2.13)式は周波数領域の時間に関する微分i寅算子jω を次式のように近似し

ていることになる。

2(1 -e-iωI1T) _ 2ω~T 
=一一j伽ー-~T(1 + e-iωI1T) -~T" -_.. 2 
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(2.15) 



一一一一一 AmpliLude
:.5:J 

'll 

1.00 

-Ji、(2.ll)式についてもlti]犠にフーリエ変換して、

AT'2... _ _， __;ω~T ・ 2
D(ω)〆ω~T 勾 ρ(ω)+iωÁTD(ω)+-T{(1-2β)+ 2ße1W il.T} ・(jω)~D(ω) (2.16) 

C.5J L 

C.O:;ト

C50 i 
-1.00 

0.0 0.2 0.4 0.6 

ω/ωN 

Q.8 1. 0 

となるから、 (2.J 1)式は、(jω)2を次のように近似したことに相虫する。

_ l'Jω~T _ 1 -iωAT 

(jω):l勾 ÁT2/2.{(1-2β)hNω~T}

T'{ 仁川~}}(jω)2十ニ寸乞一一~ ~ (2.17) ー/21ω k! J J 
以上から、 (2.11)式と (2.12)式の近似によって導入された誤差を見るために、 (2.13)式と (2.17)式の右辺を

それぞれjω と(jω)2で割ったものを η1、η2と定義して図2.1に示す。横軸は振動数ωで、ナイキスト

極動数ωN=宵/ATで無次元化して示している。 また、 η1、mの振幅は実線で去し、実部・虚部はそれ

ぞれ破線と点線で表している。いずれの積分方法によっても、十分な精度が保たれているのはω/ωNが0.2

以下の振動数である。これは、対象周期を Tとすれば、 ω/ωN= 2AT/Tであるから、対象周期Tの10

分の l以下の時間刻みで時間積分すれば、その周期成分に対する積分憶の精度が確保できている。特に、線

形加速度法は、低振動数頒埠における η2の虚部の誤差も少なく、位相の歪みが小さい積分方法と言える。

また、直接時間積分は、アルゴリズム上stepby stcpで積分できるために、データの入手と同時に処理を

行う突時間処理が可能である。しかし現状では、観測加速度を積分する際には、積分を行う前に零線補正や

計器補正などのフィ Jレター処理を行うことが不可欠であり、事誕上後述の有限フーリエ級数展開に基づく方

法と同じく、すべてのデータを入手した後の処理が前提となる。そして、各種フィルター操作を行うのは、

有限フーリエ級数展開に基づく方法のように周波数領域で積分を行う方が容易である。
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(b) Linear acceleration 

2.2.2 有限フーリ工級数展開に基づく方法

ここでは、周波数領域で積分する}j法(例えば[大開)について示す。

速度v(t)を下式のようにーT/2壬1くT/2で有限フーリエ級数展開し、 tに関して積分すると d(t)に

なる。
-8.50 

• N/2-1 

v(t) =手+E{AKeos(U山 Bks州 Awt)}+ AN/2∞s(NAωt/2)/2 

匁宇二ご1一BI:∞ωs(仙kAωωωt削)+Aん仰川kρ凶s釘inψ(仙kAμωω臼ω叫Jバt
(巾7+合 ω +B品0 

(2.18) 
ー1.00 

内 p¥J.... 0.2 

(2.19) 

0.4 0.6 

ω/ωN 

0.8 1.0 

0.00 

. . . 

• • 
・

• • • • • • • • 
・

-0.50 
• • • • 
・

'・.
-1.00 

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 

ω/ωN 

1.0 

ここで、積分定数Boは初期条件d(t= 0) = 0より決定でき、 (c) Central difference 

N/2-1 n 

Bn =ちこL
U ム-' kAw 

(2.20) 
図2.1:直接時間積分の積分精度
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tについては奇関数であるから、

Aotfn-l AZ州 kO.wt)
2 会1KAω

(2.21 ) 

のように級数展開すれば、 d(t)はν(t)のフーリエ係数を用いてFFTが利用できる次式の形に表せる。

N/と18k(1-cos(ko.ωt)) + (Ak -Ai)州 Mωt)
d(t) = ): 
LJ ko.ω 

(2.22) 

周波数領域で積分する場合には、時間積分は解析的に行うので誤差はない。しかし、加速度から変位を推定

する際には、変位と速度の初期条件を満足するように加速度より速度、速度より変位の2度にわたるフーリ

エ係数の補正を行うか、または、時間領域で直線4pz+Boを加えて零線の補正を行う必要がある。通常

行われている簡易的な積分;方法としては、 FFTで剖貸した捜索フーリエ係数を ωjで割っただけで、上記

のような補正を無視して積分が行われるが((2.19)式で Ao= 80 = 0に相当する)、その場合には d(t)の

弔均値が0となって初期条件(因果性)が満足きれなくなり、さらに Ao#0の場合には(2.19)式第1項の

Ao・t/2だけ零軸が傾いてしまう(図2.3の一点鎖線を参照)。

このように、零線カ笹線的な傾きを生じてしまうことは、勿論古くから知られている。しかし、 地震工学

の分野ではほとんど鰍見されているといった感をぬく・いきれない。これは、観測加速度記録が持つ低振動数

領域の信頼性の無さから、積分する際にはローカットフィJレターを施すことが半ば常識となっており、直線

的な零線の補正自体の精度が確保されないという工学的判断によるものと考えられる。しかし、そのよう

な方法では、計測精度がト分であっても、積分して得られた変位波形を定量的に考察することはできない。

従って、できれば直線的な零線の傾きを生じない積分方法であることが望ましい。

一方、零軸の傾きを表す Ao・t/2は時間に関して奇関数だから、変位フーリエスペクト Jレの虚部に対応

している。よって、有限フーリエ級数展開によって変位d(t)を評価する時には変位フーリエスベクトルの

虚部を補正しなければならない。しかし、変位フーリエスペクトルの実部については補正の必要がない。そ

して、後述する変位浪形評価方法は、実部だけを用いている点に一つの特長がある。
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2.3 時間因果性に基づく FFT手法を用いた変位波形評価法

残留変位 d∞を有する変位波形d(t)の川波数関数D(ω)は、 2.3.1に述べるように、 ω=0近傍で組関

数の構造を有している。そして、加速度から変位への積分を周波数領域で行い、 FFTにより時間領域へ逆

変換して変位波形を定めるためには、周波数削教の超関数的構造の;w価別問題となる。ここでは、慣用的な

有限フーリエ級数展開に基づく方法と異なり、 D(ω)の虚部を用いずに、特異性のないω#0の実部成分

を用いる方法を示す。

2.3.1 残留変位を有する変位の時間関数と周波数関数の関係

変位時間関数d(t)が因果関数(d(t)= 0 (tく 0))ならば、その周波劉瑚数 D(ω)(= De(ω)+ jDO(ω))の

実部 De(ω)と虚部 Do{ω)は、 li凡 4 ∞D(，ω)=0の時、次式のヒルベルト変換の関係式によって結びつけ

られている [Papoulis197η。

ここで、

仏(ω)=行;243du
f∞ Do(ν) 

De(ω) =; /∞Zてydu

d(t)功 D(ω)，de(t)時 De{ω)，do(t)詩 jDo(ω)

であり、符号関数sgn(t)が、

sgn(t) =ー1(t < 0)， 0 (t = 0)， 1 (t > 0) 

sgn(t) 功 2/jω

であるから、 d(t= 0) = 0であれば、 (2.23)式の時間領域の表現として次式を得る。

de(t) == sgn(t)・do(t)， do(t) == sgn(t) . de(t) 

そして、単位ステップ関数U(t)はsgn(t)を用いて

U(t) = (1 + sgn(t))/2 

のように表されるから、 d(t)= de(t) + do(t)は(2.27)式より次式のように表される。

d(t) == 2U(t) . de(t) == 2U(t) . do(t) 
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(2.23) 

(2.24) 

(2.25) 

(2.26) 

(2.27) 

(2.28) 

(2.29) 



(2.29)式は、変N:の時間関数d(f)が、周波数関数ρ(ω)の史郎 [)r(ω)だけから、または、成部 Do(ω)だ

けから定められることをぷしている。

-}j、困 2.2~こ示した立ち .1-.がり時間句の傾斜関数

r(久tn)= U(t -tR)・(1-tjtn) + U(t) . tjtR (2.30) 
Ramp function 

d(t) = r(l，lR) 
r(l，lR) 

+!丘 .. t 
のように d(t)が残留変位を持つ場合(d∞=liml-+oo d(t)手0)には、 d(t)は図2.2のように、 (2.23)式を

満足する時間因果な時間制限関数舟L(t)とステップ関数に分離することができる。
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D(ω) 

d(t) = dTL(t) + d∞ U(t) (2.31 ) Non.timelimited 

functions 

d(t) (2.31 )式をフーリエ変換すると、第2項はω=0で特異性を有する超関数となっている。

11 
D(ω) = DTL(ω) + d.∞・(π6(ω)+ ljjω) (2.32) 
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であり、 (2.26)式と (2.33)式とから、時間制限関数部分Dn{ω)と同様に超関数部分の実部・虚部につい

ても、 (2.29)式の関係が成立している。つまり、 d(t)カ匂是留装世を有する場合でも、周波数領域の実部だ

け、あるいは、庭部だけから時間関数を定めることができる。

故後に、加速度・速度・変位の周波数関数のω→Oの構造と、 t→∞の構造とを整理して表2.1に示す。

まず、 (2.5)式は、

云δ5.一….一. : Fun川cωωtionse制evalua凶a凶叫句川y山削i…eFo恥u町rωran伽 mo“州州f円f(lαω1
: Fourier transform 

図2な残留変位を有する変位時間関数の分解と合成

川ω)=川)-V州 ω+ 附 (ト宵付州巾6引伶(い附ω

のように嘗換えられ、 (2.32)式との比較から、残留変位d∞は V(O)となることがわかる。このことは、明

らかに V(O)が速度 υ(t)の餅日を意味することに対応した事実である。そして、 D(ω)のうち永久変位の

(2.34) 表 2.1:加速度、速度、変位の周波数領域と時間領域の構造の対応関係

z(t) =今X(ω) lilllw_o X(ω) ll札日(t)

Acceleration α(t)キ A(ω) 。 。
Velocity v(t) =令V(ω) V(O) o (= A(O)) 
Displacement d(t) =争D(，ω) V{O)・(π6(ω)+ lfjω) V(O) 

dTL(t) =争DTL(ω) (V(ω) -V(O))jjω=constant 。
z(t = 0)三 0，X(ω=  0) = f二z(t)d.t

構造を取り除いた島L(ω)はω=0近傍で一定値に近づく。なお、 (2.18)式より V(O)=F 0の時 Ao=F 0 

だから、 (2.19)式より d(t)が永久速度を生ずる時に零軸の直線的なトレンドが生ずることがわかる。

また、 (2.34)式と同様の関係が速度 V(ω)と加速度A(ω)の間にも成り立っているが、これを通常の減衰

を有する系の応答にあてはめて考えると、加速度の時間領域における総和は必ずo(A(O) = 0)で、永久速

度 (limt→∞v(t))が生ずることはないことに対応している。
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2.3.2 変位時間関数のFFTによる評価

前節の関係を利用して数値的に変位.時間関数d(t)を定める際には、数:1lfi的なフーリエ変換としてのFFT

アルゴリズムが不可欠である。ただし、 (2.29)式の演算を実際に行う都合仁、加速度記録の時間刻みを At

，FFTのフーリエ項数を N とすれば、方曜度記録の継続時間は tN=At・Nj2以下とする。そして、 FFT

の時系列データの持つ周期性を考慮して、 1-Nj2+ 1 番目を正の時間 O~t 壬 tN と考え、 Nj2+2-N 

番目を負の時間 -tN< tくOと与えて一連の処理を行う。すなわち、加速度記録は正の時間のデータに代

人し、負のl時間では因果条件を満たすように全てOとする。勿論、 (2.29)式によって得られる変位について

も正の時間にだけ値を持ち、負の時間は全て0として算定される。つまり、時間因果性の条件を考慮するた

めには、 iEの時間と同じだけ負の時間を必要とするので、通常の有限フーリエ級数展開に基づく方法に比

べて、時系列データの個数が2情必要となる。

ここで、 (2.32)式の右辺の第1l_Uは時間制限関数に対応するので問題はないが、第2項の趨関数を FFT

で逆変換する際には特別の配慮が必要である。以下に、その問題点とその対処方法を述べる。

まず、虚部のいjiω)をFFTで時間領域へ変換すると、 F円で扱える継続時間は有限なので、 sgn(t)j2

は得られずに、凶2.2中に破線で示すような直線のトレンドが生じる。この直線のトレンドの傾きは、 (2.19)

式のAoj2に相当する。そして、 D(ω)の虚部からd(t)を決める際には、この直線のトレンドを補正する必

要がある。しかし、トレンドの傾きは FFTのデータ時間 NAtと残留実世lil:d∞に関係するから、トレン

ドの補正のためには、残留変位量をあらかじめ求めるか、 FFTを行う際の継続時間を無限大にする必要が

あるが、突観測記録のデータ処理を前提とした場合には不適切である。(残留変位が分かつている場合、し

かもSjN比の問題がない場合には、有限フーリエ級数展開に基づく方法と問梯に虚部を補正すればよい。)

一方、 D(ω)の実部についてもcS(ω)の構造をもつので、 ω=0での値をそのまま与えることはできな

い。しかし、 6(ω)は(2.33)式から時間領域で一定値であるので、その係数を決めることは零線補正を行う

ことと等価である。したがって、 FFTで時間領域に逆変換する前に、あらかじめ D(ω=0)の値を ω#0

のD(ω)を用いて以下のように決めることができる。 (2.8)式の定義から、 D(ω)の実部の偶関数性と虚部

の奇関数性を考慮すれば、次式のようになる。

1 ~O。

d(t = 0) = 2~ L∞De{ω)伽
ぉ (D(ω=0) +DC). Aωj(21f) 
N/2-1 

DC = 2 2: De(kAω) + D~(N Awj2) 
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(2.35) 

(2.36) 

初期条件としてd(t= 0) = 0とすれば、 D(ω= 0)は、 ω=0以外の実部の餅日 ρCより求められる。

D(，ω= 0) = DC (2.37) 

以上のように、笑部だけから定まる変位時間関数には、成部から定めるような1)'(線のトレンドは生じず、零

線の補正を行う必要がない。

凶2.3に、人工地震設を時閥横分した例を示す。時間閃呆性に基づく FFT手法によって実部だけを用い

て評価される速度と変位を実線で示す。線形加速度法によって時間積分を行った点線と比較しているが、実

線と全く一致しており区別がつかず、等価な積分結果カf判られることがわかる。一方、慣用的な布限フー

リエ級数展開に基づく方法((2.18)式， (2・19)式)で、簡易的にAo= Bo = 0とした結果を一点鎖線で示す。

速度波形については初期条件が極わずかに満足きれない程度の誤差であるものの、変位波形は初期条件が

全〈満足されず、虚部に起因する直線的なトレンドが生じてしまうことがわかる。もちろん、この直線のト

レンドと非因果性は、前節で示したようなフーリエ係数の補正によって修正できる。ただし、時間関東性に

基づく FFT手法では、 D(ω)の実部と虚部のヒルベルト変換性を仮定しているので、 d(t)が因呆関数で

あることを前提としているが、慣用的な有限フーリエ級数展開に基づく方法では必ずしも時間関果的であ

ることを前提としていない。しかし、被積分間数α(t)が因果関数であれば両省の結果は一致する。
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ローカットフィルターによって除去される長周期成分の4制金2.4 

強震計で観測される加速度波形には様々なノイズが合まれている。特に、長周期ノイズは振動数の低nこ

対して対数関数的に増大するので、 5/N(信号/ノイズ)比は低・卜する傾向にあり、企也記録を再現する上で

障害となる。したがって、ローカットフィルターを施して帯域制限することにより変位波形を再現すること

が多い。そこで、再び傾斜関数型変位を例として、ローカットされる実部と虚部の長周期成分の特性につい

て考察する。なお、本論文では、カットオフ振動数を ωc(=2πIc)として、次式で定義されるローカット

フィ jレター L(ω)を用いる。
Time domain ( lincar accclcrat.ion) 
I+'rcq. domain (using D(ω) forωゴ0)
I"rcq. dOlllain ( using Rc.lJ)(ω) 1 : prc5cnt method) 

刊日X世 400.88
(2.38) 

立ち上がり時間tR，立ち上がり開始時間toとする傾斜関数d(t)= r(t -to，tR)の周披数関数D(ω)は

次のようになる。

ωc) L(ω) = U(ω一ωc)+ U(一ω

。
n
u
 
n
u
 
A
4
 

(
」
《
り
)
.
U
U《

(2.39) 

(2.40) 

D(ω)=吋(ω)-/4)(ω) 

ぬい)= {~-pw) 一去当ヂ} .e-

400 
15 

。
(
ω
Z
一
￥
)
」

ω〉
ここで、 (2.39)式の第1項は、前述のようにω=0にだけ値を有する超関数である。

'" 
'I'imc domain and 
Frcq. domain (prcscnt mcthod) D(ω) の第 2 項である ~(ω) の実部と鹿部を無次元化して図 2.4に示す。図では、横軸は{官接}関数の立ち

上がり時間tRで無次元化した振動数r= tRW/7r ，斯き方向には無次元化立ち上がり開始時間to= tO/tR 

15 
3 

(
2
U
)
ι
2
0
 

。
をとっている。立ち上がり時間句より長周期の成分はr< 2.0の領域に相当する。

/4)(ω)の虚部については lfjωの構造を有しているので、虚部に占める長周期成分の持つ割合は非常に大I...J 
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きく、ローカットフィルターを施すことによって永久変位を構成する大部分がカットされてしまう。つまり、

ローカットフィルターを施せば、虚部から永久変位の構造を評価することは困難となる。しかし、実部につい

ては ~(ω=0) =臼/2+to で、 ~(ω=0+)は立ち上がり開始時間toの増加とともに線形に増加するが、

虚部のように発散することはなく一定値(tR/2+ to) に収束する。そこで再び、 ~(ω)=0 となる最も小さ
図2.3:人工地震浪を積分して得られる述度波形と変位波形

な援動数10= 1/(針。+tR)で無次元化した振動数i= 1/10に対して、実部品(ん)/(tR/2+ to)を再び無

次元化立ち上がり開始時間誌をパラメータとして凶 2.5に示す。小さなんに対して、 ~(jc)/(tR/2 + to) 

Ic/loカf小さければ、すなわち tRやtoが小さけの特性はtRやtoによらず殆ど変わらない。つまり、

れば、カットされる実部成分を相対的に少なく抑えることができる。そして、先にも述べたように、零般に

大きく関与する D(ω=0)の値はω=0以外の実部の総和 Dcに対応しているから、カットされる築部成

Ic/んが小さければ、 D(ω)の実部だけから変位波形
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分が少ないほど零線補正が正しく行える。つまり、
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d(t)を推定することにより、残留変位を評価できる可能性がある。これは、時IIU領域の急激な変動は、免i

NJ期まで影響がおよびローカットしても、その情報は実部に残っているからである。

そこで、以下に傾斜関数を例に残留変位の定JIt的把握を試みる。まず、 (2.35)式と同様に、

d(t = 0) =去にDe(ω)伽
. ( .∞ .0+ 、
=亡く 2I De(ω)伽 +I De(ω)dw > 

4島凋 I Jo+ Jo- I 

= ~ ~ r∞Re.[Dn(ω)]d，ω+与 (2.41 ) 
河 ¥.Jo+ ) ~ 

初期条件d(t= 0) = 0より、

d∞=_~ r∞ゐ [Dn(ω)]伽 (2.42) 
万 Jo+

となり、残情変形は特異性のないOHz以外の実部 DTL(ω)の樹首に等しい。このことから、悶2.6(a)のよ

うなノイズに汚染された長周期成分をもっ実部に対して、図2.6(b)のようにローカットフィルター L(ω)を

施した時の残留装イ立の推定誤差評価指標として、次式で表される E(ωc)を用いることができる。

恥 )=-iCcbiDTL(ω)]伽/ら (2.43) 

すなわち、慣用的に用いられている有限フーリエ級数展開に基づく方法では実部と虚部両方を用いるが、虚

部からは残留変形を評価することは期待できないので残留京世の誤差は E1(ωc)となる。

E1(ωc) = 0.5+ E(ωc) (2.44) 

また、実部だけを用いて評価する場合の誤差は E2(ωc)となる。

E2(ωc) = 2E(ωc) (2.45) 

さらに、 関2.6(c)のように、 ωc以下の低振動数領域の Dn(ω)は、 ω=0で一定値に漸近することか

ら、カットオフ掻動数ωcでの値 DTL(ωc)で一定値とみなして外挿すれば、残留変位の誤差は、さらに

ぬ(ωc)にまで低減することができると考えられる。

E3(ωc) = 2{E(ωc) +ωCDTL(ωc)} (2.46) 

側関数の場合については、 α=π式7iR' I = f / fo ， Ic = fc /んとすれば、 (2.43)式中において、

in(απf) sin(げ)・
_:"'DTL(ω)伽=一一守一 -一一ーdf

απf 宵f

30 

(2.47) 

と書きll'(せる。従って、 (2.44)..... (2.46)式は Icに!却する E1(Ic)，品(Ic)，ぬ(Ic)に41Fき換えることが

できる。そして、 Ic< 1.0なら1;11封書変位の誤差は小さく、次式で近似的に評価することができる。

E1(fc) ぉ 0.5+ Ic (2.48) 

E2(fc) た 2fc (2.49) 

ゐ(ん)勾 (2.50) 

凶2・7(i)，闘2.8(i)，図2.9(i)に、それぞれ El(Ic) ， E2(Ic) ， E3(Ic)を示す。さらに、参与・のために、凶

2.7(ii)，図2.8(ii)・図2.9(ii)には、 (a)立ち上がり開始時間to， (b)すち上がり時間tn， (c)カットオフ掻動

数fcを変化させた時の働側数の変化をぷす。各闘中では、 fc= 0・1，0.2，0・3，0・5の場合を、それぞれ、

実線，破線， e点鎖線，点線で示す。

図より明かなように、同ーのカットオフ振動数に対してtnやらが小さい科、実部のみから討す草された

変位の再現性の方が良くなっていることがわかる。また、残留変位の誤差を 0.4以下(d∞の6割以上が再

現できる)とすることは、図2.7(i)に示した実部・虚部両万を用いる慣用的な方法では不可能であるが、凶

2.8(i)に示す実部だけを用いた場合には、カットオフ掻動数をIc$ 0.2とする必要があり、等号が成り立

つのは図2.8(ii)中で法線の場合に相当する。明らかに、実部・虚部両}jを用いた場合(図2・7(ii))に比べて

残留変位の再現度が高いことがわかる。さらに、カットオフ掻動数以下の長周期成分を外挿した場合には、

カットオフ振動数を Ic= 0.5にまで大きくすることができ、残留変世の再現度がさらに向上する。この時、

to = 0.0 ， tn = 10.0 secであれば、 fc= 0.05 Hz以下に抑える必要がある。
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Wave forms o[ eslimaled ramp [unclions 

図2.8:実部だけから算定された傾斜関数の残留変形
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Wave forms of eslLmated ramp funclLons 

図 2.7:実部と虚部を用いて算定された傾斜関数の残留変形(慣用的方法)
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まとめ2.5 

観測加速度記録を積分して残留変位を有する変位波形を算定する時間積分五訟として、まず、慣用的な

時間積分方法(直接時間積分による方法と有限フーリエ級数展開に基づく方法)の特徴を整理した。その結

果、時間関数の有限フーリエ級数展開に基づく方法は、時間領域で積分を行う直接時間積分に比べて計掠

補正やフィ Jレター操作が容易であるが、変位波形カf残留変位を有する場合には零線が傾いてしまう。さら
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に、慣用的方法によれば、変位の実部・虚部両方に対してフィ Jレターを施すために、残留変位を形成する

11 /六一 付(ω)+ lfjωの構造を持つ長周期成分を殆どカットしてしまうことになる。

そこで、有限フーリエ級数展開に基づくβ法と同じく周被数領域で積分を行って変位フーリエスペクト
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形を算定する方法を提案した。提案手法の特長としては、
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1.変位が残留変位を有する場合にも、既往の有限フーリエ級数展開に基づく}J法のように零線利頃くこ

とがない。

2.提案手法によれば、ローカットフィ Jレターを施しでも精度の高い家世波形を求められる可能性がある。

25s 
の2点が挙げられる。そして、ローカットフィ jレターを施した場合でも精度の高い変位波形が求められる‘一---・'.・ー.・一一 一一ーー・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・..一. ・・・・.・・・・・・・・・ー・ーャ

ことを定量的に示すために、震源運動を表す理想的な変位波形として傾斜関数を選び、カットオフ撮動数を
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(a) パラメータとして残留変位の再現度を評価する指標を示した。そして、傾斜関数の立ち上がり時間や立ち

上がり開始時聞が小さい場合には、変位波形の再現度が高いことを示した。
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Wave forms of cslil11uLcd ramp funcLions 

図2.9:実部だけから算定された傾斜関数の残留変形(長周期領域を外挿)
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検証する。

3.2 加速度記録を用いた変位の再現フロー

第 3章

デジタル強震計の加速度記録を積分して得られる

2指までの議論から、 D(ω)の実部だけを用いて'創世波形d(t)を算定する方法は、虚部に起因する直線

的なトレンドを生じず、ローカットフィ Jレターを施した場合にも残留変位を再現できる可能仲.の高い)i法で

あることがわかった。本節では、デジタJレ強震計の加速度記録から変位波形を算定するまでの一連の手順を

以下に示す。また、そのフローの概要を図3.1に様式的に示す。

変位の信頼性 • Step-A ;加速度品録の抽出と零線補正

• Step-B ;加速度フーリエスペクトルA(ω)の剖筑

• Step-C ;ローカットフィ Jレター操作(xL(ω) )と変位フーリエスペクトルの剖鉾(X Ij(-w2)) 

3.1 はじめに

2章では、変位のフーリエスペクト jレの実部成分だけを用いて哀世波形を算定する方法を示し、この方

法を用いると、フィ Jレター操作を施さない場合には時間領域の庇接時間積分と等価な積分を周波数領域で

簡単に行えることを示した。 そして、この方法がローカットフィ Jレターを施した場合でも、加速度強震記録

を用いて残留変位を評価できる可能性を持つ}j法であることを示した。

しかし、 2章で提案した積分手法を実観測記録に適用するには、ノイズ除去のためのローカットフィ jレ

ターを施す際のカットオフ振動数の股定が重要となる。しかも、岡田等{岡田 1984]によって指摘されてい

るように、地震計は長期間フィーJレドにおいて無人で使用されることが多く、その結果、時として設置点の

傾斜し感振器ドリフトにより零線が偏り、その出力電圧カ記録系の増鰍持への入力電圧レベルを越えてし

まうことがある。これを防ぐために、記録系に低周波遮断回路が内蔵されているのが通常であるが、この回

路が見かけ上の分解能低下によるノイズの長周期帯域を持ち上げることになる。つまり、カットオフ掻動

数を適切に設定するためには、地震計の計梼の特性とノイズの特性を十分に把揮しておくことが不可欠で

• Step-D ;実部スペクト jレに基づく変位波形の算定

Step-B ，.."，. Step-Dについての注意事項は2章で記述済みであるので、ここではStep-Aについてのデータ

処理ヒの注意事項を整理して以下に示す。

1)抽出時間

FFTで衷怯波形を算定するためには、地震加速度記録の全継続時間カ唯見測されている必要がある。しか

し、強震計によって観測される加速度記録には、多少にかかわらず必ずノイズが含まれており、必要以上の

継続時間を FFTのデータとして与えることはSjN比を低下させる原因となる。観測加速度記録に含まれ

るノイズが、その積分値である変位波形に及ぼす影響を最小限に抑えるためには、出来るだけ強震計記録

から意味のある成分だけを抽出することが重要となる。なぜなら、意味のある信号の前にノイズがあれば、

意味のある信号の前に袋位と速度が生じていることになるからである。鴎3.1中では、強震計記録から抽出

する時間を ts""'"tEで表している。

ある。

本章ではまず、 2章で提案した積分手法を実際の強震記録へ適用する場合のフローを示し、加速度記録の

時間積分に際して問題となる観測記録のデータ処理上の問題点を指摘する。さらに、デヅタJレ強震計を大

型振動台上に設置して変位制胸による加振を行ってデジタル強震計の問時性とノイズ特性を調べるとと

もに、特られた加速度記録を積分して得られる変位波形と振動台変位とを比較して、提案手法の有効性を

・本.'1、治文[株1的 1]の一郎叫虜しでまとめたものである。

2)加速度記録の零線補正

加速度の周波数関数A(ω)= -w2D(ω)は、 (2.32)式より ω=0でOとなるから、 (2.8)式のフーリエ変

換の定義式より、

A(ω= 0)三乙仰)dt= 0 、、E
，，
噌

'
A-
a
d
 

，，
.‘
、

となる。従って、加速度の時系列データの制日がOとなるように加速度記録の零線補正を行う必要がある。

一方、 FFTで加速度記録を周波数領域に変換する際には、そのデータ個数を 2の累乗個にする必要がある
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ことから、 一般には加述度記録の後に0を付け加える。ここで重要なことは、 0を加える前の加速度記録が

(3.1 )式を満足するように零線補正をすることである。こうしないと、 0を加えた後にも (3.1)式を満足する

必要があるから、加速度記録の最後尾位置で徴小な零線のズレができる。このようにして形成された零線

Accelerograrn 
のズレは、 SMAC型強震計の機械的な零線のズレと全く同様で{土岐 198η，[後藤 198η、加速度波形の零

」一一+

'N t 

(ω手 0)D(ω)=A(ω) L(ω) / (jω)2 

~'[ 

↓トトトBa恥恥aお側S印…e
l 附 da抗ね山t句taaいαω I 

~FFT 

線がステップ関数U(t)の構造となるから、周波数領域では村(ω)+ l/jω の構造となり、民周期領域のス

Step-A 
ベクトルの盛り上がりにつながる。このようにして付加された長周期成分は、加速度フーリエスペクトル

では振幅カ刈、さくても、積分された弘司立波形には大きく影響することが多いので注意を要する。

例えば、零線のズレαoがO.lGalであっても、継続時間Tを40secとすれば、速度v(T)=αoT = 4.0 

kincで、家世d(T)=ドOT2= 80 cmに逮してしまう。また、初期速度 VOがlkineであっても、 40cm残

Step・8
留変位がでてしまう。以上のようなことからも、加速度記録の零線補正の重要性カ守旨摘できる。さらに、零

線補正を行うことを前提とすれば、過不足なく観測記録を抽出する事が重要であり、観測記録のデータ時間

De(ω学 O)=Re.(D(ω)]

De(ω=O)=-DC 

Time integralion and 

low-cut filter (L(ω) ) 

lD(ω) I 
i 
l DeCω) I 

Step-D .J，..IFFT 

Step-C 

が不十分な場合には、積分手法に関わらず精度よく変位波形を算定する事は難しい。

Reconstruction of the displacement function 

図3.1:加速度記録の積分フロー
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d(t) = DMAX • r(t， tn) 
、、E
，，
n品。‘u，，.‘、

る例はない。パルス渡を月jいるメリットとしては、長周期まで振幅と位相の変化がなだらかであり、かっ、

S/N 比の大きな入力を用いる事ができるので、長周期情域の特性を。J~べるのに適しているといえる。また、

変位制胸の振動台試験を実施し、残留変位を有する変位の再現性を検討している試験もない。

試験に用いたデジタル型強翼民十は6穂であるが、本論文では去3.Hこ示す点京測振製のSAMTAC-17と、

キネメトリクス社製のSSA-lの2機種を対象と して考察する。 SAMTAC-17のAD変換器の分解能は 16

ピットであり、図3.3に示すような換銀総の周波数特性および、零線変動を防止するためのハイパスフィJレ

ターと高振動数成分除去のためのエリアスフィ Jレターを内蔵しているので、 J同nJ器全体としても周波数依存

性を持ち、公称の制限閤iま0.1-30 Hzとなっている陳京測網，(IIJl日 1989)。また、 SSA-lのAD変換器

の分解能は 12 ピットであり、公祢では 50Hz から DC成分まで~t測できることになっている。 1 LSB(Least 

Signi自cantBit :披下位有効ピット)相、円の加辿度は、 SSA-I相当で0.5Ga.1、SAMTAC-17でO.OIGalで

ある。なお、強震計の電気回路、及び、 AD変換器で発生するノイズを測定する日的で、 SAMTAC-17で

は電流検出用のコイJレをショートさせ、 SSA-lでは入よjをアースさせて、無加振時のノイズ計測試験を実

施している[片岡 1990)。

3.3 デジタル加速度強震計の振動台試験による積分精度の検証

3.3.1 試験の概要

図3・2に不すように、大型振動台rJこデジタJレ強震計を設置して力雌を行い、 強震計の記録を収録すると

ともに、振動台の動きを計測した。実験にHlいた振動台は、 3次元6自由度で、 B雌最大加速度は土1・旬、

可動最大変位は水平土20cm、上下土10cm、台の大きさは 4x 4 mである。振動台の哀イ立は、振動台制胸

用のZミ動トランス型変位計で計測し、適当に増加させた後に振動台計測システムで収録した。

力I肱波としては以下の5種類とし、変位信仰の加振を行った。ここで、 DMAXは衷也の最大側面である。

(i) Ricker Wavelet型 :Wl波(中心周期 tc= 5.0 sec) 

d(t) = DMAX . e-(I/句)' (3.2) 

(ii)傾斜関数期変位 :Rl-郎波(tn = 0.1 -5.0 sec ) 

(iii)そ角形型変位:Tl， 2波(半幅tw) 
3.3.2 強震計の周波数4制金

d(t) = DMAX・(r(t，tw) -r(t -tw， tw)) (3.4) 加振試験に用いた強震計の周波数特性を確認する目的で、振動台の変位計出力dr(t)に対する強震計の

加速度記録 α(t)の相対的な特性を次式で調べる。

(iv)観測地震波

El浪 (1979ImperiaJ Valley余震記録に相当)

防法(ElCentro 1940 NS成分に相当)

(v)人工地震法(E3波)

(i) -(iii)の却脹波は位相の変化がなめらかな関数であり、強震計の周渡数特性の把鍾と、 S/N比が十分大

きい時の変位法形の再現度を調べることを目的としている。 (iv)，(v)の力日振波は、それぞれ、震源近傍の観

測記録への適用性と長周期ノイズ(S/N比)の影響を調べることを目的としている。また、 (v)の人工地震波

は、 M=7.9， X =80 kmの地震を想定して、長周期領域の速度勾配を水平に補正して周期 15secまで延長

した大崎スペクト Jレを、目標速度応答スペクト Jレとして作成したもので、最大変位 DMAXを15-0.5 cm 

の範囲で変化させて6種類の加振を行っている。

なお、デジタJレ強震計の特性を振動台を用いて調べた研究例としては圏内だけでも数例あり、例えば荒

川等[和111983ト岡田等{岡田 19851、山田等[山田 198η、田村[田村 19881等の研究カ噂鈍Tられる。しか

し、力[脹に用いた渡形は正弦法もしくは地震法を用いており、本試験のようにパJレス状の加振を行ってい

He%p(ω) = A(ω)/{ーω2Dr(ω)) (3.5) 

ここで、 Dr(ω) ，A(ω)は、 drr(t)， a(t)のフーリエスペクト Jレである。

この比の一イ伊初jを図3

にOになる台形状の変位浪で、 2秒から数十秒までの周期範囲でS/N比が大きな波である。得られた周波数

特性は、スペクトルの平滑化操作を一切していないにも関わらず、非常に安定した傾向を示している。計器

別に見ると、仕様啓どおり SSA寸は周波数に依存性しない一定の周法数特性となっている。SAMTAC-17

については仕様書の特性を実線で描いて比較しているが、変位計の特性が兵値であれば、観測結果では 10

秒以上で仕様書よりもやや位相のずれが小きくなっていることになる。この傾向は加掻波の種類には関係

なかった。既往の研究 (llJ田 198可には、 SA~TAC-17 の記録が信頼できるのは、 5 "， 10 .t!極度までであ

るという指摘があるが、本試験に関する限り、計器特性の補正によって 15秒程度まで信頼できる計器であ

るといえる。
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図3.3:SAMTAC-l1の周波数特性(公称値)
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加速度記録より得られる変位波形3.3.3 

前節で調べた計器の特性を踏まえた上で、関3.1のフローに従って加速J立記録の積分を行った例を以Fに40 
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凶3ム3.6に示す。この時、 FFTの時間刻み似=0.005 sec、フーリエ項数N= 8192で、ローカットフィル

ターは施していない。 tE-tsは、 Wl波の場合は 10sec、R2披の場合は5sccとしている。 SA'v1TAC-17 
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を行った。
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て、図3.1のフローを適用すれば、残留変位を有する変位波形が精度良く再現できることが示せた。また、1.0 0.1 
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函3.4の結果からもわかるように、仕様待通りの補正では位相を大きく補正し過ぎてしまい、 Wl波では補FnEOUEI¥CY (HZJ FRECUEI¥CY (HZ) 

正前とは逆の位相の歪みが波形に現れている。しかし、以上の結果を図2.7"， 2.9の結果と比較すると明らFouricr spcctra )
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かなように、 SjN比が十分大きな場合には、ローカットフィルタ一等の安易なフィルター操作を施さずに
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積分した方が、精度の高い変位法形が得られる可能性が高いと言える。特に、 SSA-lの加速度記録を用い

た場合の再現度カ鳴い。
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El波の場合には、主要動部分が短く、 10秒以上の周期成分カf残留変位の形成にほとんど寄与していない。FAEGlUENCY (HZ) FAEQUENCY (HZ) 

さらに、掻幅の小さな後続動が長く続くために 10秒以上の長周期成分のSjN比カf小さくなっているから、Estimatcd frcqucncy characlcristics of accclerographs (c) 

長周期成分をカットすることにより、逆に振動台変位との対応が良くなったものと与えられる。このことか

ら、比較的主要動の短い、震源近傍の小地震や余威嚇については、長周期成分をカットしても残倒産世を

47 

2.00 

図 3.4:デジタル型強震計の周波数特性(実験値)

46 



イiする波形が再現できることがわかった。

E3波ドついては、最大振制 f)MAXを変化させた加振を行い、加振時のノイズレベJレを検討するととも

に、 SjN比の低 Fが積分波形の形状に与える影響を調べた。なお、 E3波は約0.06'" 2.5 Hzの周波数帯域

で速度応答スペクト Jレ(h =0.05)が?ド躍で、 0.06Hz以下の長胤期成分はほとんど含まない、 継続時間約

200秒の人工地震波である。

まず、 SSA-lについての結果を凶3.8-3.10に示す。加速度フーリエスペクト Jレの劉ヒを示す関3.8を見

ると、 J)MAX= 15cmの加藤波の場合ドは、 0.06Hz以上の伝動数成分の加速度フーリエスペクト Jレの変動

は比較的少ない。しかし、加振レベルの低ドにつれて、ノイズスペクトルの持つ細かい変動カ切日振波の加

速度フーリエスペクトルにも現れて変動が大きくなっており、 S/~ 比が低下していく様子がわかる。 一方、

E3波が本来ほとんど含んでいない0.06Hz以下の長周期成分のスペクトルは、加振レベJレを変えてもほと

んど変化がない。したがって、ノイズのフーリエスベクト Jレは、加藤レベルによらずほほ一定であると考え

られる。そして、そのスペクト Jレ鮒制、図3.8に点線で示した側眠時に制1したノイズのスペクト Jレの

振幅にほぼ対応している。

(3.5)式によって逆算される計器特性の変化を図3.9に示す。 SjN比が十分大きな DMAX=15cmの場合

の0.06Hz以上の特性は、位相特性が滑らかに変化するパルス波加振の結果とほぼ一致しているものの、ぱ

らつきが活干大きくなっている。そして、そのばらつきは、力[雌レベルの低下に伴って徐々に大きくなって

いる。

凶3.10にD国産度記録とその積分変位波形を示す。積分に用いたFFTの時間刻みはst=0.025secで、フー

リエ項数を N=16384、カットオフ振動数を fc=0.05Hzとしている。 SjN比が十分に大きい DMAX=15cm 

の場合には積分変位波形が、振動台変位と非常に良い対応関係にある。しかし、加振レベルが低下するに

つれてSjN比が低下し、積分法形の形状が歪んでいく傾向にある。特に、 DMAX= 0.5cmの場合の変位

は再現性が悪くなっている。ここで、加振時のノイズが無加振時のノイズと同一レベルと考えられるなら

ば、 DMAX = 0.5cm， 1.0cmの場合の 0.06-2.5 Hzにおける平均的なSjN比は20dB，26dB(振幅比で 10

倍， 20倍)程度である。なお、岡田等[岡田 1984]は、模擬地震波に2進数値化丸め操作により、見かけ上

分解能をおとしてノイズを付加し、ノイズが変位スベクトルに号える影響を調べている。その結果、やはり

SjN比として20却を保持することカf重要であることを指摘しており、本試験の結果とほ闘す応している。

従って、図3.11のように、 SjN比2Q-26dBを目安としてカットオフ振動数を設定してよいといえる。

次に、 SAMTAG-17についての結果を図3.12-3.14に示す。まず、図3.12に示したフーリエスペクト

Jレについて、 0.06Hz以下の長周期成分を見ると、加振レベルを変えても振幅が変わらない点はSSA-lと

48 

同じであるが、そのレベルは、無加振時のノイズレベルを示す点線に比べて高くなっている。しかも、同

3.8と比較すると、無加振時のノイズレベルはSSA斗に比べて低かったが、加振時のノイズレベJレは逆に

SAMTAG-17の方が2-3倍高くなっていることがわかる。そして、岡3.13に示した逆算削特性を見て

も、 SSA-lに比べて位相のばらつきが大きくなっていることがわかる。そのために、図3.14に示した積分

変位波形は、 DMAX =15cmの場合については精度良く振動台変位が再現できているが、却藤レベルの低

下に伴う積分変位の誤差は、図3.10に示したSSA-lの結果に比べて大きくなっている。そして、岡田等も

指摘しているとおり、 SjN比の低い長周期成分の計器補正は、逆にノイズを明。請するから、計?d-補正後の

積分変位は逆に計器補正前に比べて悪化してしまう結果となっている。

49 



Oigital accclcrogram 

内
〔
」

E
ω
}
.
u
u
g

Digllal accclclog. ，1m 

。 山特例i~i~li桝州十

100.0 

〔

J
C
ω
}
.
u
uα -200.0 

0.0 20.0 16.0 8.0 12.0 
TlME (SEC) 

4.0 -100.0 
0.0 20.0 16.0 8.0 12.0 

TIME (SEC) 
~.O 

ー一一一一Inlcgralcddisplacemcnt 
一...Tah1c disp. 

? 20.0 

20.0 

::[/ 
〔

Z
U
)
.
ι
仰
向
。

ー一一一ー Inlcgratcdoisplacemcnl 
Tabledisp. 

〔

E
U
}
.
ι
m
-
o

10.0 

20.0 16.0 8.0 12.0 
TlME (SEC) 

4.0 

-10.0 
0.0 

20.0 16.0 8.0 12.0 

T I1~E (SEC) 

4.0 

0.0 

-10.0 
0.0 

55八一1(a) 

寸

Digilal accclcrogram 

同

55八一l)
 
q
u
 
(
 

〔

J
g
U
}
.
u
u
g

寸← ，

I)igilal accclcrogram 

。卜州i(蜘
100.0 

〔

JL
弘

ω
〕

・

u
u
g

-200.0 
0.0 20.0 16.0 8.0 12.0 

T IME (SEC) 
4.0 

一一一一Inlcgralcddisp. ( no correclion) 
'l'nble disp 

. 
-iOO.1.i 
0.0 

一一一ーInlcgralcddisp. (no corrcclion) 
10.0 I 〆"-¥. . 'l'ab1c disp. 

C.Uト一一ーι 一 一ーャ ー』

20.0 
20.0 16.0 8.0 12.0 

TIME (SEC) 
4.0 

〔

玄

U
〕

.ι伺
【

〔

]

20.0 
10.0 

0.0 

〔

Z
U
〕

.
t的
{

〔

]

20.0 16.0 8.0 12.0 

TIME (SEC) 

4.0 
-10.0 
0.0 . 

ー-¥0.0 
0.0 

一一一一Inlcgralcddisp. (correcled) 
Tabledisp. 

。r/
20.0 

{
Z
U
〕

.
t
m

一。

20.0 16.0 

/¥ ーと土clisp.( corrcclcd ) ¥ 

8.0 12.0 
TIME (SEC) 

4.0 

20.0 

10.0 
門
工
U
}
.
t
m
向
。

20.0 16.0 8.0 12.0 
TIME (SEC) 

4.0 
-10.0 
0.0 

20.0 16.0 8.0 12.0 
TIME (SEC) 

0.0 

iO.O 
0.0 

S八MT̂ C-17)
 

L
U
 

(
 

~.O 

図3.6:傾斜関数型変位(tR = 2.0 sec)の加速度記録と積分変位波形
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図3.5:Ricker波の加速度記録と積分変位波形
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図3.7:SSA-Iにより計測された El，E2波の加速度記録とその積分変位波形

52 



2CO.0 .eo.O 160.0 140.0 1∞.0 120.0 
TlME (SEC) 

80.0 60.0 40.0 20.0 

300.0 

0.0 

-300.0 
0.0 

【

J
Z
O】
・

u
u
g

24.0 

0.0 

円
玄
U
】

.tm

目。
200.3 180.0 160.0 140.0 120.0 tα).0 80.0 60.0 40.0 20.0 

-24.0 
0.0 

:6.0 

0.0 

【

U
4
U

〕
・
&
の

-o

1.0 

-斗 11.

2.00 

M
g
d
-
J
h
'
E
 

1.00 

Z
M笹
山

凶

白

】

凶

仰

E
L

2.00 

U
ロ
コ
」
ニ

J
h
3
d

1.00 

【
凶
凶
凶

E
U
ω
ロ

}

凶

師

匠

Z
L

FREOUENCY【HZ】

(b) ρ刷出=lOcm 
FREOUENCY【HZ)

(a) [)川αz=15cm 

2∞.0 180.0 160.0 140.0 120.0 100.0 80.0 60.0 40.0 20.0 

-16.0 

0.0 

8.0 

0.0 

〔

Z
U
】
.
色
仰
向
。

2.00 

1.∞ 
凶

g
こ
ど
L
a

2.00 

1.00 

ω口
コ
』
戸
【

.4ιrd

2∞.0 

2∞.0 

180.0 

180.0 

160.0 

160.0 

1<0.0 

140.0 

120.0 

120.0 

1∞.0 

100.0 

80.0 

80.0 

60.0 

60.0 

40.0 

40.0 

20.0 

20.0 

-B.O 

0.0 

0.0 

-4.0 
0.0 

4.0 
〔

Z
U
}

.ι

的目。

O.∞ 
0.01 

1 -… 
・ 1

.・ 1 • I . ^ 1 I I II1 1'円 L‘_N~/I:j書~圃・
V I I I 1"円‘.......・『・，司F 司.._..司剛.
0.01 0・1 ・1.0

^̂I 1 " ~ l ~ J I III'.J 
.. . ・. • 

.‘自 1.1I II t 11 L__I I I 11' 11 

-一

1.0 

D"，n~= l.Ocm 

2∞.0 

2CJ.0 

2.4 

0.0 

180.0 

180.0 

【

Z
U
】

.ι的
【
【
】

160.0 

160.0 

140.0 

140.0 

120.0 

l∞.0 ほ0.0
TIME (SEC) 

1∞.0 80.0 

自0.0

60.0 

60.0 

40.0 

40.0 

20.0 

20.0 

-2.4 

0.0 

1.6 

0.0 

ー1.6

0.0 

【

Z
U】

.ι的
自
【
]

1.0 

FREOUENCY【HZ】

(η D"，oz=O.5cm 

0.1 

円
凶
凶
凶

E凶

ω口
】

凶

的

E
Z
ι

巳 。
J ~ "".¥ '" luJ 

1.0 0.1 

【
凶
凶
凶

E
U凶
口
】
凶
柿
庄
工

ι

2.∞ 

FREOUENCY [HZ) 

(c) Dnrox-5cm 
2.∞ 

凶

0
3
」二
J
t
x
z

凶

Q
コ
』
【
」
弘

E
E

1.00 
1.00 

0.1 
0.00 
0.01 

90 

-90 

【

u
u
u
t
u凶
O
】

凶

的

q
z
t

1.0 

FRE臥!ENCY【HI)

(e) Dmox= 1.0cm 

0.1 
O.∞ 
0.01 

90 

【
凶
凶
凶

E
U
ω
口

】

凶

的

qzah

図3.10:SSA-lによる加速度記録とその積分変位波形(E3波)

55 

図3.9:SSA-lによる加掻レベルと逆算計器特性の関係(E3波)
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図3.14:SAMTAG-17による加速度記録とその積分変位波形(E3波)図3.13:SAMTAG-17による加掻レベJレと逆算計器特性の関係(E3波)
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3.4 まとめ

本章では、 2j芦で提案した加速度の積分方法を実観測記録へ適用する上での注意事項を整理し、図3.1の

加速度記録の積分フローとしてまとめた。そして、デジタJレ型強震計を大型援動台上に設置して変位嗣胸

の加援試験を行い、観測された加速度記録を積分して得られる変位波形の再現性の観点から、提案手法の

有効性を示した。

2，3章で提案している積分手法について以下にまとめる。

・変位フーリエスペクト Jレの実部だけを用いて変位波形を定めるので、実部・鹿部両方を用いる通常の

方法に比べて、 SjN比が小さな長周期成分をカットした場合でも、鍵源近傍で観測された余震記録や

小地震の記録のように継続時間の短い記録の場合には変位波形の再現度が高い。

-実観測記録へ適用する際には、図3.1のフロー及びその注意事項(加速度記録の抽出時間・零線補正の

施し方 ・カットオフ掻動数等)が重要である。

また、本試験で用いた計器(SSA-1とSAMTAG-17)の特性に関連して以下の点が指摘できる。

・デジタJレ地震計によって計測された加速度の長周期成分は、検討の対象とした 15秒程度まで安定し

た特性を持ち、 SjN比カT高ければ信頼性は高いと言える。

• SSA-1の力闘長時のノイズレベルは、無力I振時に計測したノイズレベルとほぼ同じであるが、 SAMTAG-

17の加振時のノイズレベJレは無加振時に比べて大きく、 SSA-lよりも大きい。しかし、 SSA-1と

SAMTAι17のいずれのノイズレベルも、力[脹レベJレには依存していない。このことから、デジタ

Jレ強震計のノイズレベルの把握方法として、本試験で行った掻動台による力[版試験の重要性が指摘で

きる。

-今回用いたデジタル地震計は、その計器によるノイズとデジタJレ化に伴うピット落ち以外には、 SjN

比を低下させる要因がない。従って、大地震の震源近傍で観測された記録のようにSjN比が大きい記

録の場合には、ローカットフィルターを施さずに積分した方カ唆位波形カt再現度カ鳴いと考えられる。

・カットオフ振動教の決定法として、積分の対象とする力曜度記録と、これと同ーの継続時間のノイズ

法のフーリエスペクトJレ比をSjN比とし、 SjN比が一定値(本試験の結果では20......26dB程度)を下

回る成分をカットするように決める方法が考えられる。

2， 3章で示した積分方法は、震源近傍や軟弱地盤上で計測された強震観測記録に適用することにより、断

層の滑り量や震源メカニズムの推定や、地盤の残留変位の定量的把握等に役立つものと考えられる。
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第 4章

周波数帯域制限された動的地盤柔性に基づく地盤-

構造物連成系の時刻歴応答解析手法

4.1 はじめに

大自由度の構造物または構造物ー地盤連成系の動的応答解析を行う場合、解析対象を分割して解く動的サ

プストラクチャ一法がしばしば用いられる。動的サプストラクチャー法は、 j)解析対象を分割して解くこ

とにより、解析自由度を減少することができる、 ji)分割した場に最も適した異なった解析手法を組み合わ

せることができることにより、精度良〈効率的に解析を行うことができる、等の利点がある。動的サプスト

ラクチャーは、周波数領域で解析を行う方法と、時間領域で解析を行う方法に分類できる。周波数領域で解

析を行う場合は、組形性を前提としているが、振動数ごとに方程式を解いてその結果を重ね合わせること

が可能であるから、動的サプストラクチャ一法を適用しやすく、応答解析結果の考察も容易である。特に、

地盤のような半無限体を扱う場合には、時間領域の解析に比べて解析が比較的容易で、精度も高いという

利点がある。 一方、時間領域で応答解析するメリットとしては、非線形問題を扱いやすいことカ嘩げられ

るが、一般の非線形問題では重ね合わせができないためにサプストラクチャー法は適用できない。しかし、

構造物の基礎浮上りや滑り、構造物または埋戻し土の材料非線形性等を扱う場合のように、非線形性カf構造

物および構造物周辺のある限定された領域に限られるか、もしくはその他の領域の非線形性が小さく線形

と見なせる場合には、動的サプストラクチャ一法による解析が可能となる。そして、線形性を仮定した半無

限領域を周波数領域で解析し、そのスベクト Jレ特性を保ちつつ構造物の時刻歴の応答解析を行うこともで

きる。つまり、周波数領域の解析と時間領域の解析のそれぞれの長所を生かした解析を行うことができる。

以上のような観点から、地盤の動的剛性または動的柔性をフーリエ逆変換することによって衝撃応答関数

・本司置は、陰文[林 19卯唱]に加筆しでまとめたものである。
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を求め、これと入力動を用いて応答af~を行う動的サプストラクチャ一法がWolf等 [Wolf1985b]や、著者

等[体 1988]によって提案されている。しかし、 既往のJi法では，)l:1ii域制限関数である動的柔性や動的剛性

等を時間領埠へ変換する際の数イ'lli的取扱い方が未熟で、応答制す7の安定性、効率性、精度に乏しく、決して

実用的な五法とは言えなかった。しかも、その数値的な取扱いの重要性については、ほとんど指摘されてい

「一一-~I Soil-structure interaction system 

、、訟心主ぷ~I、，
-;:_J-_" B : Artificial Boundary 

;Incident Wave /J 

」ーーーー"ーー・・ーーー・_______ I 
ーーー幽ーーーー・・・・ーーーーーーーー・・ーー・・ーーーーーー・ーーー・・ーー四ー_.J

ー・・ーーー「

Structure 

ないのが現状である。

このような背景のもとで、まず本市では、時刻歴応答解析と周波数応答解析との対応関係について調べ、

周波数領域の解析と等価な時期j歴応答解析を行うために必要な周波数帯域とその意味を整理する。そして、

限られた周波数帯域で普|算された地盤柔性を用いて、地盤柔性の振動数依存性と、構造物や周辺地盤の不均

質性や非線形性を考慮できる時刻歴応答解析手法として、効率的で精度の高い時刻歴サプストラクチャ一

法の定式化を示す。その際、時刻歴応答解析に必要なインパルス応答の数値的な取扱いについて詳述する。

最後に、成府地盤中に埋め込まれた大型構造物の地震応答解析例を通して、提案手法に対する考察と有効

性の検証を行う。

~S勾Subゆ山b防s…re method 

lnteraction Force {R(t)} 

4.2 周波数領域と既往の時開賊の動的サブストラクチャ一法

図4.1に示すような構造物ト地盤連成系について、構造物およびその周辺地盤の非線形性または不均質性

を考慮した時刻歴応答解析を行う問題を考える。解析においては、構造物一地盤連成系に仮想境界を設けて、

構造物および周辺地盤とその他の遠方地盤とに分離する。ただし、遠方地盤は娘形と仮定する。

構造物およびその周辺地盤の絶対変位系の釣合い方程式は周波数領域で次式で表される。なお、構造物

およびその周辺地盤についての鯖物理量については、添字 B，添字Sをつけて、それぞれ低想境界上の自

由度およびその他の自由度に属することを示している。

l1「は十比伊ぬ脳肋S勾制紗ゐぷ耐(いω山j川I~]{:川{I <. ... > + < . . > = < . . > (4.1り) 
[伊Sみas(いω)][伊ShゐB(いω)川]日I({U句B(いω)}J 1[伊S(いω)別]{U句B(いω))J 1[伊S(いω)別]{U匂G(いω))J

ここで、 {Us(t))I {UB(t))は構造物およびその周辺地盤の応答変位ベクトルで、 [S.(ω)]は構造物および

その周辺地盤の動的剛性行列である。[S.(ω)]は、構造物およびその周辺地盤を有限要素法等によって離散

化することを考えれば、次式のように与えられる。ただし、 j=ゾごTであり、フーリエ変換場における時

間項は巴xp(jωt)としている。

一ーーーーーー一ーーーーーーーー

、. 
. - . . 

. 
-• • • • • • • • • • • • 

Stiffness matrix [S(ω)] 
Flexibility matrix [F(ω)] 

[S.(ω)] = [K] + jω・[C]+ (jω)2 . [M] (4.2) 

なお、{刈， [C] ， [K]は、それぞれ質量，滅衰，剛断別である。一方、 (4.1)式の [S(ω)]は仮想境界にお

ける遠方地盤の動的剛悩T列であり、右辺の {UG(ω)}は構造物および周辺地盤が無い遠方地盤に地震浪が

B 
/ 
{u
B
(ω)} 

ーーーー一一一一 ←一一一一一一一ー一

Evaluation by 
caυsal FFT te'chnique 

{R(ω)} = [S(ω)J・{u(ω)}

{u(ω)}=[F(ω)]・{R(ω)}

{u(ω)}={UB(ω)}ー{UG(ω)}

+ y . 
Input motion {u

G
(ω)} 

図4.1:動的サプストラクチャー法の概念図
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. . .•• _.'・. ..ー =にノ+ ρ 〆

上式は、基本的に (41)式， (4.2)式をフーリエ逆変換したものであるが、'Ii辺に構造物や周辺地盤の非線形

性を表すための不釣り合い力ベクトル {P(t)}が付け加わっている。 {P(t)}は、構造物およびその周辺地

盤の非線形性を表すための外力項で、線形の時には {O}で、非線形化した時には不釣り合い力(= (線形

時の復元力)ー(非線形時の復元力))となる。 {R(t)}は、構造物および周辺地盤と遠方地盤の低惣境界に働

く相互作用力で、周波数領域で次式のような関係があり、

d且島 A 1....，.，...守

F .・

~ 
[SI-'(ω))， {μF(ω)} [SE(ω)] [S(ω)]， {UG(ω)} 

[F(ω)] = [S(ω)r1 

{u(ω)} = {UB(ω)}・ {UG(ω)}

(4.9) 

( 4.10) 

とおけば、 {R(ω)}は次のような関係を満足している。

図4.2:遠方の自由地盤と切り欠き地盤の対応関係

入射した時の仮惣境界における応答変位(入力動)である。つまり、 (4.1)式は、遠方地盤に地震波が入射し

た時に仮想境界を国定するために必要な力を逆向きにして、構造物一地盤達成系に外力として加えているこ

とに相当する。

( 4.1)式を図 4.2に示すような自由地盤に適用してみる。切り欠いた地盤の動的剛性を [SE(ω)]とすれば、

(4・1)式で [S88('ω)]= [SE(ω))とし、低想境界の自由度に関する自由地盤の応答変位 {UF(ω)}と地盤跡地

[SF{ω))を用いて、次の関係が成り立つ。

{ U(ω)} = [F(ω)] . {R(ω)} (4.11 ) 

(4.11)式の逆フーリエ変換は次式で表される。

州=乙[F('i)]{R(t-'i)}d'i (4.12) 

[F(ω)]は遠方地盤の境界を単位力噸力で調和加撮した時の変位ベクトルで、そのフーリエ逆変換 [F(t))は

変位インパルス応答で構成されている。従って、 [F(t))と{R(t)}の時間因果性の条件、すなわち、

ただし、 [S(ω)) + [SE('ω)) = [SF{ω)) 

{UB('ω)} = {UF(ω)} 

、BB
，
、
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[F(t)) = [0) 

{R(t)} = {O} (for tく 0) ( 4.13) [SF(ω)]・{UF(ω)} = [S(ω)]'{Ua(ω)} 

従って、周渡航c~解析に必要な遠方地盤の動的剛性 [S(ωH と入力動 {Ua(ω)} は、次のように決めるこ

とができる。

が成り立っているので、 (4.12)式は次の様に瞥き換えられる。

い(t)} = 10' [F州仰ー T肺 ( 4.14) 

(4.6) 

(4.7) 

(4.14)式を離散化して {R(t)}について整理し、 (4.8)式に代入すれば、構造物および周辺地盤の時刻歴非

線形応答解析を行うことができる。

既往の方法[Wolf1985b)では(4.14)式から以下のように相互作用力を評価している。まず、応答昔|算の

時間刻みを ATとし、 kATく1く (k+ 1)ATの範囲の相互作用βを、 AT間隔に求められた相互作用力

{R(kAT)}を用いて次のように近似する。

I 'i ¥ . __. _ 'i 

{R(kAT+ 'i)}勾 l1-~T) {R(kAT)} +苛{R((k+ 1)ムT)}

ただし、 Oく Tく ATである。 (4.15)式を (4.14)式に代入すれば、

(4.15) 

{U(仏 T)} = L: AT[F[kAη]. {R((ト k)AT)} (4.16) 
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，t:>'r _ 

AT{時間] = lt:>T会[F((k+ I)A'1' -r)]dr叫 (1 会)[F(kAT-r)]dr (4.17) 
となり、 {R(nムT)}について整理すれば次式カ匂専られる。

問中古川{u(仏T))室内問]• {同日山T}

また、 (4.11)式の両辺の時間微分に相、円する周波数領域の関係式

jω{u(ω)) = jω[F(ω)) . {R(ω)} 

( 4.18) 

(4.19) 

が成り立っていることに着目して、著者等は{林 1988]、Wolf等と同様な以下の定式化を提案している。

仰 T)}リ} = 去忠{付附片

.t:>T 

AT [P[川]= lt:>T合併((k+ I)AT -r)]dr +人(1一会)[片(kAT-r)]dr (4.21) 
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4.3 時間領域と周波数領域の解析が必要とする周波数帯域

図4.3(a)のように、システム関数を H(ω)、その入}J'出ブ'];を X(ω)、Y(ω)とすれば、 (4.11)，(4.19)

式と同形の次の関係が成り立つ。

Y(ω) = H(ω)・X(ω) (4.22) 

以下では、 (4.11)式や(419)式の代わりに、より一般的な(4.22)式について考察する。

構造物への入力である地震波や構造物の応答波は、一般に帯域制限されたスペクト Jレ特性を有する。例え

ば、 (4.11)式を例にとれば、{刷ω)}ゃい(ω))は帯域制限関数と与えて良い。 X(ω)や Y(ω)は帯域制限

関数と仮定し、その周波数帯域を図4.3(b)に模式的にZon←A(ωA1くωくωA2)として示す。この時、

X(ω) = 0 (レ1>ωA2，1ω|くωAI)

Y(ω) = 0 (レ1>ωA2' 1ω|くωAJ

(4.23) 

(4.24) 

である。このような背景から、周波数領域で地震応答解析を行う際には、構造物の応答を Zon←Aでの定

常応答の重ね合わせとして表現することができ、周浪数領域のサプストラクチャ一法では、解析を行う周波

数範囲を比較的低掻動数に限定して行うことができる。

一方、時間領域で地震応答解析を行う際には、 1ステップ毎に逐次応答を定めていく。 1ステップの時間

刻みをふTとすれば、 ATに対応するナイキスト掻動数ωc(=宵/AT)は、 Zone-Aの最大振動説UA2に

比べて十分に大きくする必要がある。これは、時間刻みATを、以下のような理由により十分に小さくする

必要があるためである。

1.運動方程式を時間に関して数値積分して花各を定めるので、 Zone-Aの周波数成分を精度よく求める

ためには、 ωcをωA2に対して十分大きくする必要がある。一応の目安としては、 2.2.1の考察より

最低ωc>IOwA2 は必要と考えられる。

2.構造物が非線形性を有する場合には、構造物を非線形要素でモデル化するが、非線形要素の嵐歴特性

をできるだけ正確に追うために、応答解析の時間刻み ATを小さくして各ステップの変形増分を小さ

くしなければならない。特に、履歴特性を詳細にモデル化すればする程、それに見合った小さな時間

刻みATを用いて応答解析を行う必要がある。(むしろ、考慮する撮動数範囲から、履歴特性のモデル

化の方法を決めるべきであると言えるかもしれない。)

つまり、構造悔地盤系の時期腔応答解析を行う際には、図4.3(b)に示したように、動的地盤柔性[F(ω)]の周

波数変動特性を考慮すべき振動数範囲(周波数領棋のサプストラクチャ一法で必要となる振動数範囲)Zone-A
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Input切 system Continuous system Resulting output 

.一一一一一…一一…一一一一一一一一一一…コエアて?ごっ
I ...‘ I I ___ . I J." • TT'.  ."  • L" .1 r-reauencvaomaln孟JL J X(ω) I10.:.1 H(ω) I J Y(ω)=H(ω) ・さ(ω~_t:μニニケ山 崎

』・ ー一一4
j バ~) i ...， h(t) 11. y(t)=~.(.~イt!j fつみedomain 

Input X(ω) is a nallow band limited function and is predominant only in Zone-A 

(a) System function to simulate 

" Input句 systemX(ω) 
/' and 
/" "Resulting output Y(ω) 

I ¥ /' 
/，. .v 

Continuous system 

oωAI A2ωN 

Frequency 

Zone-A 

Zone-B 

Zone-C 

Zone-A; Frequency range ofphysical importance 

Zone -B; Frequency range for which we need 

ωdetermine causal discrete impulse response 

Zone-C ; Frequency range for which we need 

ω=mω C-".¥NN ω 

切 evaluatethe numerical time integration ofthe equation ofmotion 

or旬 folJowanonlinear hysleresis loop. 

(b) Classification offrequency ranges 

図4ふ時刻歴応答解析に関係する周波数帯域
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よりもかなり広い振動数範囲Zone-C( 0 :5ω三ωc)の動的地盤柔性[F(ω)]が必要であることを意味し

ている。

さらに、前節の定式化においては、 (4・13)式のように {R(t)}と[F(t)]の時間因果性を仮定した。時刻歴

応答解析の結果として求められる {R(t)}の時間肉束性は、 n動的に満足される。時間領域で[F(t)]を直接
定式化した場合には勿論自動的に満足される。しかし、周波数領域の定式化により算定される [F(ω)]は非

常に広帯域の関数であり、フーリエ逆変換によってい'(t月を求める場合は、無限掻動数まで[F(ω)]を考慮

した場合にのみ [F(t)Jの時間因果性が満足される。通常、不i版要点法や境界要素法を用いて [F(ω)J;を官時1

する場合には、無限振動数まで計算することはJ民起L-A'可能であるし、また、メッシユ会河tl等のモデルイヒt

の制約により、高撮動数領域の [F(ω)]の精度を保証することもできない。従って、周波数領域での [F(ω)]

の計算は、有隈の周波銑uNで打ち切らざるを得ない。さらに、前述のように動的地盤柔性[F(ω)]の周波

数変動特性を考慮すべき周波数範囲は、比較的低い振動数領域に限られていると考えて良いから、むしろ積

極的に [F(ω)]の宮慨を打ち切る掻動数ωNを低〈抑えたい。しかし、有限の振動数範囲で言慨を打ち切っ

た[F(，ω)]をフーリエ逆変換して近似的に求められる [F(t)]は、非因果となってしまう。 [F(t)]が因果的

でない場合(例えば、後述の図4.12(a)，図5.4(b)参照)、ある時刻t= toの応答{u(to)}を求めるためには

り toの {R(t)}が必要となり、逐次時刻歴応答書慨を行うことができない。もし、 [F(t)]の非因果な部

分を無視すると、後述の例題で示すように低撮動領域の [F(ω)]が歪んでしまう。従って、有限の撮動制E

闘で定義された地盤柔性を、その低周波数領域の歪みを出来るだけ小さく抑えて、かっ、インパルス応答が

時間因果となるように変換する方法が必要となる。

4.4 周波数帯域制限されたシステム関数の実時間シミュレーション

ナイキスト振動数ωNが、図4引b)のように、

ωc>ωN>ω.4， (4.25) 

として、周波数帯域Zone-B( 0 :5ω三ωWN) で計算したシステム関数 (後述の (4.28)式で定義される

HωN(ω) )を用いて H(ω)を時間領域でシミュレートすることを考える。今、カットオフ振動数をωNと

する矩形フィルタ一九N(ω)

PωN(ω) = U(t +ωN)一U(tーωN) (4.26) 
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とした時、 H(ω)の代わりに、回4・4のように次式で定義できるH:".(ω)をシステム関数として用いること

を考える。
。。

HCNヤ)= L: hωN(kd.t) e-jkwl:U似 ( 4.27) 

ここで、
d.t=宵/ωNであり、また、九N(t)は次式で定義される帯域制限関数HωN(ω)のフーリエ逆変

換である。

HωN(ω) = H(ω). pωN(ω) (4.28) 

H~N(ω) は、 Poison の和公式 [Papoulis 197η を適用すれば、次式のように、帯域制限関数 HWN(ω)の周

期関数(周期21.州)となっていることがわかる。

HCN(ω) = L: HWN(ω+ 2kwN) 
k=ー∞

また、 (4.27)式は次のように変形できるから、

ば弘仰蜘Nバ点(い仲ω

H3ム'N(いω) のフ一リエ逆変換 hば~N(例t吟)は、

hEN(t) = L: d.t.九N(kd.t)6(t -k似)
k=-∞ 

となり、d.t間隔でのみ他を持つデJレタ関数列となっている。ここで6(t)はデルタ関数である。

一方、システムの応答Y(ω)は、 (4.23)式が成り立つなら、

Y(ω) = H(ω)・X(ω)= H:N(ω)・X(ω)

で、次式のようなフーリエ変換対の関係があるとすれば、

z(t) =争X(，ω)

ν(t)坊 Y(ω)

(4.31)式から、出力ν(t)は以下のようになる。

ω = J二時一刊川釘
=心。ペシ hWN(kd.t)6…十
= L: st. z(t -k似)九N(k似)
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(4.29) 

(4.30) 

(4.31) 

(4.32) 

(4.33) 

(4.34) 

ここで、 hωN(t)をd.t間隔でサンプリングしたhωN(kd.t)は、 HωN(ω)をナイキスト振動数を ωNとす

るFFTによって逆変換して得られる九IN[kd.t1で近似できる。以下、んN[kd.t1のように離散的に酎算さ

れたインパルス応答のことを離散インパルス花*と呼ぶことにする。

ここで、もし h~N(t) が時間因果関数でなければ、 (4.34) 式において kð.t> tにおける x(kd.t)の値が決

まっていなければ、 y(t)を決めることができない。特に、ここで考えているサプストラクチャー法で入力

z(t)と考えたのは、相互作用力 {R(t)}であるから、 h:N(t)は時間因果関数でなければならない。もちろ

ん、 ωNを十分大きくすれば、 hム(t)は時間因果関数とみなすことができる。しかし、通常は入力 X(ω)
に比べて H(ω)は極めて広帯域と考えられるから、必要以上に広い周波数範囲で H(ω)を計算しなければ

ならず、決して実用的な方法とは言えない。 h:N(t)を、小さなカットオフ振動数ωNに対して時間因果関

数 h~~(t) となるように補正するためには、次節に示すような時間因果化フローカ句ミ可欠となる。

ここで、 (4.31) 式と伺様に、図 4.4のように時間因果インパルス応答 h:~(t) が、時間因果な離散インパ

ルス応答h!'N[kd.t] (= 0 (kく0))を用いて

h~:(t) =乞ω.h丸[kd.t]6(t -kd.t) (4.35) 
k=O 

と表されるならば、 (4.34)式は次式のように書き換えられる。

y(t) = L: d.t . z(t -kst) h乙[kd.t] (4お)
k=O 

ただし、 lßt は h~~(t) の継続時間である。また上式は、システム関数 H(ω) を h~~(t) のフーリエ変換

値H::(ω)

り (ω)=乙{t，st . h!'N [kd.t16(t -kd.十句 (4.37) 

に置換したことに相当する。そして、 Hff(ω)は h!'N[kd.t]をF門で周波数領域へ変換して得られる

H~(ω) の周期関数となっている。
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iFrcquency domain 11 i Time domain I 
4.5 時間因果性に基づく FFT手法による厳散インパルス応答と相互作用力の評価

1I(ω) h(t) 
4.5.1 理論インパルス応答の時間因果性

まずはじめに、 2章で説明した時間因果システム関数 H(ω)の実部と虚部が満足するヒルベルト変換の関

係を、もう一度説明する。インパルス応答 h(t)が実関数であることから、凶4.5のように、 h(t)は、 tに

関する偶関数部分he(t)と奇関数部分ho(t)に分けることができる。

<=:> 

(i) Syslem function 

G 
(i) Impulse response 

HωN(ω) hωN(t) 

h(t) = he(t) + ho(t) 

ん(t) = he( t) 

ho(t) = ho( t) ( 4.38) ， ， ， ， ， ， ， 
一

、、、、、、 <=> 
ここで、システム関数H(ω)の実部と虚部を、それぞれ He{ω)とHo(ω)とすれば、u) 

(ii) Band limited given function 

G 
(ii) uncausal impulse response 

H(，ω) = He{ω) + jHo(ω) (4鈎)

1IωNP(ω) 九ωNP(t)/d.t
であり、九(t)ゃん(t)との聞に次のフーリエ変換の関係が成立する。

〈二〉
ん(t) 功 He(ω)

ん(t) 訪 jHo(ω) ( 4.40) 一ωN 仏3N u) 

.JIωNPM(ω) 九ωNPM(t)/dt

いま t'> 0とすれば、インパルス応答 h(t)が時間因果性の条件 h(-t') = 0を満足するためには、

h( -t') =ん(-t')+ん(-t')= 0であるから、 t'> 0では(4.38)式より he(t')=んがつである。したがっ

て、 h(t)は次のように表される。

(iii) Periodic function 
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(4.41) 
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つまり、 (4.41)式は、インパルス応答h(t)が時間因果であるならば、 H(，ω)の実部と虚部両方を用いて定

めることができるのはもちろん、 H(ω)の実部だけ、あるいは、 H(，ω)の虚部だけから定めることカやできる

ことを意味している。ただし、インパルス応答の h(t= 0)は必ずしも 0とはならず、フーリエ変換の定義

とHo(ω)の奇関数性を考慮すれば、

1 ，0。
仰=0) =会ムHい)伽

=去/∞He(ω)い九(t= 0) 
_.. ./-0。 ( 4.43) 

' ω 

図4.4:システム関数のデジタJレシミュレーション法
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h(t = 0)を実部成分を用いて定める必要がある。この点が、加速度浪形の積分を行う場合

と異なる点であり、また、以下に説明するように応答解析を行う上で重要となる点である。

める場合には、

』
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Discretization 
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時間因果性に基づく FFT手法により決まる離散インパルス応答4.5.2 

前節の関係を~.慮して、図 4.6に周波数領域で計算したシステム関数 H(ω) から定まる 4 つの時間因果な

:k 離散インパルス応答h払[kat]( hn[kat] ， h/[kat] ， hc[kat]およびhCM[kat])の評価フローを示す。ま

Impulse 
response 
h(t) 

ず、図中のFFTはナイキスト振動数を ωNとするFFTによる変換を意味し、 IFFTはその逆変換を意味す

he[kat] ， ho[kat] ， hωN[kat]は、システム関数 H(ω)の実部だけ，虚部だけ，および両る。したfJfって、

ho[kat]は奇関数である。

h乙 [k~t] と H~N(ω) から求まる因果的な離散インパjレス応答について説明する。

方を FFTで逆変換したものである。よって、時間に関してん[kat]は偶関数、

以下に、
Time-
domain 

h(<)NM[kd.tl 
formulation 

(i) hR[kat]とhr(kat]

hR(kat)とん(kat)は、 (4.41)式に相当する次式で定める。つまり、各々 he[kat)，ho(kat)の因果的

な部分を2倍して取り出したものである。

図4.6:時間因果な離散インパルス応答の評価フロー
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(4.44) 

(4.45) 

2U(kat)・he[kat]

2U(kat) ho(kat] + h・6・[kat)
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ここで、 d"lkL¥t]は次式で定義される。

6・Ikムt]= 1 (k = 0)， = 0 (k:f. 0) (4紛) 2 ho[k~t] U(k~t) 

hR[kL¥t]は HωN(ω)の実部だけから定まり、 h1IkL¥t]は HωN(ω)の虚部だけから定まる。 hR[kL¥t]は、

HωN(ω)の文部および実部とヒルベルト変換対を構成する虚部から定まるインパJレス応答に相当し、 hI(kL¥t]

は、 H"'N(ω)の虚部および鹿部とヒルベルト変防托構成する実部から定まるインパルス応答に相当する。

ただし、 hf[kL\t] については、前述のようにん[k~t] が奇関数であることからん[0] 三 O で、 0 秒の値は

虚部だけからは直接定まらない。h"6(t)が周波数領域で一定の実数備に対応するから、 離散インパルス応、

答のO秒の怖がOということは、(4.43)式より、周波数領域で実部の酬がOとなるような一定の誤差を

持つことを怠味する。そこで、適当なω=ioL¥ωに対して、

。

じ〉

Re.[HI(i仏ω)]= Re.[H.ωN (ioL¥ω)] (4.47) 

Uncausal 
part 

(a) Discrete impulse responses are corrected only at zero second 

hdk~t] 

となるようにO秒の値rを定める。 (4.47)式により rを決めることは、図 4.7に示すように、総和がO

として求まった実部の値に対して一定値を加え、 ω=io~ω 近傍で議差を小さくするように実部の零線補

正を行っていることに相当する。今、 (4.37)式から、

HI(io~ω)= lンf[nムt]e-川A"，AI~t (4紛)
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[CFFT で、 hI[O]= h.とすれば、(4.47)式から実定数rは次のように得られる。
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通常、低振動数領域の僻r精度を高める必要があるから、 ω='0釦は、十分に小さくすることカ望ましい。

特に io= 0の時には、次式のように時間領域の離散インパルス応答の餅日が等しくなるように補正してい
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ただし、 Nはフーリエ項数である。

(ii) hc[k~t] と hCM[kL\t]

hc[k~t] は、次式のように、実部・虚部両方を用いて計算した九N [k~t] の因果的な部分だけを取り出

したものである。

(b) BB:selin，e correc~ion in frequency-domain 
using the zero frequency value V of the system function 

hc[k~t] = U.lk~t] . hωN [k~t] (4.51) 
図4.7:離散インパルス応答のO秒の補正の意味
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ここで、 U.[kst)は、次式で定義される。

U.[kst] = 0 (kく0)，1 (kと0) (4.52) 

hc[kst]は、 ωNを十分大きくして逆変換した場合に(似→o)理論的なインパJレス応答 h(t)となり、

デジタJレ信号処理の分野でしばしば用いられる。

hCM [kst) Iまhc[kst]のO秒の値を h・に修正したものであり、

hCM[k似]= (1 -U.[-kAt])・hc[kAt]+ h・6・[kAt] (4.53) 

で守えられる。 o秒の他 h・は、 hi[kst)の場合と同様に、

Re伊CM(iosω)]= Re.[HwN(ioムω)] (4.54) 

を満足するように次式のように得られる。

h. = Re.[H，ωN(i山 )]/ω-L:hCM[仏 t]州 nioAtAω) (4.55) 
n=1 

io = 0の時には、 (4.55)式は次のように書き換えられる。

h. = L: hωN[nAt) + hωN[O] (4.56) 

同=-N/2+1

この時、九N[吋=hc[O]だから、この補正は九N[kAt]の非因果な部分の特性を失わないように、 hc[kAt]

に対して、 hωN[kAt]の非因果な部分の総和を hc[O]に加えたことに相当する(図 4.1)。そして、後の例題

でも示すように(図4.12(a)、図5判b)参照)、インパJレス応答の非因果な部分はO秒近傍に集中することか

ら、直感的にも諸ける近似となっている。また、この補正が周浪数領域で持つ意味は hI[kAt]の場合と同

じで、図 4.1に示すようにω=ioムω近傍での誤差を小さくするように実部の零線補正を行っていることに

相当する。

4.5.3 相互作用力の時間領域における評価法

(4.22)式の(4.36)式による実時間シミュレーシヨン法を、 (4.19)式に適用すれば、次式が得られる。

{的)}= :LAt [片{凶]]{R(t -kAt)} ( 4.51) 

k=O 

ここで、 雄散インパルス応答の時間刻み似は、応答計算の時間刻みsTよりも大きく、 1以上の整数m

と、

At= m・ムT (4.58) 

18 

の関係があるとする。つまり、図 4.3に示すように、上式は、時刻腔応答計算で必要となる振動数範聞が、

地盤柔性の周波数変動特性を考慮する振動数純聞の m倍であると仮定していることになる。 (4.58)式を

(4.51)式に適用して、 {R(nsT)}について整理すれば最終的に次式カ勾専られる。

_ [F[O]]-l f '_'.f_A'T'¥) _A IT' ~r r:. r t.. A~"'D((_ _1.¥ AIT'¥l 1 {R(nAT)} 一百五デ~ {也(nsT)}-mAT i.)F[kst]]{R((n -mk)sT)} ~ (4.59) 

なお、 (4.59)式の鳴子は、釣合方程式(4.8)式の[CBB]に起し込まれる減点マトリクスである。 (4.59)

式の{}内第2項は、過去に生じた相互作用力に起因する仮想境界の速度応答である。

ここで、 (4.59)式を通常の時間領域の定式化(例えば、 (4.18)式や(4.20)式)と比較すると、 (4.59)式で

m=  1とおいた場合と同型の式であることが分かる。つまり、前述のように、時刻歴応答解析の時間刻み

sTを小さくすると、非常に高い振動数の [F(ω)]を用いて時刻慶応答酎慌をしていることになる。これに

対して、 (4.59)式の定式化は、離散インパルス応答の時間刻みAtを時刻歴応答解析の時間刻みムTに比べ

てm倍にすることができるので、離散インパルス応答を算定するために必要な [F(ω)]の計算振動数範囲

Zone-Bを、 Zone-Cのm分の 1に抑えることができる。すなわち、 mが大きい程周波数領峨で行う遠方

地盤の計算労力が低減されることが分かる。

一方、 m凶Tは離散速度インパルス応答の継続時間であり、通常の地震波の継続時間に比べて卜分に短

い。離散インパルス応答の継続時間は解析対象の物理的性質によって定まり、一定と考えられるから、 m

を大きくすればする程、 (4.59)式の合成積の演算に必要なマトリクスとベクトJレの積の演算回数lを小さく

できる。既往の時刻歴応答解析手法((4.18)式)によれば、 st=ATに相当し、第 nステップの応答を計

算するには、 n回のかけ算を必要とする。そして、解析ステップ nが大きくなると n>m/>1の関係が

成り立つから、提案手法は既往の方法にくらべて格段に効率的であることがわかる。

また、 [Fρ内{卯附0司叩]]は

点以外には応4各喜拘カがf生じていないので、 stが十分に小さな場合には [F[O]);仰す角マトリクスとなるから、

炉開]-1を計算する際に三角分解を行う必要がない。しかし、 AtをATのm倍として実用的な大きさと

することにより、 [F[O]]は小さいながらも非対角項を有する密な行列となり、三角分解を 1断子う必要が

生ずる。
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4.6 数値計算例

E.L.70.0m; 

4.6.1 解析対象と解析モデル

図4.8に示すように、平行成層地盤に埋め込まれた典型的なBWR-MKII型原子炉建屋を解析対象とす

る。 ElCentro 1940 NS成分を鉛直下方から入射する SV波と考える。解析においては、構造物と周辺地盤

を別々にモデル化し、周辺地盤は周波数領域で仮想境界位置の地盤柔性[F(ω)]と入力動{ua(ω)}を算定

し、構造物の時刻歴応答解析を行う。構造物は、質点と梁要素で1本棒にモデル化した。一方、切り欠かれ

た地盤の対称性を考慮して、地盤の 1/2部分を2次元アイソパラメトリック要素によってモデル化した。た

だし、基礎底面位置は、無質量剛基礎カ常生置されているものとして、問。な梁要素でモデル化した。有限要素

地盤モデルの境界条件としては、有限要素の斯子き方向に 1次元的に浪動が逸散すると仮定して、 1次元土

柱でモデル化した遠方地盤とダッシュポットで結び、疑似3次元効果を考慮した。また、側方境界にはエネ

Jレギー伝達境界[Lysmer197河を設け、底面境界にはダッシユポットを設けて地盤の半無限性を考慮した。

有限要素モデルで十分な精度を期待できる最大掻動数 fMAXの目安は、地盤のせん断波速度をぬ、有

限要素のメッシュサイズを Lとすれば、
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(a) A typical nuclear reactor building embedded in a laycred soil 

and its mathemat.ical model 
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JMAX = ::-;-Jm~ 6L (4.60) 

1 ・ー四ー・
ご=ニヰコヱt二-

ム ーご

、"

1¥ ¥1/¥ 1/¥ ^ /¥ 
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で与えられる [Day197可。ここで対象とした解析モデルでは、 fMAXお 15Hzであり、また、 ElCentro 

NS成分に含まれる 15Hz以上(ω.4，くω三ωN)の成分は少なく、応答結果にはそれほど影響を与えない

と考えられるので、 ω.4，/(2π)= 15 Hzとおける。

4.6.2 周波数領域で見た離散インパルス応答

柔恒指列 [F(ω)]は、切り欠き地盤(図4.8(b))の侃想境界位置を単位荷重で耕助I娠した時の応答変位ベク

トルとして求めた。しかし、地盤モデルはダッシュポットだけで支えられているから、静的剛性[S(ω)]=問

で、 [F(ω=0)]は数値的には値を決められない。例をあげれば、 S(ω)= -moω2 + Coωj (ただし、 mo

とCoは定数)のように与えられた場合には、地盤柔性F(ω)は次式のようにoHzで特異点を有する。

6(ω) 
F(ω)= 一一ー+ァー~ 、

CO l-moω~ + CoωJ) 
(4.61) (b) A finite element model for calcuJating ilexibility coefficients 

and input mot.ions of the soil with a massless basemat 

この構造は、 2章でも説明したように、インパルス応答が残留変位を有することを意味している。そして、

o Hzにおける超関数の構造吋(ω)/Coを数値的に計算することはできない。しかし、速度インパルス応答

を計算するためには、 [F(ω=0)] (= H~(ω= 0))を定める必要があるので、対象としている地盤鴇造

図4.8:解析モデル
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物相互作用系の物理的な性質を考慮して以ドのように決めることができる。すなわち、単位衝撃荷重下の

Nlltを十分大き速度インパJレス此答は、地盤の持つ逸散滅衰効果によって忽激に減衰して0となるから、

くすれば、
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(4.63) 

hωN [kllt]のフーリエ級数展開は、

‘ N/2 

hωN [kllt] =去 L: H.ωN(nllω) e}nω61ふ J
n=-N/2+1 

とおける。そして、

(
3
)
包

のように表されるから、 (4.62)式を代入すればH33(ω=0)は次式のように決めることができる。

N/2-1 
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(4.64) 

Hl~ω=0) 

一一

h"を決めることによって Hl(ω=0)は自動的に決まるので、

H3C(ω= 0) 

h1[kllt]を求める際には、なお、
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以上のようにして求めた柔性行列 [F(ω)]とその時間微分jω[F(ω)]のいくつかの成分を図 4.9'" 4.11に

実線で示す。図中の矢印は却版点位置を表し、シンボJレは受信点位置を表す。図4.9，4.11は切り欠き地盤の
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図4.11はナイキスト振動数を変化させた場合である。
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そこで、図4.9(a)，4.10のjω[F(ω)]について、 HR(ω)および Hl(ω)をHω，.，(ω)と比較する。 ω=0と

ω=ωNを除くすべてのωに関して次式の関係が成り立っている。 50 10 20 30 40 
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図4.9:時間因果化された地盤柔性(地表面位置、水平方向加掻)
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(4.65) 

(4.66) 

Im.[HR(ω)] f Im.[H，ωN(ω)] 

Im.[Hl(ω)] = Im.[H，ωN(ω)] 
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Re.[HR(ω)] = Re.[HwN(ω)] 

Re.[Hl(ω)] f Re.[HωN(ω)] 
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ω=ωN近傍の高振動数領域の誤差に比べて小さいとdHR(ω)とHI(ω)の低振動数領績における誤差は、

jω[F(ω)]をjω で割った [F(ω)]にえる。ただし、低振動数領域においてはjω[F(ω))白体も小さいので、

ついて比べてみると、誤差についても jω で郁られるから、低振動数領峨の誤差は若干拡大されるが、逆に、
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対する相対誤差は、全般的に小さいと言える。
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図4.11:時間因果化された地盤柔性(ナイキスト振動数の影響)
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時刻鹿応答解析の効率性4.6.3 

ωN を決めてムt を制定すれば、インパルス応答 h~"， [k6t] の継続時間が短い応答解析の効24i性は、

程効率的であるといえる。この観点から、インパルス応答 h乙[k6t]の時系列波形を凶 4.12(b)'" (e)に

hn[k6t]については、継続時間は約0.3秒で、 (4.59)式の合成積の演算6t = 0.01 s('('.とした場合を示す。

0.0 Ncを全解析ステップ散、 N，を仮惣境界の自由度数と6t = 0，01だから 30[n]となる。もし、回数lは、

-C.5 
ー方、 (4.18)式、または、 (4.20)式のすれば、応答解析中に行う合成積の全演算回数は(勺)2Nclとなる。
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往の方法では 5.0X 109回の演算が必要となる。しかし、提案手法によれば、 1.5X 107回の演算が必要な

1.0 だけで、 2オーダー以上の低減ができる。

0.5 h![k6t]とhCM[k6t]の対角成分については、 hn[k6t]よりも継続時聞が長く、加振時期jから一方、

0.0 
hr[k6t]または hCM[kムt]を用いた場合の演算回数lt = 0.5秒経過しでも応答が残っている。それ故、
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hn[k6t]を用いた場合よりも大きくする必要がある。しかし、インパルス応答の継続時聞は、解析対は、

象の物理的性質によって決まっているはずであり、実部だけを用いた場合と、虚部を用いた場合とで違い

があるのは、数値処理上の問題によるものと考えられる。また、インパルス応答の波形の形状についても、

微小な揺らぎが:boわったような梯相を呈している。これらの傾向は、対角成分に限られ、指す角項成分には

H33(ω)とそのフーリエ級数展開の

H~"，(.ω) がすべての ω に対して有

見られない。このようなインパルス応答の滅衰特性を考察するには、

係数 h~"， [n6t] の減衰特性の関係を i調べる必要がある [Papoulis 197可。
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Hω"，(ω)の実部・虚部はそれぞれ偶関数・奇関数であるから、
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( 4.69) Im.[Hω"，(.ωN)] 一一-Im.[H"，，，，(一ωN)]

Im.[H.ω"，(ω)]の周期関数町三 1に相当するが、Re.[Hω"，(ω)]の周期関数は連続であり、したカfって、
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no = 0の場合に相当する。それ故、虚部を用いて定めたはω=iwN(t =土1，土3・・・)で不連続点を有し、

hr[k6t]または hCM[k6t]の継続時間は、実部だけを用いた hn[k6t]よりも大きくなる傾向にある。虚部

図 4.12:離散インパルス応答
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を用いた場合のインパルス応答の減衰特性を改善するためには、ナイキスト振動数近傍の不連続性をなく

すように、虚部のナイキスト振動数ωN近傍の成分を滑らかに0に近づける必要がある。ここでは、図 4.6
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にまとめる。なお、表4.1には、周波数領域の解析によって得られた最大見容値も比較してまとめている。
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hCI[k.6.t] 以外の h~N[k.6.t] を結果と対応して、時刻歴応答解析によって得られた構造物の力腿度応答は、

hc，[k.6.t]を用い用いた時刻歴応答解析においては、精度良く時刻歴応答解析治情う事ができた。しかし、

図4.13:時間因呆化された地盤柔性(H[I(ω) ) 
て応答計算を行った場合には、図4.15(d)に示すように次第に発散していく。

また、安定性の観点からつけ加えると、虚部を用いて定まったインパルス応答であるんI[k.6.t] ， hc' [k.6.t] 
Im.[H.ωN(ω)]を用いるかわりに、のフローにおいて、

ω。をナイキω。を大きくすると不安定になってしまうことが多い。事実、やhCM1[k.6.t]を用いた場合、

スト振動数と一致させてω。=2'l1'・50とした場合には、応答解析の開始直後に応答が発散してしまい、安
(4.70) 

(0三|ω|壬ω0)

(ωo三|ω|三ωN)

Im.[H.ωN(ω)] 

0.5 x {1打倒(世)}山 ω=ωN (i=土1，土3・・・)近傍の Hえ(ω)定な解カ鳴られなかった。この不安定性の原因は、おそらく、

hR[k.6.t]を用いた時刻歴応答解析では、著の不連続性に起因しているものと考えられる。これに対して、を用いる。このようにして作成したインパルス応答を、区別して、 h[I[k.6.t]， hCM'[k.6.t] ， hCI[k.6.t]と書

者が実施した数種の解析例の範囲内ではあるが、常に発散することはなく安定した結果カ呼専られているのh[I[k.6.t]とω0/2宵 =30 Hzとしてん，[k.6.t]を割算した場合のjωF(ω)とF(ω)を示す。く。図4.13に、

で、汎用性の観点からは hR[k.6.t]を用いる方が良いと考えている。hr，[k.6.t]の滅衰特性hr[k.6.t]の差はZone-Aにおいてはほとんど区別できないが、図4.12に示すように、

H~(ω) を用いた周波数領域の解析で得られた構造物の最大応答加速度は、一方、表 4.1を見ると、はhR[k.6.t]と同程度に改善されている。なお、以下院す時刻歴応答解析においては、 Hえ(ω)を用い、
hえ[k.6.t]を用いた時刻歴応答解析で得られた最大応答加速度に対して1%以内の誤差で抑できている。

インパルス応答の継続時間としては、すべて l.6.t(=0.3秒)としている。

このことは、引[k.6.t]を用いた時間領域の応答解析の精度を、あらかじめ周波鱗域で調べることができ
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ることを示している。
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図4.14:建庖の加速度周波数応答特性と地盤ト建屋聞の相互作用力の周波数応答特性

表4.1:構造物の故大応答加速度 (Gal)

Proposed method with h~N [k，Ot] 

hR[k，Ot] hI[k，Ot] hc[k，Ot] hCM[k，Ot] 

EL.50.5m Timc domain( h~N [k，Ot] ) 723.7 736.4 685.1 729.7 一

Freq. domain( H;'N(ω) ) 730.0 742.0 689.1 735.7 731.3 

EL.24.3m Time domain( h~N [k，Ot] ) 379.8 377.9 364.9 379.1 

Freq. domain( H~(，ω) ) 379.3 377.3 367.8 378.6 372.2 

EL.O.Om Time domain( h払[k企t]) 336.3 335.1 1019.0 335.7 

Freq. domain( H~ (，ω) ) 340.2 338.7 339.3 339.5 337.3 
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図4.15:建屋の加速度応答波形
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4.7 まとめ

本来では、時刻歴応、特解析とfM波数応答解析との対応関係について調べ、周波数領域の解析と等価な時

刻歴応答解析を行うために必~な周波数帯域を整理した。そして、限られた周波数帯域で計算された地盤

柔性片(ω)を用いて、地盤柔性の振動数依存性と、構造物や周辺地盤の不均質性や非線形性を考慮できる

時刻歴応答解析手法として、効率的で精度の高い時刻歴サプストラクチャ一法の定式化を示した。

提案手法の定式化は、 (4.22)式のようなシステムの入・出力関係式を時間領域でシミュレートする以下の

ような}j法に基づいている。まず、 (4.22)式において、周波数広帯域なシステム関数H(ω)を用いるかわ

りに、惰域制限されたシステム関数HωN(ω)を周期関数化し、かっ、時間領域で因呆となるように補正し

たHff(ω)を用いることを考える。これにより、インパルス応答 h(t)は時間刻み似間隔にのみ値を有

する時間因果なデルタ関数列 h!:~(t)となるから、 (4.36)式のように、入力 z(t)との合成積の演算は創

間隔の離散点でのみかけ算を行えばよい。なお、 (4.36) 式中の離散インパルス応答 h~N[kßt] は、図 4.6の

フローにより FFTアルゴリズムを用いて算定できる。すなわち、 HωN(ω)の実部だけを用いて算定され

るhR[kst]、虚部だけを用いて算定されるん[kAt]、築部と虚部両方を用いて求められる hc[kst]または

hCM[kst]である。 本章では、以上のような離散インパルス応答を用いた定式化の一例として、 jωF(，ω)

をH(ω)とみなした定式化を示し、具体的な地跡E答解析例を通して、提案手法に対する考察と有効性の

検証を行った。その結果を以下にまとめる。

1. 離散インパルス応答の時間刻み却を時刻歴応答解析の時間刻みsTに比べて十分に大きくするこ

とによって、構造物ー地盤問に働く相互作用力を評価するために必要な合成積の演算回数を大幅に低

滅することができる。さらに、離散インパルス応答を算定する際に用いる地盤柔性は、限られた周波

数範囲について官f算すればよく、無限振動数まで酎賞することを前提としている既往の方法に比べで

はるかに効率的と言える。

2. 離散インパルス応答を、地盤柔性の実部と虚部を用いて定める場合や、虚部だけを用いて定める場

合には、低振動歎領域の精度を確保するために、離散インパルス応答のO秒の値を補正する必要があ

る。 0秒の値の補正は、衝撃力が力日わってから応答が生ずるまでの時間が短い程必要となるので、地

盤柔性の非対角項成分よりも対角成分にとって重要となる。

3. 図4.6のフローに適用する地盤柔性は、 OHzにおける値をあらかじめ決めておく必要がなく、離散

インパルス応答を算定する過程で決定する事ができる。

4. 地盤柔性の虚部を用いて変換されたシステム関数Hff(ω)は、その虚部に物理的に意味のない不
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連続性を持つために、対応する離散インパルス応答(hr[kst] ， hc[kst]およびhCM[kst])は、実

部だけを用いて定まる hR[kst]よりも継続時聞が長くなって応特解析に要する合成積の演算同数が

多くなるし、さらに、応答解析が不安定となる場合が多い。従って、岡4.6のフローで離散インパル

ス応答を評価する前に、応答解析結果に影響しない H(ω)の虚部を、ナイキスト振動数近傍で滑らか

にOに近づけておく必要がある。

5. 図4.6のフローで定まる離散インパルス応答の中で、 hR[kst]， hl [kst]およびhCM[kst]を用い

て時刻歴応答解析を行った場合には、十分な精度で応答解析を行うことができた。なかでも、時刻歴

応答解析の安定性と効率性の観点から、 hR[kst]が最も優れていると脅える。
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第 5章

動的地盤柔性に基づく時刻歴応答解析手法に用い

る離散インパルス応答に関する考察

5.1 はじめに

4章では、構造物ー地盤連成系の時刻歴地震応答解析手法として、周波数領域の解析手法によって数値的

に求めた地盤柔性に基づく時刻歴サプストラクチャー法を提案し、その有効性を示した。提案手法は、周

波数帯域制限された地盤柔性をシステム関数H(ω)とした時、図4.6のフローによって評価される離散イン

パルス応答を用いて、構造物ー地盤連成系に設けた仮想境界に働く相互作用力を評価する方法である。そし

て、 4章の考察から、離散インパルス応答の0秒の値が応答解析結呆の精度に、離散インパルス応答の継続

時間と時間刻みが応答解析の効率性に関係する事がわかっている。

本章では、離散インパルス応答のO秒の値や継続時間特性に及ぼす要因として、

1.地盤柔性を宮1算する際の地盤のモデル化や解析手法、

2.離散インパJレス応答の評価方法、

3.離散インパルス応答の時間刻み(FFTのナイキスト振動数)、

4.離散インパルス応答を算定する物理量としては、変位インパルス応答か速度インパルス応答か、

等を選定して、どのように離散インパルス応答カ唆化し、応答解析にどのように影響を及ぼすかについて

考察する。また、雄散的なインパルス応答の評価法については、図 4.6~こ示すように、帯域制限されたシス

テム関数からFFTを用いて数値的に定める方法に加えて、時間領域で理論的に求めたインパルス応答h(t)

-本事は、陰文[林1鈍 9)のー舗と陰文{林1銑恥]に加筆してまとめたものである。
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から評価する}i法を提案し、それらが時flU領戚と周波数領域で持つ特性を考察するとともに、既往の評価

方法との対応関係について言及する。なお、簡単のために、ぷ5.1のように地盤系を 1自由度系にモデル化

して以上の考察を行うが、離散インパルス応答の0秒の値の取扱いが問題となるのは、 4豊臣の議論から地盤

柔性の対角項成分であることから、以下の議論は一般性を持つものと与えている。

5.2 動的サブストラクチャ一法の定式化と離散インパルス応答の評価

解析対象は、図4.Hこ示すような構造物ー地盤速成系とし、構造物およびその周辺地盤の非線形性または

不均質性を考慮した時刻歴応答解析を行う問題を考える。解析においては、構造物ー地盤速成系に低想境界

を設けて、遠方地盤と構造物および周辺地盤に分離する。なお、遠方地盤は線形と仮定する。

4章では、帯域制限関数X(ω)を入力した時の、システム関数H(ω)の出力を y(，ω)とすれば、

Y(ω) = H(ω)・X(ω) (5.1) 

の関係が成り立ち、下式によって時間領域でシミュレーションできることを示した。

y(t) = ~ st . %(t -k創)h丸[k似] (5.2) 
.1:=0 

ここで、 h~N[kßt] は、 H(，ω) から時間因果性に基づく FFT手法によって評価できる離散インパルス応答

であり、 (5.2)式は、 H(ω)とh(t)を、 hとI[kst]をFFTで周波数領域へ変換してーωN壬ωくωNの範

囲で求まる H~N(ω) の周期化関数 Hfr(ω) と、デルタ関数~J h~:(t) に置換したことに相当する。

Hffい)=乞 H.!(ω+2kωN) (5.3) 

.1:=-∞ 

h~~ (t) = ~ st. h~N[kßt]ð(t -k似) (5.4) 

ここで、 (5.4)式より、

1 ，(A:+l/2)d.1 

h~N[kßt] =云I h~~(r)dr 
uιJ(A:-l/2)ω 

(5.5) 

で、似→ O の場合を考えれば h~:(t) = h(t)だから、は[kムt]は似間隔でh(t)の平均値を糊した
ものと考えることができる。このことから、離散インパルス応答hm[kst]は、時間領填で定式化したイン

パルス応答 h(t)から、次式のように作ることもできる(図4め。

1 ，(A:+1/2)d.1 

hm[kst] =士 I h(r)dr (5.6) 
ιιJ(A:-l/2)d.1 
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-方、相互利:JU力 {R(n.6T)}は、 (5.2)式を (4.11)式や(4.19)式に適用し、 {R(n.6T)}について整理す

ると次式のように得られる。

[F[吋]-1J ← l 
{R(n.6T)} =百デ1{u(凶)}一m.6T?;'[F[k.6t)]{R((n-mk).6T)} J 

{R(仏 T)}=鳴;{…
(5.7) 

(5.8) 

ただし、 .6t= m..6T (mはl以上の整数)である。インパルス応答の近似方法という観点から両定式化を

比較すると、凶 5.1のように、 (5.7)式は変位インパルス応答をデJレタ関数列に問換したのに対して、 (5.8)

式は速度インパルス応答をデJレタ関数列に置換しているので、変位インパJレス応答については矩形パルス列

に置換したのと等価である。以下では、 (5.7)式を相互作用βの狐t定式化、 (5.8)式を速度定式化と呼ぶ。

ここで、既往の定式化(例えば、[ド村 198句，[Kara.balis 1984])では、まず変位インパルス応答 [F(t)]を

直接計算し、時刻歴応答解析の時間刻み .6T間隔で離散化することにより、 (5.7)式でm=1とおいた場

合と向型の式を縛る。また、 Wolfの定式化[Wolf1985b]についても、周法数領域で定式化した [F(ω))を

フーリエ逆変換して [F(t)]を官十算する以外は、基本的に同じである。すなわち、既往の定式化は、変位定

式化である(5.7)式で m=1とおいた場合に相当する。そして、時刻歴応答解析の時間刻みムTが小きく

なると、非常に高い振動数の [F(ω)]を用いて時刻歴応答言明をしていることになる。これに対して、 (5.7)

式の定式化は、離散インパルス応答の時間刻み却を時刻歴応答解析の時間刻み .6Tに比べて m倍にする

ことができるので、逆に、時刻歴応得解析で必要とする [P(ω)]の振動数範囲を m分の lに抑えることが

できる。

(5.7)， (5.8)式の [F[吋]や [F[叫]は、衝撃力カf加わったと同時に生じている応答を意味するから、時間刻

みAtが十分小さければ対角マトリクスとなるが、応答解析の時間刻み ATに対して十分に大きく似を

取ることにより対角マトリクスとみなせなくなる。この時、逆マトリクスを計算するために三角分解の必要

が生ずる。また、 (5.7)式の[F[O]]-l/mATは、 (4.8)式の左辺の[KBB]に足しこまれる剛断別であるが、

(5.8)式の [F[O]]-l/mATは、 (4.8)式の左辺の[CBB]に足しこまれる滅表行列となる。そして、離散イン

パルス応答[F[kA叩， [F[kAt])は、小さな kに対して急激な変化をすることが予想されるから、 [F[吋]や

付[0]]は、遠方地盤の解析手法やモデル化、.w価方法によって大きく影響を受けるので、 [F[句]や [F[O]]

の精度確保が、応答解析の精度の確保上、ひいては応答書慌の安定性を保証する上で重要な意味を持ってい

るといえる。そして、既往の変位定式化に関しては、応答昔懐の数値安定性が問題となることが少なくない

問井 198叫，向井 1989]。

一方、 (5.7)式((5.8)式)中の{}内第2項は、過去に生じた相互作用力に起因する t= nATにおける
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仮想境界の変位(速度)を意味している。この項は、離散インパルスJ.i~$の継続時間の閥、 m.6T 間隔で

{R(k.6t)}と[F[k.6t]]( [F[k.6t]] )の合成積の計算を行って附面する必要がある。したがって、本手法は、

応答計算の時間刻み.6Tに比べて離散インパJレス応答の時間刻み創が大きい程効率的で、障散インパルス

応答の継続時間が短くなる程効率的である。

以上から、離散インパjレス応答の t= 0近傍の特性と継続時間特性は、応答宮部手法の精度や安定性と

効率性を議論する上で重要な意味を持つ。

Delta functionム 1.Velocity impulse response 

Displacement impulse response 

(a) Displacement formulation 

Time 
integration 

(b) Velocity formulation 

図5.1:速度定式化と装世定式化の内挿関数の比較
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5.3 離散インパルス応答の構造と応答解析手法

5.3.1 地盤柔性の構造とインパルス応答の漸近特性の対応関係

:本節では、周波数領域での地盤柔性の特性と、図46のフローに従って得られる離散インパルス応答の特

性を対応づけて、体系的な考察を行う。ただし、 4章の例題の考察から、離散インパJレス応答の評価方法に

よる H~N(ω) の廷は、非対角項にはほとんどあらわれず、対角項に顕著にあらわれること、そして、一般

的には対角項の方が構造物一地盤系の応答に大きく影響を及ぼすことから、以下の考察は、表5.1に示すよ

うに、考察の簡単さのために地盤系を非対角項のない 1自由度系にモデル化して行う。

周波数領域の動的剛性S(ω)は次の運動方程式

moi~(t) + Co也(t)+ kou(t) = 6(t) (5.9) 

から S(ω)= (ーω2mo+jωCo+ ko)となる。ただし、 6(t)はDiracのデルタ関数で、対象としている地盤

系は逸散減衰特性を有しているので Co~ 0と仮定する。動的柔性 F(ω)はS(ω)の逆数である。 F(ω)の

ω→∞における漸近特性は、表5.1に示したように、遠方地盤の解析手法やモデル化によって次のような

差異がある。すなわち、質点系やFEM等の離散系の方法によって求まる動的柔性F(ω)は、空間(地盤)を

布限の大きさを持つ質量マトリクス、滅衰マトリクス、剛性マトリクスで表現するから、 mo手Oの場合に

相当し、 ωの増加に伴ってC回 e1， 11のようにω4のオーダーで滅衰していく。また、境界要素法等のよ

うに連続体系の手法で得られる F(ω)はmo=Oの場合に相当し、 ω→∞における漸近特性はC蹴II1，

IVのようになり、 F(ω)はωー1のオーダーで滅表していくと言われている[吉田 1986)。一方、 ko= 0と

なる例としては、4.の例題のように遠方地盤を有限要素等でモデル化し、その逸散滅去を表現する境界処
理としてダッシユポットを用いる場合等に生ずる。このような地盤柔性F(ω)の漸近特性の差異は、理蹟的

なインパルス応答の初期値と最終値に以下のような差違となって現れる。

まず、 F(t)の初期傭 Fln“は、ラプラス変換の初期値定理から次式で表される。

F1nil = Iim. F(t) = lirrl_ {jωF(ω)} =.}訂巳{F(ω)}
t→0+ω4∞ ω『山

(5.10) 

すなわち、 Flnilは片(ω)のω→∞における挙動によって支配されている。そして、 mo= 0の場合に

は Fln.' は l/co になるが、 mo 手 0 の場合には F1n• t = 0となる。止(t)の初期値Flnilについても同様に、

mo手0の場合は l/moで有限値であるが、 mo=0の場合には F(ω)がω→∞で一定値 l/coに収束す

るから、時間領域で 6(t)の構造となる。以上のことは、 moが十分ゾj、さい場合の解析対象振動数領域のシ

ステム関数の特性は、 mo=Oの場合とほとんど同じであるが、解析結果にほとんど影響を及ぼさない程高
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表 5.t: 1自Itl度系の動的剛性と動的柔性

一一一一一一
StifTness S(ω)=(ーω2mO+kO)+cOωtj(co手0)

Classification Case I Case 11 Casc III Case IV 
(mo手O，ko手0) (mo手O，kO=O) (mo=O，ko=O) (mo=O，ko=O) 

1 mnss system Finite clement I.D semi-infinite 1-D semi-infinite 
Physical model with rod with Iinearly rod with 

viscous boundaries mcreasmg area constant area 

descriplion ー・-・・ー

Fぞ|B融 l守ヘ 行!
Flexibilily ν'S(ω} 

F(ω)=S(ω)・1 (if S(ω)手0)
1/S(ω)+nO(ω)/co I/S(ω) 1IS(ω) +no(ω)/co 

F(ω=∞) 0(1/(0)2) 0(11ω2) 。(1/，ω) 0(1/ω} 

FJ・=F(t==O.)nit 
。 。 1/cO l/cO 

FEnd=F(t=∞} 。 l/co 。 1Ico 

FJnit =F(t==O.) 1/mO 1Jmo -kolc02 +6(0φ)/co o(O.)/Co 

FEnd=F(t=∞) 。 。 。 。

振動数領域では両者の特性に差が生じ、インパルス応答の初期値も異なってしまうことを意味している。

次に、 F(t)の最終値 FEndは、次式のように jωF(ω)のω=0における値と一致する。

FEnd =主主F(1)=JU{jωF(ω))= {F(ω=  0)) (5.11) 

解析モデルが静的剛性を持つ場合、すなわち、 ko~ 0の場合には、 FEnd= 0となるが、 ko= 0の場合に

は残留変位 l/co(~O) を生ずる。また、 止(t)の最終値FEndについては、 co~ 0を仮定しているので、

必ず滅表して O に収束する。つまり、対象としている系が滅表を宥すれば、インパルス吃~( F(t)および

片(t))はt→∞で必ず一定値に収束する。

以上をまとめると、インパルス応答の初期航(t→Oの漸近特性)は動的柔性F(ω)のω→∞の漸近特

性に、インパルス応答の最終値(t→∞の漸近特性)は動的柔性のω→Oの漸近特性から定まり、遠方地

盤のモデル化によってその特性が大きく影響を受けることがわかる。以上のようにして得られたインパル

ス応答の漸近特性を表5.1に整理して示す。また、参考のために、インパルス応答の理論解を表5.2に示す。
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表 5.2:) I'l rlJJSt系のインパルス1.~得

F{t) F(t) 

ω(  ko ::ft 0 ， mo ::ft 0) I訪沖sin(ωlt)U(t)I布引ω1COS川
一或;;sin(ωlt)}U(t) 

Case 11 ( ko = 0， mo手0)I 去(1-e一号')U(t) えe-~'U(t)

Case III ( ko ::ft 0 ， mo = 0) I 去e一号'U(t) 号e-~'U(t)+ぞ
Case IV ( ko = 0 ， mo = 0 ) I 去U(t) 会6(1)

ω司王一元

5.3.2 離散インパルス応答のヰ制金

次に、前節で整理したインパルス応答の理論解の特性が、離散インパルス応答の特性にどのようにあら

われるかを調べる。表5.1の地盤柔性をもとに、 F(ω)あるいはjωF(，ω)をH(ω)として図4.6のフローに

従って計算した九[kst]とん[kst]の時間因果な部分(k之0)の例を、理論解 h(t)と比較して図5.2に示

す。ただし、 FFTで用いた時間刻みは、圏中に示した無次元化時間t'に対して02、フーリエ項数は 128

である。また、 Ico= 0の場合には、 F(ω)は6(ω)の構造を有しているのでF(ω=0)三 Oとおいて算定

している。 点、 h(t)が6(t)の構造を持つ凶5.2(b)のCase111， IVのh(O)は、数値的に与えることがで

きないので、便宜的に h(t)のt=O近傍の平均的な値として、 h(O)= hm[O]として図示した。

(4.44)，( 4必)，(4.51 )，( 4.53)式と図5.2から、離散インパルス応答の形状について以下のことが指摘できる。

1. Ico = 0の場合には、変位インパルス応答F(t)は図 5列a)のC蹴 II，IVのように残留変位を生ずる。
he[lcst)は、 F(ω=0)は0とおいて求めたので、 he[kst]の平均値はOとなるように零軸がシフト

している。(従って、変位インパルス応答の最終値が次のようにして求めた FENDとなるように零線を

補正する必要がある。 FENDは、速度インパルス応答の最終値がOである条件を用いて(4.64)式と

同様にしてF(ω=0)が定まるので、 (5.11)式に代入して定めることができる。)一方、 ho[kst]に

ついては零軸はシフトしないが、直線のトレンドを持ち残留変位が生じないので、この直線の傾きを

補正する必要がある。しかし、以上のようにインパルス応答が残留値を持つ場合をのぞけば、図4.6

のフローによって算定される離散インパルス応答 h~N[Icßt) の最終値の特性には差がないといえる。

2. t > 0においてん(Icst)とho[Icst](ひいてはhR[kst]とん[1c6t])に差があるのは、 t=O近傍で不
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連続となる図5.2(a)のCasc[lIと凶5.2(h)のCasc1，11の場作であり、その12は主としてt=O近傍

に集中している。 1=0近傍の差i立、 (5.10)式からも容易に惣像できるように、ナイキスト振動数近

傍の高振動数領械の特性の深に起因し(後述の凶5.6では (a)と(c)の差に相叫うする)、 t=O近傍で

急激に変化する加振点近傍のインパルス応答に特徴的に現れる。

3.図5.2(b)のCaseI1I，IVのように、 h(t)が6(t)の構造を持つ場作でもん[kst]はt=Oで発散せず、

ん[0]~ぉ hm[O] となっている。そして、(4.44)式より hR[O]=九[0]だから、 hR[O]はt=O近傍の千

均的な値(hm[O] )を評価しているといえる。

以上のような離散インパルス応答の特性を踏まえて、時刻歴応答解析手法の観点から、 (5.7)式の変位定

式化と (5.8)式の速度定式化を比較して以下の点が指摘できる。

1. Ico = 0 の場合、変位インパルス応答は永久変位を持つから、 Ißt が応~~.怖の継続時間と同じだけ必

要となる。これに対して、速度インパルス応答の継続時間は、Ico= 0の場合でも有限である。本来、

地盤のインパルス応答の継続時間は地震波の継続時間に比べてはるかに飽く、 Istを必要以上に大き

くする必要がない速度定式化の方が、変位定式化に比べて効回転的であるといえる。

2. F(ω)からF円を用いて算定される離散インパルス応答には、 F(ω)を周波数領域で算定する際の誤

差や、 FFTによって時間領域へ変換する際の誤差が含まれる。 mo:メ0の場合には、理論的な変位

インパルス応答F(t)は、 t=OでOで、 t=Oを越えるとで急激に増加する。すなわち、変位定式

化((5.7)式)中の [F[吋]は [F[k> 0]]に対して小さいから、 [F[O]]の相対的な誤差を小さくすること

が難しく、しかも、 [F[O]]は、その逆マトリクスを計算しなければならない。このため、変位定式化

によって実際に応答言慣を行うと発散してしまうことカ沙なくない。一方、速度インパルス応答片(t)

は、常に t=O近傍で最大値をとり、徐々に減少していくので、速度定式化((5.8)式)中の[片[句]は

比較的精度よく求めることができる。したがって、速度定式化のほうが応答解析の精度と安定性に優

れているといえる。
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・0 地盤剛性がCase1の場合の紺好例5.4 
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図5.3のように、地盤の動的剛性が静的地盤剛性ko= 2.5 x 107t/m、減衰係数Co= 6.0 x 105t . sec/m、T 
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付加質量mo= 1.6 x 1伊t・sec2/mでモデル化できた場合を想定し(表5.1のC蹴 Iに相当)、時刻歴応答

lし
包 2.0
(J 1.0 

0.0 

・1.0

~ 0.5 
ζ 
80.0 解析手法に関する基本的考察を、速度定式化を中心に行なれなお、上記の設定値は、せん断波速度1000

m/secの地盤地表面に設置された半幅40mの正方形基礎を想定して求めた数値をまるめたものである。-0.5 
6 

Case 1II 
2 

t=O近傍の挙動5.4.1 
T 

九(0)= hnt[O) 
jωF(ω)をH(ω)として図4.6のフローから求められる速度インパルス応答を、離散インパルス応答の

時間刻み 6.tをパラメータとして図5.4に示す。また、離散インパルス応答の初期値については、変位インt'=t 

5.0 
4.0 

乞:;-3.0 、・_， 11 

包 2.011 
(J 1.0 11 
0.0・a
・1.0

。6 

Case 111 
2 。

t'=t 
1.0 

~ 0.5 L'、....'，-....._、，ーーーー-
<J l' 
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丁I 1.5 

N6.tが0.512secまたは0.64関Cパルス応答の初期値と比較して図5.5に示す。なお、フーリエ項数Nは、斗t -0.5 

となるように設定している。
6 

Case IV 
2 。6 4 

Case IV 
2 。

h(t)はt=O近本例題のインパルス速度応答は、前述のように因果的でかつh(t= 0+)手Oであるから、Impulse velocity response (b) Impulse displacement response (a) 

傍で不連続となっている(図5.4(a))o6.tを小さくしてFFTを行なう際のナイキスト振動数fN=ωN/(2宵)

hωN(k6.t]は理論解h(t)に近づいていき、因果な部分はt=O近傍に近づいてを大きくすることにより、

図5.2:種々の地盤柔性を FFTを用いて逆変換して得られる雄散インパルス応答の特性
いくが、 Gibbs現象とみられる細かな変動がより顕著に見られるようになる(図5何b))。因果な離散イン

6.1を小さくすることにより、離散インパルス応答の差は不パルス応答(図S判c))を相互に比較すると、

連続点である t=O近傍に徐々に限定されていき、 tの増加にともなって減少していく傾向が見られる。ま
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図5.4:離散インパルス応答の時系列特性の比較
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た、 hJ[kst)は、 (4.45)式でh.= 0の時 hi[O)=ん[町=0であり、 hJ[st)はh(似)(i= 0)に近づくか

ら、 t=O近傍でGibbs現象を生じており、 tの増加に伴って振動しながら h(t)に収赦していく。特に、

創が大きくなるにつれて、 h/[kst)の渡形はGibbs現象に埋もれて、 h(りから大きくかけ離れてしまうの

で、 h![kst)の波形に対する物理的な考察をすることが難しくなる。これに対して、 hR[kst)とhm[kst]

は、図ではなかなか判別できない程対応した結果となっており、ムt間隔の各離散点で h(kst)と比較して

も、 h(t)カ勾ミ連続な t=Oを除いて h(t)の良い近似値となっている。そして、図 5判b)の九N[k~t] で見

られたGibbs現象も見られない。以上のことから、動的柔性が周法数帯棋制限されている場合でも、実部

だけを刑いて評価されるインパルス応答hR[kst]を用いることにより、過渡応答に関する考察が可能であ

ることが指摘できる。

また、関5.5に示したように、インパルス応答の時間刻み似を減少させると、変位インパルス応答の初期

値coF[O]はcoF(t= 0) = 0に近づき、離散インパルス応答h広[kst]聞の差カ刈、きくなる。速度インパルス

応答の初期値 moF[O)については、表5.1に示した理論的な初期値moF(O+)= 1ではなく、 moF(O-)= 0 

との平均値 0.5 に近づく。そして、 ßt の減少にともなって、変位インパルス応答とは反対に h!'N[k~t] 間

の差が増大していくことがわかる。この時、虚部を用いることによって定まる離散インパルス応答の初期値

は、 0秒近傍の平均値hm[句に比べて小きくなる傾向にある。つまり、離散インパルス応答のO秒の値r

の補正を行っても、インパルス応答の初期値は図4.6に示した評価方法とナイキスト撮動数(時間刻み)の

股定値によって大きく異なることがわかった。
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5.4.2 周波数領域での比較

次に、図 5.6に速度インパルス応答に対応する H~v(ω) の実部，虚部を破線，点線でポし、実線で示した

H(ω)と比較する。 H3L(ω)は全般的に、ナイキスト振動銑WN(= 2~. fN)の期加に従って、すなわち、

離散インパルス応答の時間刻み似の減少に伴って、徐々に H(ω)に近づき、高周波数領域の精度が徐々に

向上していく。

図5.6(a)と(f)のHR(ω)とHm{ω)は、時間領域(凶5.4(c))で凡たように良い対応関係にあり、両方と

もナイキスト振動数近傍で虚部がOに近づいていく。ただし、実部については HR(ω)がH(ω)の実部をそ

のまま用いているのに対し、 Hm(ω)の実部は傾きがOとなるようにナイキスト振動数に近づいていく。

h. = 0とした場合の HI(ω)については、凶5.6(b)に示すように全周波数領域にわたって大きく H(ω)

と異なる。しかし、その誤差は、ナイキスト振動数近傍をのぞきほぽ一定であるから、 0秒の値rを適切

に定めて実部の零線をずらすことにより、図5.6(c)に示すように低周波数領域のぷ差を滅らす事ができる。

この補正の物理的意味については、 4章で述べたとおりであり、応答解析を行う上できわめて重要である。

また、図5.6(c)で用いた V は、図5.5(b)より rく 0.5/moだから、 rとして解析解の離散点近傍の値

をサンプリングして片(0+)= l/moとしても、周波数領域の特性を大きく歪めてしまうことが容易に想像

できる。このことは、 (5.10)式を用いて表5.1に示すようにインパルス応答の初期値純情できても、厳散

化を行なう際にその値を離散インパルス応答の初期値として用いてはいけないことを示している。

一方、 Hc(ω)とHCM(ω)の時間領域での差も初期値だけであり、図5.6からはそれ程大きくないよう

に見えるが、低振動数領域の Hc(ω)の誤差は鮒見できず、後述のように時刻歴応答解析では誤差が大きく

なってしまう。よって、時刻歴応答解析においては、 hR[kst]， hl[kst) ， hCM[k~t] ， hm[kムt]を用いる

ことが望ましい。この時図5.6から、図4.6のFFTを用いたフローで用いるナイキスト振動数ωNは、解析

の対象としている振動数範囲の2倍程度が適当と考えられる。
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離散インパルス応答の評価法が応答解析結果に及ぼす影響5.4.3 

最後に、図5.3に示すような重量4.0X 105 t、滅衰係数1.0x 1<f t・s舵1m、静的剛性2.5X 101も1mの

図 5.8:構造物の周波数応答特性時元を持つ 1質点系構造物を対象とした応答解析を行い、離散インパルス応答の評価法の違いが応答解析

F[kst]の評価について、まず、結果に及ぼす影響を調べる。入力地震波は、自由地表面での入力波として図5.7のような人工地震渡を設定

-離散インパルス応答の評価法の違い(図4.6の評価フローによる評価法や、 (4.21)式による既往の評価

した。入力地震波が卓越しているのは20Hz以下であり、構造物一地盤連成系の卓越振動数は、図5.8に示す

法との違い)

入)J地震波に対する伝達関数(実線)から約2.7Hzである。入力動の加速度渡形は0.01秒刻みで作成されて

おり、周波数領捜の解析では50Hzまで考慮したものを示しているが、 30Hzより高い振動数成分をカット

-離散インパルス応答の時間刻み似の違いしでも結果はほとんど変わらなかった。時間領峨の解析は、数値時間積分による誤差を小さくするために

が地震応答解析結果に与える影響を調べるために以下のような比較を行った。すなわち、時間領域の解析
sT =0.001秒で応答解析を行うが、入力動については、まず加速度渡形を0.001秒刻みに線形補間し、速

は、図4.6のフローから定まる hR[kst]， hc[kst]を用いたMethod-(i)，(ii)，(iii)，(iv)に対応する柔性定式化
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を用いた解析

度および変位は0.001秒刻みで積分したもの(図2.3の実線)を用いている。
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Method (i) : h(kAt) = hn[kAt]とし、その聞を直線補間したものを F(t)として、 (4.21)式で

片[kAt)を評価する。

Method (益) : h(kAt) = hR[kAt} (k =/: 0) ， h(O) = 2hR[O]とし、その間を直線補間したものを

片(t)として、 (4.21)式で F[kAt]を評価する。

Method-{出) hc[kAt]をF[kAt]とする。

Method-(iv) hR[kAt)をF[kAt]とする。

と、長谷川の)j法阿部egawa198η(後述の(6.12)式で 1=0とおいた場合に相当する)を用いた解析を行

う。長谷川の方法は、地盤剛性を付加質量、ぱね、ダッシュポットで表現するもので、ここで取り上げた例

題に関しては時間領域の正解を与える。なおこの方法は、人力動としては図2.3の変位，速度，加速度浪形

の全てを用いている。また、柔性定式化では、図5.4の速度インパルス応答の継続時間 IAtは0.08秒とし、

o '" 0.08 ( = IAt )秒までの応答を考慮し、以降の影響は無視した。従って、 1ステップ当たりに必要とな

る合成積の計算回数lを比べると、 ω=0.01秒では8回で、 At= 0.001秒の場合の80固に比べて1/10

の骨|算回数である。

時間領域の応答解析結果は図 5.9~こ加速臨c~浪形、図 5.10に加速度応答スペクト Jレを示し、全て周浪数

領域の解析結果と比較している。まず、長谷川の方法は周波数領域の解析と一致しており、以下の考察では

数値積分の誤差や加速度波形の線形補間の影響が殆どないと考えてよいことがわかる。次に、 (4.21)式に基

づいて離散インパルス応答を評価した場合の結果は、 Method-(ii)の方がMethod-(i)に比べではるかに周

波数領域の解析結果に近いが、それでも精度の良い結果を得るためには F(t)を計算する際の似を出来る

かぎり小さくする必要があるので非効率的であるといえる。なお、 Method-(i)で似=0.01秒とした応答

結果は、 一定の周期で振幅カ喰々に増加し、最終的には発散した。

Me山od-(iii)では、 Atが ATと同程度に小さい場合には周渡数領域の解析結果との差が比較的小さい

(誤差は約3%)が、 Atカ吹きくなるにつれて応答値がやや小さくなる傾向にあり、必=0.01秒の場合に

は1ilJ程最大値が小さくなってしまう。これは、主にんN[kAt]の非因果な部分を無視した影響と考えら

れる。これに対して、 Method-(iv)では、 Atの大きさに拘わらず周波数領域の解析結果と非常に良い一致

(誤差は0.5%以下)を示す。

また、 Method-(i)，(ii)，(iii)による応答スペクトルの結果は似の違いによって大きく異なるが、 Method-(iv)

では似の違いに拘わらず周波数領域で解析した結果とよく対応している。

次に、上述の Method-(iii)，(iv)のように、図4.6のフローによって算定された5種類の雄散インパルス応
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答によって、図5.6の応答解析モデルを周波数領域で解析した結果と時間領域で解析した結果を比較する。

図 5.8の伝達関数には、 H(ω) の普わりに H~(ω) を朗いて周波数領域で求めた伝達関数を重ねがいてい

る。なお、インパルス応答の時間刻み仰は0.01秒としている。凶 5.6(d)ではそれ程目立たなかったが、

Hc(ω) (上述のMethod-(iii)に相当する)の低振動数領域の精度が忠く、他のインパルス応答を用いた場合

に比べてピークが低くなっている。しかし、 Hc(ω)以外を用いた場合の伝達関数は、 H(ω)を用いた場合

と良く一致している。そしてこれらの傾向は、 4章の例題の結果と凋和している。

時刻歴応答解析の結果得られた最大応答加速度を表5.3に示す。表中には、凶5.8の伝達関数を用いて周

波数領域で酎算した応答結果も比較して示すが、対応する時刻歴応答解析とほとんど一致した結果カ匂争ら

れている。これにより、 FFTを行う際のナイキスト掻動数ωN以上の高掻動数成分の影響や、合成積の演

算を8回で打ち切った事の影響が鮒見できることがわかる。また、 H(ω)を用いた周波数領域の解析結操を

正解値とすれば、 Hc{ω)を除いて満足のいく結果が得られている。なお、前述のようにナイキスト振動数

ωNを大きくすることによって Hc(ω)の精度は向上すると考えられるが、解析の効率性は低下してしまう

し、それでも 4章の例題のように安定な解カ匂専られないことが多い。
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図5.9:構造物の加速度応答法形 図 5.10:構造物の応答加速度の床応答スペクト Jレ
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表 5.3:故人応答加速度 (Gal)

Frequency domain analysis Time domain analysis 

hR[k6t] (HR(ω)) 352.6 353.8 

h/[k6t] (HI(ω)) 350.1 350.2 

hc[k6t] (Hc{<ω)) 327.5 326.8 

hCM[k6t] (HCM(ω)) 351.6 352.0 

hm[k6t] (Hm(ω)) 353.6 353.8 

H(ω) 356.8 一
'-ー←

5.5 まとめ

動的サプストラクチャ一法による地盤構造物速成系の時刻歴地震J，(5答解析に不可欠な離散インパJレス此、

答について、

1.応答解析の効率性と精度に密接な関係を持つ、離散インパルス).Î::~の O 秒近傍の特性と継続時間特性

に影響を及ぼす因子

2.図4.6のフローや、その他の評価方法によって定まる離散インパルス応答の特性と、それらを用いた

時刻歴応答解析の精度

3.離散インパルス応答を算定するシステム関数を、地盤柔性 F(ω)にして刻立定式化((5.7)式)で解析

するのがよいのか、また、その時間に関する徴分悩jωF(ω)にして速度定式化((5.8)式)で解析する

のがよいのか

について考察した。その結果以下の事が結論づけられた。

1. 4章で示した定式化の一番の特徴は、離散インパルス応答の時間刻み6tを時刻歴応答言ゅの時間刻み

6Tのm倍にしている点である。これにより、周波数領域の地盤柔性からインパルス応答を求める

場合には、地盤柔性のdi慌が必要な援動数範囲を 11mにして、実用的な範囲まで低振動数領域に限

定でき、さらに、時間領域の応答解析の際に必要な合成積の演算回数も 11mに減らすことができる

ので効率的な方法となる。合成積の演算回数の低減効栄については、システム関数 H(，ω)から FFT

により離散インパルス応答を定める場合のみならず、時間領域でインパルス応答 h(t)を定式化して

115 



離散インパJレス応答を算定する場合にも十分に期待できる (hm[kAt] )。従って、境界要紫法等によ

る既往の時現U1f!解析手法は、十分に効率化の余地を残しているともえる。

2.既往の時刻歴サプストラクチャー法で採用されているような変位インパルス応答を用いる定式化((5.7)

式)よりも、速度インパルス応答を用いる定式化((5.8)式)の方が効率性、精度、安定性の観点から優

れていることが多い。

3.周波数帯域制限された地盤柔性の実部と虚部が時間領域で持つ特性を比較することにより、虚部を用

いて定めた離散インパルス応答(闘4.6中では、 hJ[kAt]， hc[kムt]， hCM[kムt])にはGibbs現象や

直線的なトレンドが生じることがあるので、実部だけを用いて評価する方(hn[kAt] )がよいことが

わかった。

4. m.部を用いて離散インパルス応答を評価する場合や解析的に求めた連続なインパJレス応答から離散イ

ンパルス応答を評価する場合(hm[kAt] )には、そのO秒の値の評価が重要となるので注意を要する。

これは、離散インパルス応答のO秒の値が、構造物一地盤系の地震応答に殆ど影響しない高振動数領

域の地盤柔性の特性、インパルス応答の時間刻み(ナイキスト振動数)、インパルス応答の評価方法等

の諸条件に大きく影響を受けて変動する量であり、しかも、その他の評価精度がtc:答解析の精度に寵

接関係するからである。この意味から、 4章に示した離散インパルス応答の0秒の値の補正法の重要

性が指摘できる。
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第 6章

周波数領域の動的地盤剛性・柔性を用いた時刻歴サ

ブストラクチャ一法の定式化とその比較

本章では、 4，5章で提案した地盤建足達成系の時刻歴応答解析手法の体系化として、周波数領棋の有限

要素法や境界要素法、あるいはそれ等の特徴を生かしたハイブリッド法によって数値的に求めた地盤剛性や

地盤柔性を用い、そのスペクトル特性をできるだけ保持しつつ時刻歴の非線形応答解析を行う 5種類の定

式化を示す。そして、成層地盤上の構造物を例に地震応答解析を行い、各定式化の物理的な意味を比較して

示すとともに、時刻歴応答解析の精度について調べる。以上の検討の目的は、時110因果化を行って離散イン

パルス応答を算定するシステム関数をどの物理量にし、どの物理量との合成積をとることがよいのかを調

べることである。

-本調院は、治文[林:}鈎Ob]に加筆してまとめたものである。
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6.1 構造物一地盤聞の相互作用力の評価方法

6.1.1 FFTによる時間因果システム化とその出力

図4.1のような地盤構造物連成系を考えた時、構造物ー地盤IlIjに働く相互作用力 {R(ω)}とそれによっ

て生ずる地盤の応答変位{u(ω)}は、地盤剛性 [S(ω)]あるいは柔性 [F(ω)]との聞に次のような関係を有

する。

{R(ω)} = [S(ω)] . {u(ω)} 

{u(ω)} = [F(ω)]・{R(ω)}

(6.1) 

(6.2) 

すなわち、 {u(ω)} I {R(ω)}は、 [S(ω)] I [F(ω)]をシステム関数(H(ω))とする系の入力・出力 (X(ω)、

Y(ω))の関係を構成する。

Y(ω) = H(ω)・X(ω) (6.3) 

ここで、 4章の議論から、入カカ帯域制限関数(X(ω)= 0 (1ω1> WN))とみなせるならば、図4.6のフロー

によって得られる離散インパルス応答を用いて、システムの出力ν(t)は、次式のように時間領域でシミュ

レーションできる。

ν(t) = LAt. x(t -kAt) hに[k似] (6.4) 
，1:=0 

ただし、 h~N[kÄt] 勾 0(1< k壬N/2)である。この時h(t)は、凶4.6の時間因果化フローによって定まっ

た離散インパルス応答 hに[kÄt] を用いて、 (4お)式のように表される h::~(t)に置換されている。ここ

で、 h::~(t)の継続時間IAtは有限である必要があり、また、 hCグ(t)はt=Oで6(t)の構造を持ってい

る。つまり、 6(t)時 lであるから、図4.6に示したフローは、任意の ωに対して有界で、 ω→∞で一定

値に収束するシステム関数H(，ω)に対して適用することができる。

ー般に、布限要素法では、空間を有限の質量、開j性、滅去を用いて表現する。従って、有限要素法を用い

て求まる地盤の動的剛性[S(ω)]はjω の2次関数で表されるから、 ω→∞において(jω)2のオーダーで

発散する。また、境界要素法のように空間を連続体として扱う方法では、 ω→∞において波動が波面に対

して垂直に伝播する。即ち、 1次元的に波動カ可云播するという物理的な性質から、境界要素法を用いて求ま

る地盤の動的剛性[S(ω)]のω→∞における漸近特性は(jω)のオーダーで発散する。

以上の [S(ω)]の特性を踏まえ、 [S(ω)]や [F(ω)]:から実部と虚部が解析的にヒルベjレト変換対を構成し

ている(任意のωに対して有界でω→∞で一定備に収束する)5つの関数を抽出し、 (6.4)式を適用すること

によって構造物一地盤問に働く相互作用力を評価する5つの方法を示す。
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6.1.2 地盤剛性に基づく定式化(定式化:-1̂ ' IH) 

(1) ω→Oにおける漸近項を分離する方法

まず、地盤剛性 [S(ω)Jの実部の偶関数性と、虚部の奇関数性を考慮して、 [S(ω)]をω=0のまわりに

テーラー展開すると次式となる。

[S(ω)] = [Ko] + [Co](ωj) + [KI](ω])2 + [Ct](ωj)3 +・.• 

ここで、 [S(ω)Jの実部と虚部は、

Re.(S(ω)] = (1(0] + (I<I](ωj)2 +・・・

Im.(S(ω)] = {(Co] + (Ci](ωj)2 +・・・)・ω

である。ここで、 (Mr(ω)Jを、

[M，州叫川Tベ巾判(い例ルω吋)

と定義すれぱ、 [S(ω)Jは[Mr(ω)Jを用いて次式のように表される。

[S(ω)J = [Ko] +}ω[CoJ -ω2[Mr(，ω)] 

(6.5) 

(6.6) 

(6.7) 

(6.8) 

(6・7)式の右辺第1項および第2項は、それぞれ[Mr(ω)]の実部と虚部であり、 (6め式から ω=0で一

定価[I(1Jに収束するから、 [Mr(ω)Jはω=0で有界であることがわかる。一方、振動数無限大(ω →∞

)においては、 [S(，ω)Jが高々 ω2のオーダーで発散するので、 [M
r
(ω)]は、 (6.7)式から ω→∞において

も一定備に収束する。したがって、 [Mr(ω)Jの笑音十虚部は図4.6のフローによるヒルベルト変換が可能で

ある。そして、 (6.1)式と (6.8)式から、 {R(ω)}は、

{R(ω)} = [Ko]{ u(ω)} + [CoJ . j，ω{ u(，ω)} + [Mr(，ω)J・(jω)2{u(ω)} (6.9) 

となるから、 (6・9)式の右辺第3項に対して、提案手法を適用する。ここで、 jω は時間に関する徴分(・)を

意味し、

{u(t)} =争 {u(ω)}

{也(t)} =令 jω{u(，ω))

{必(t)} =争(jω)2{U(ω)} (6.10) 

であるから、 (6.9)式の時間領域の関係式として次式を得る(定式化ー1)。

{R(t)} = [Ko]{u(t)} + [C，州(t))+邸玄[Mr[k似J){必(tー凶)} (6.11 ) 
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(6.11 )式は、次のように時刻t=nATの加速度、速度、変位』ち答に閲する第1.項と、時刻t以前の加速度

応答に関する第2l:Jtに書き換えられる。

{何州R刷附附(1的昨tり)

また、 (6.12)式の第 1:項だけであれば、 地盤剛性 [S(ω))をぱね、 ダッシュポット、付加質量に置換して応

答解析することと等価 [Hasegawa198可であり、第2項はその万法に対する補正項とみなせる。

次に、次式で定義される [Cr(ω))を考える。

(Jm.[S(ω)]¥ ， (Re.[S(ω)]ー[I<o]¥
[Cr(ω)] =トτ~) + ~ '~-'L-\j~ L"UJ) (6.13) 

都1項および第2項は、それぞれ [Cr(ω)]の実部，虚部であり、 (6.6)式から、 ω=0にω0、ω1のオー

ダーで漸近していくから、 [Cr(ω)]はω=0において特異性を持たない。 ・}j、境界要素法によって得ら

れる [Cr(ω)]は、 ω→∞で一定の実数値に収束するので図4.6のフローによる時間因果化が適用可能であ

るが、布版要紫法によって得られる [Cr(ω)]はω→∞でjω のオーダーで発散していく。しかし、解析

対象としている振動数範閲(Zon←A)においては、有限要素法から求まる [S(ω)]と境界要素法から求まる

[S(ω)]の周波数特性は伺じはずである。したがって、 [Cr(ω)]についても悶4.6のフローが一般的に適用可

能であると考えられる。そこで、 [S(ω)]は[Cr(ω)]を用いて次式のように書けるから、

[S(ω)] = [Ko] + jω[Cr(ω)] (6.14) 

{R(ω)}は、

{R(ω)} = [Ko]{u(ω)} + [Cr(ω)] . (jω){U(ω)} (6.15) 

と表される。したがって、 (6.8)式と同様な次の定式化が導かれる(定式化ー11)。

{R(t)} = [Ko]{u(t)} +邸玄[Cr仰 t]]{也(t-kAt)} (6.16) 

k=O 

(2) ω→∞において発散する項を取り除く方法

この}j法は、次式のように、動的剛性[S(ω)]をω→∞において一定値に収束する項 [Kr('ω))とその他

の発散項に分離し、 一定値に収束する項[Kr(ω)]に関して時間因果化を行うものである。

[S(ω)] = [Kr(ω)] + jω[C，∞]ーω2[M.∞]

JIzlkr(ω)] = [K∞) =constant (6.17) 
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ここで、 (6.17)式を (6.1)式に代入すれば、相互作用力 {R(ω)}は次式のようになり、

{R(ω)} = [Kr(.ω)J{u(ω)} + [C，∞] . jω{u(ω)} + [4.1，∞1・(jω)2{U(ω)} (6.18) 

発散項は、(jω)または(jω)2の形となるので、 (6.10)式のように {u(ω)}に対する按分i寅算子として評価

すれば、次式カ鳴られる(定式化一HI)。

{R(t)} = mATL[I<r[kAt]]{U(1 kAf)} + [G.∞){也(t)}+ [M，∞]{心(t)}
k=O 

(6.19) 

この定式化では、地震応答;結果にはほとんど関手しないと考えられる、 [S(ω)]の掻動数無限大におけるの

漸近値[C，∞]，[M.∞}の言慣が必要となる。この事実は、定式イヒーIIIが決して健全な方法でないことを示唆

している。ただし、 [M，∞]= [0]の場合には、 Re・[S(ω)]= Re.[Kr('ω)]だから、 [S(.ω)]の実部から虚部へ

の-}j向のヒルベルト変換は可能であり、変換された虚部にjω[C，∞}を加えたものが逆算された [S(ω)]の

虚部である。したがって、あらかじめ[G.∞]を宮博して、 [S(ω)]から jω[G.∞]を取り除かなくても、逆算さ

れた [S(ω)]の虚部の低掻動数領域の誤差カf小さくなるように、ヒJレベルト変換後に [G.∞}を近似的に決め

ることもできる(図6.1中の [C:.on。

6.1.3 地盤柔性に基づく定式化(定式化;-IV'" V) 

地盤柔性 [F(ω))が特異性を有さない時、地盤剛性 [S(ω))との間には、

[F(ω)] =伊(ω)]-1
(6.20) 

の関係が成り立つから、 [F(ω)]はω→∞で l/iωまたは lj(jω)2のオーダーで零マトリクスに漸近して

いく。従って、図4・6のフローは [F(ω))または jω[F(ω)]について適用可能である。 (6勾式に対して(6・4)

式の離散イヒを行ない、 {R(t)}について整理すれば次式カ鳴られる(定式化斗V)。

一[F[O]]-l(r 1." • .~. _.. . ••. _. ¥ 
{R(t)} = l~ ~~J ({u(t)} -At L[F[kAt]HR(tー凶)}) (6.21) 

また、 (6.2)式の両辺にjω を乗ずれば(時間に関して徴分すれば)、次式が成立ち、

jω{u(ω)} =jω[F(，ω)]・{R(ω)} (6.22) 

同様にして、次のような離散化を行なうことができる(定式化ーV)。

_ [F[町)-1(r. 1." • .~. .:.... . ... _. ¥ 
{R(t)} = l' ~~ ({色(t))-At I;[F[kAt]){R(ト kAt)}} (6.23) 
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r-ーーーーーーーーーーーーー一一ーーー・1

1S{ω1 

I I ， ./ω 
L_ー -r-ーーーーーーーー

Re.[S(ω)) = Re.[Kr(ω)) lm.[Kバω)) Im.[S(ω)) 〆
ω.内
υ寸。

、、 ... 

“・_- ω ω 

凶6.1:[C，∞]の近似

}i:. 6.1:仮想境界における相互作用)Jの評価方法の整理R(t)

No. lnput-output relationship System function simulated Evaluation 

Y(ω) = H(ω)・X(ω) in time domain H(ω) of {R(t)} 

R(ω) = S(，ω)・u(ω) Mr(ω)=一(S(ω)-Ko.ーjωCo)/'ω2 Eq.6.11 

11 R(ω) = S(ω)・u(ω) Cr(ω) = (S(ω) -l<o)/jω Eq. 6.16 

1lI R(ω) = S(ω)・u(ω) Kr(ω) = S(ω)-jωC∞」 ω2M∞ Eq.6.19 

IV u(ω) = F(ω)・R(ω) F(ω) Eq.6.21 

V jω. u(ω)=jωF(ω)・R(ω) jωF(ω) Eq.6.23 
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6.2 各定式化とヒルベルト変換に関する考察

前節では、周波数領域で求めた S(ω)または F(ω)を用いて時刻歴応答解析を行なう方法について示し

た。表6.1に、各定式化で時間因呆化を行なっている|期数(H(ω))を一覧にして示す。各定式化を比較・総

合して以下のことが指摘できる。

1.剛性定式化では、時間因果化を行う関数H(ω)がS(ω)に占める割合が、 S(ω)のω→Oやω→∞

の特性に依存するために、時間因果化の精度カ可直接応答結果の精度に反映されるとは限らない。しか

し、柔性定式化ではF(ω)またはjωF(ω)すべてを時間因果化するために、時間因操化の精度の確保

は、剛性定式化に比べて重要である。

2.定式化，-IIJ，IVは、時間因呆化を行う際のナイキスト振動銑仰を無限大にとれば、 Wo)f等による定

式化 [Wo)f1985b]と等価になる。

-.-
3. 定式化ーIIIは、 S(ω)が周波数領域で与えられた場合の方法であるが、 Wolf等 (Wo)f1989(a)]は、

Kr(ω)-K∞(ω)に対する理論的な時間領峨のインパルス応答が与えられている場合について、 Z変

換に基づく定式化により、効率的に相互作用力を算定する方法を提案している。

ω 

4.土岐等[土岐 1988]は、地盤基略構造物系の非線形特性が基礎の動特性に及ぼす影響を検討するた

めに、加藤実験によって得られた周波数依存の地盤剛性を定式化ーIIIと同型の定式化によってシミユ

レーションし、得られた変位によってコントロールして基礎の復元力を定める、いわゆるハイブリツ

ド実験を行っている。土岐等の地盤剛性のシミュレーション方法は、図6.2のような、ハイカットさ

れた地盤剛性の笑部Re.[S(ω)]勾 Ko-ω2K1と、これをヒルベルト変換して得られる虚部によって、

加掻試験によって得られた地盤剛性を回帰して、そのフーリエ逆変換であるインパルス応~を用いて

時間領域での応答解析を行うものである。ここで、質量んとパネKoはそれぞれ単独で実現しうる

ので、ハイカットしなければ ](0-ω2/(1のヒJレベルト変換値はOとなる。このことからも分かるよ

うに、ヒJレベルト変換によって作り出された鹿部はカットオフ振動数に依存して大きく変化する。し

たがって、土岐等の方法で地盤剛性の虚部を精度よく近似するには、カットオフ振動数を適切に定め

ることが重要となる。

一方、吉田等[吉田 198伺は、地盤剛性S(ω)の虚部(とその ω→∞への漸近値)、および静的剛性Ko

から、ヒJレベルト変換の変形式

2w2 foo Im.[S(s)]/s -Co 
Re.[S(ω)] =ーで I 1 9 ds+ko 

官 Jo s‘ー ω‘
(6.24) 
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6.3 解析例と解析手法に対する考察
Re.rS(ω)) 

lStiffness ~ 
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l
 
)
 
ω
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qu h-li----

k o 

UJ ω 

ここでは、図6.3に示した構造物ー地盤相互作用系を例題にして、前節でぷした帯域制限された地盤剛性

[S(ω)]の笑部とよ陸部のヒルベルト変換方法と、 これを用いた時刻歴応答解析手法の有効性と定性的傾向に

ついて考察する。なお本節で比較・検討の対象とする離散インパルス応答は、関4.6のフローによって定ま

る離散インパルス応答のうち、 H(ω)の実部のみ、あるいは、虚部のみを用いて定まる離散インパルス応

答 hR[kAt]， hr[kAt]である。

k o 

""'  J r"V  
ω 。 十

-KIω02 

、. 
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位三usfpin9!
Hilbert 
transform n 
×νω 、J

""'  

J 

rv 

6.3.1 地盤剛性とその漸近特性

Co+s 

+ 
本節では、以下に示すような地盤陣地を対象に、時刻歴応答解析手法の観点から地盤剛性S(ω)とその漸

近特性について調べる。

ω 
対象とする地盤は、図6.3(a)に示すように、せん断波速度700m/sの一様地盤、および、兵層地盤のせ

ん断波速度700m/s、下届のせん断波速度 1000m/sである 2層地盤の2種頬とする。これらの地盤上に設

置された基礎半暢 B(=40m)の無質量剛基礎の地盤剛性を 3次元境界要紫法 [Sato1983]によって求め、

水平、上下、回転成分についての地盤剛性S(ω)とCr(ω)を図6.4に示す。なお、地去面のメッシュ分割

は、図6.3(b)に示すような 12x 12の不等間隔メッシュとし、 一定要素を用いている。地盤岡地S(ω)は、

0""' 10 Hzまでを 0.5Hz刻み、 10 ""' 40 Hzまでを2.0Hz刻みで言時1している。また、図6.4中には、地盤

剛性S(ω)のω→0、ω→∞への漸近値である Ko、jωCoおよびjωC∞を示す。水平，上下，回転成

分の C∞は、基礎の半幅を B、地盤密度を p、表層地盤の横波(縦波)速度を均(Vp)とすれば、それぞ

れ、 4p¥告が， 4ρVpB2， (4/3)pVpB4で表される。本解析例では、表層地盤の定数が等しいので地盤条件

で差がない。なお、 (6.17)式の [M，∞]はOとした。

以下に、図 6.4~こ示した地盤剛性から指摘できることを箇条書きにして示す。

図6止動的地盤剛性の近似(土岐等の方法{土岐 1988])

の積分を直接行なうことによって[S(ω)]の実部を求めている。この方法は、表6.1ではMr(ω)の実部・虚

部にヒJレベルト変換を施したことに相叫する。吉田等の方法と比較すると、

1. S(ω)のω→∞までの高振動数成分を必要とせず、後述する解析例のような成層地盤への適用が容

易である。また、数値解析的に求められた地盤剛性だけでなく、実蜘9に求められている場合にも適

用する事ができる。

2. FFTを用いたヒルベjレト変換であり、アルゴリズムが簡明で数値計算が容易

3.因果性の条件が、単に実部から虚部、虚部から実部を求めるための付帯条件として考慮されているの

でなく、時刻歴応答解析の定式化上不可欠な条件として考慮されていること

1.一様地盤の粘性減衰 Re.[Cr(ω)]は、多少の変動はあるものの振動数の増加に伴って漸増し、徐々に

C∞に近づいていく。 CoとC∞の差は、水平・上下・回転成分の順番に大きくなっている。

4.ヒJレベルト変換対を構成する関数のフーリエ逆変換として得られる時間関数は、吉田等の方法が連続

!瑚数としてのインパルス応答であるのに対して、等間隔デルタ関数列となっている

2. 2層地盤の静的地盤剛性Koは一様地盤に比べてわずかに増加し、粘性滅京定数Coは減少する傾向

にある。 2層地盤の粘性滅衰係数Cr(ω)は撮動数の増加に伴って、 一様地盤の値を中心にして振動し

ながら徐々に C∞に近づいていくが、計算した範囲内では収束していない。
等の点に特長があり、後述のように、工学的には十分な精度でヒJレベJレト変換を行える方法である。

3. 2層地盤の地盤剛性に見られる周期的な変動は、相対的に剛な下層での反射設の影響によるもので、回

転成分に比べて水平成分や上下成分の方が大きい。これは、水平上下力[脹時の力の影響する範囲が、
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[ilI転成分に比べて深く、下刷の影響が強く現れることによる。また、衝撃力が作用してから F層での

刷、撤が最初に到達するまでの時f1UをTrとすれば、反射放は ε-jwT.の形の変動となるので、 1が

長い水、'f-成分のほうが上下成分に比べて変動が細かくなっている。以上のことから、層厚が大きい程

地盤岡1J1t1::の変動周期が短く、反身、城の卵子カ吹きいほど変動幅が大きくなることが予惣できる。した

がって、層厚が大きい程地盤"J性の変動をとらえるために必要となる振動数ポイントは増加する。し

かし、このような問題は、不整形地盤を周波数領域で解析する際には避けられない問題と考えられる。

4.時間因果化を行なう関数 H(ω)が地盤剛性S(ω)に占める割合は、地盤条件や成分によって大きく

異なっているが、一般的には、 H(ω)を無視する事はできない。ただし、 一様地盤の水平成分につい

ては、地盤陣地をぱねとダッシユポットによってモデJレ化することカ可能であり、 H(ω)がS(，ω)に

占める割合は非常に小さく、合成積の演算を行なう必要がほとんどない。

128 

6.3.2 地盤剛性・柔性と灘散インパルス応答

時間因果化を行う関数 H(ω)を表6.1に示す関数とした時、関4.6のフローに従って得られる離散インパル

ス応谷川[kst] h![ks1]を、再びf'FTで周波数領域へ変換して得られる HR(ω)， H1(ω)と、それから逆

算される [S(ω)]を、 2層地盤を対象にして凶65-6.9に示す FFTでは、フーリエ項数を N= 1024、時

間刻みを st= 0.0125 sec(ナイキスト振動数fN=ωN/2宵 =40Hz)としている。従って、 Nst/2は6.4sec

であり、一般的な地震披よりは短いが、後に示すようにインパルス}必答の継続時IUJ(図6.10-6.12)に比べ

ると十分大きい。

図6.5-6.9に示す HR(ω)とH1(ω)は、いずれも H(ω)と良い対応を示しているが、その誤差はナイキ

スト振動数に近づくにつれて徐々に大きくなる傾向にある。HR(ω)I HI(ω)から逆算された S(ω)を図中

に示すが、ナイキスト振動数近傍でも精度の良い結果となっているのは、 jωF(ω)、Cr(ω)とKr(ω)に

ついて時間因果化を行った場合である。そして、ナイキスト振動数近傍の成分カ刈、さい F(ω)や、合国等

がヒルベルト変換を行なっている Mr(ω)に対して因果化を行った場合、ナイキスト振動数近傍での相対的

な誤差が大きく、 S(ω)へ逆算する際に誤差が拡大されている。

水平地盤剛性・柔性を基にして求まる 5種類の離散的なインパルス応答を図610-612に示す。インパ

ルス応答の時間刻み似=0.0125秒は、 FFTのナイキスト振動数から定まっている。インパルス応答の継

続時間Istは、相互作用力の評価に含まれる合成積の演算回数lに対応した量で、継続時間が短い程応答

計算の演算回数カりFなく、効率的になる。まず、一様地盤の変位・速度インパルス応答は徐々に減衰してい

く傾向が見られ、継続時間は約0.2砂程度となっている。 2層地盤の場合は、 0.125秒以前は ー様地盤の場

合と全く変わらないが、 0.125tJ>付近に下層での反射波の影響が明瞭に見られ、 一様地盤に比べて継続時間

が長くなっている。 一方、剛牲を用いた定式化では、 一様地盤のインパルス応答が、 2層地盤のものに比べ

て振幅がかなり小さくなっている。これは、先にも触れたように、 H(ω)がS(ω)に占める割合が地盤条

件によって異なるためである。
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(c) Rolational 

図6正 HR(，ω)，Hr(ω)とH(ω)の比較、 および、それらから逆算される地盤剛性の比較(定式化ーIII)
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6.3.3 時刻歴応答解析

解析対象として、図63に示した一線地盤、または、 2崩地盤とWiJri物の述成系を考える。構造物は2質

点系で、各質点は水平・回転の2自由度を有している。入)J地震波としては、凶6.13にIJミすような最人加

速度250Galの人工地震波を用い、鉛直下方から入射するsv波として自由地表而で定義している。応容解

析は、時間刻み sT= 0.0025秒として、 Ncwmarkーβ法(β=1/4 )で時間積分を行なっている。なお、

時刻歴応答解析の精度は、境界要素法で求めた地盤剛性S(ω)を用いて行った周技数領域の解析を正解イ1ftと

位置付けて検証を行う。周波数領域の解析で得られた地表面の入)Jに対する構造物A点の加速度伝達関数

を図6.14に示す。卓越振動数は約2.5Hzであり、地盤条件の差は卓越振動数には殆と・あらわれず、 2樋地

盤のほうが一様地盤に比べてピーク値が大きくなっている。つまり、本解析モデルでは、 2層地盤の方が逸

散減衰が小さくなっている。

インパルス応答の継続時間Ist(合成積の演算回数1)と構造物A点の最大応答加速度の関係を図615 

に示す。まず、定式化-V( jωF(ω)を時間因果化)では、水平方向のインパルス応答には悶‘搬の到達す

る前の Istく 0.125では地盤条件による差がほとんどなく、 Istが0.125秒を越えると徐々に各地盤モデ

Jレの正解値に漸近していく。これは、柔性定式化(定式化ーIV，V)が、合成積の演算回数iに対応するイン

パルス応答の継続時間IAt秒だけ潮って、過去に働いた相互作用)Jの影響を考慮するためである。そして、

小さな IAtでインパルス応答を打ち切ると、下層での反射法を無視してしまうから逸散滅衰を過大新面し、

応答解析結果は正解値に比べて応答値が小さくなってしまう。なお、定式化，-IVでは 1=0の場合を除き、

応答が徐々に発散して行き、安定な解科専られなかった。また、定式化ーIIJ( [<心(ω)を時間因果化)では、

前述のように C∞が表層の地盤条件だけで決まるので、 (6.17)式から K，.(ω)が下層の影響を含んでいるこ

とになる。つまり、合成積の演算によって下層の影響を考慮することになるから、定式化，-111のIstと構

造物の最大応答加速度の関係も、柔性を用いた定式化，-Vの場合と似た傾向を示す。

一方、他の地盤剛性S(ω)を用いた定式化四1，11( M，.(ω) ， C，.(，ω)を時間悶果化)では、合成積の演算が、

S(ω)とそのω→ Oへの漸近特性である Ko、jωCoとの差の補正項として働く。つまり、合成積の演算を

行わなくても、下層の影響を含んだKo，jωCoを用いて解析していることになる。従って、小さなIAtに

対しても、定式化ーIII，V程大きな誤差は見られず、各地盤条件に対応する正解伯へ別々に収束していく。

表6.2，6.3~こ、 Ist = 0.4の場合について各定式化により得られる構造物A点の最対日速度を示す。離散

インパルス応答を算定する際のナイキスト振動数fN=ωN/21rについては 40Hzの場合に加えて、 20Hzの

場合的慨してその影響を調べた。また、非線形解析の例として、構造物の水平剛性について完全弾塑性型

(降伏耐力 40，000t)の履歴特性を持つ場合を考え、線形応答解析の結果と比較する。さらに、図 6.16，6.17
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図6.14:入力地震渡に対する構造物(PoinトA)の伝達関数
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には定式化ーV(jωF(ω)を時間因果化)の場合を例に加速度応答波形を示す。

まず、定式化ーlV以外は全般に精度のよい結果カ匂専られているが、中でも定式イt-II，V( Cr(ω) ， iωF(，ω) 

を時間因果化)の精度がよかった。また、ナイキスト振動数が20Hzの場合、 40Hzの場合に比べて時現腫応

答解析の精度が低下するが、本解析例では 1・5%程度の誤差におさまっている。 一方、構造物の非線形性を

考慮した解析においても、定式化ーlVを除き安定な解合鳴られている。最大応答加速度については、地盤条

件によらず230G&.I前後でほとんど変わらない。これは、構造物の水平ぱねカ塑性化することにより加速度

波形が頭打ちになるためと考えられる。しかし、図6.17のようにナイキスト振動数fNを変えて加速度波

形を比較しても、応答結果はよく一致していることから、合成積のサンプリング間隔却の影響はほとんど

なく、非線形解析においても十分な精度カ吻待できることがわかる。
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法 6.2:構造物の最大応各加速度 ((;111)(-.I基地盤 lムt= 0.4 ) 

No. LinNl.r Nonlin(、Il.r

fs 20Hz 40Hz 20Hz 40Hz 

Mr(，ω) HR(ω) 353.3 336.9 228.9 229.4 

HJ(ω) 337.5 337.3 229.5 229.5 

(( Cr(ω) Hn(ω) 339.3 337.9 230.1 229.7 

HJ(ω) 337.7 337.4 229.6 229.6 

111 J(r(ω) HR(ω) 337.1 337.0 2293 2293 

H1(ω) 337.1 338.6 229.4 2299 

IV F(ω) HR(ω) Divergence Divergence 

HJ(ω) Divergellce Diverge!lCC 

V jωF(ω) HR(ω) 336.4 337.1 229.4 229.5 

HI(ω) 337.1 337.5 229.5 229.6 

Freq. domain anll.lysis (H(ω)) 338.4 一

ま6.3:構造物の故対E得加速度 (Gal)(コ可地盤 16t = 0.4 ) 

~o. Linear Nonlinear 

fN 20Hz 40Hz 20Hz 40Hz 

Mr(ω) HR(ω) 362.5 361.5 234.7 235.1 

HI(ω) 362.2 362.6 235.5 235.4 

II Cr((ω) HR(ω) 364.2 364.2 236.2 235.7 

HI(ω) 363.1 362.8 235.6 235.4 

III !(r(ω) HR(ω) 352.1 354.0 234.8 234.8 

Hr(ω) 362.8 363.8 235.4 236.0 

IV F(ω) HR(ω) Divergence Divergence 

H1(ω) Divergenc巴 Divergence 

V jωF(ω) HR(ω) 362.5 364.2 235.3 235.5 

HI(ω) 360.3 360.4 235.3 235.5 

Freq. domain analysis (H(ω)) 364.4 
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6.4 まとめ

地蛾盤の州胤蹴浪鰍数附を保僻持ωωつ姉時問附領域駅で応麟答解附析を効桝率馴酬的仰航』に叩こ
法等によつて周波数鎖減で求めた地盤剛性や柔件性.を用いる5種頚のサプストラクチヤ一法の定式イ化ヒを示し

て、相互に比較した。各定式化は、表6・1に示す5つの関数(H(ω) )に関4・6のフローを適用して求まる

鰍インパルス応答(山

のである。

以下に、その特徴と本章のまとめを以トに箇条容きにして示す。

1・各定式イヒと類似の既往の定式化との対応、関係についてぷしたが、いずれの提案手法でも、周波数領域

で地盤剛性や柔性を求める際の振動数純開を実用的な純閉まで低振動数領域に限定できること、さら

に、時間領域の応答解析の際に必要な合成積の積算回数を滅らすことにより、既往の方法に比べて効

率的な応答解析手法となっている。

2・地盤剛性に基づく定式化では、時間因果化を行う関数 H(ω)が、 S(ω)のうち、 S(ω)のω→ Oや

ω→∞の特性から定まる地盤ばね・ダッシユポット・付加質量を用いて表現できる地盤剛性に対す

る補正項として作用するから、時間悶果化の精度(ひいては合成積の演算精度)が直接応答結果精度に

民映されるとは限らない。し:かし、地盤柔性に基づく定式化では F(ω)またはjωF(，ω)のすべてを時

間閃呆化の対象とするので、時間因果化の精度の確保と合成積の演算の持つ意味は、剛性定式化に比

べて重要である。

3・成属地盤七の構造物を例に地震応答解析を行い、各定式化の物理的意味と精度について考察した。そ

の結果、表6・lに示した定式化のうち、変位インパルス応答を用いた定式化ーIVは安定した応答結果

カ匂専られなかったが、その他の定式化によれば、構造物ー地盤系を周浪数領域で解析した場合とほぼ

等価な結果カ匂専られた。特に精度が高かったのは、定式化ー11と定式化ーVで、 Cr(ω)またはjωF(ω)

をシステム関数として選んだ場合である。

4・数値ヒJレベルト変換手法として図4.6のフローを見た場合、表6.1のH(，ω)のように、振動数無限大で

一定値に収束し、かっ、すべての振動数に対して有界などの物理量について適用しでも、工学的に十

分な精度で変換できる方法であるといえる。
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第 7章

構造物一流体一地盤連成系の時刻歴非線形応答解析

4......6曹では、構造悔地盤系の動的連成問題を対象として、限られた振動数範聞で予め罰規した振動数

依存の地盤の動的剛性を用いて、その特性を保持しつつ構造物の非線形性を時閉鎖埠で肝価する地震応答

解析手法を示し、線形解析を通じてその有効性(精度と効率性)を示してきた。本取では、 6市で示した定

式化の応用例として、海洋構造物司流体p 地盤速成系を対象とした時刻歴非線形応答解析を行う。

7.1 軟精底海洋構造物の地震時挙動の推定について

重b式海洋構造物は、海水から受ける浮力の影響により海底面と構造物の聞に働く接地圧が小さく、滑動

が生じやすくなっている。これを防ぐためには多量のパラスト等を必援とし、建設コストをヲlき上げる要因

となっている。そこで機能上の障害が無い限り滑動を許容することが考えられるが、そのためには滑動量を

定量的に把握することカ係可欠である。従来は、構造物ー流体ー地盤系の時刻臨E各解析を行う場合、流体の

寄与分を振動数依存性を無視して構造物に一定の付加質量を加えて解析していた(例えば、[土岐 198河)。し

かし、圧縮性流体中の構造物に働く動水圧を検討した滑川等の→車の研究(例えば、[滑JII1984]， [r宵)111985]， 

[清川 198句)によれば、水深の増加に伴って、構造物表面から発生する圧縮性進行波が低い振動数から現れ

るようになり、流体の動特性は振動数とともに大きく変動するようになる。つまり、大水深構造物の地震

時滑動問題を解析する場合、流体の圧縮性に起因する動水圧の掻動数依存性を時間領域で考慮する必要が

あるが、そのような研究は見られない。本市では、 6章で示した地盤剛性に基づく定式化を構造物一流体戸地

盤系に適用して時刻歴応答解析を行い、 一定の付加質量を構造物に加えて解析する}j法と対比させながら、

大水深の海域に設置された軟着底海洋構造物の地震時挙動について~察を加える。

-本司置は、槍文[林 19鈎 d]に加筆してまとめたものである.
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聞c" ""'c" 同 {即)}をフーリエ変換した {R(ω))は、構造物の境界における流体と地盤の動的剛断列 [S(ω)]と、

構造物がない時の境界の応答変位 {Ua(ω)}を万jいて次のように去される。Structure 

ロ ロ ‘ Node 
Fluid 

ロ S

• Bw ・Bs

{R(，ω)} = (S(ω)]・{1l(ω)}

= ((l¥oJ+jω(Co] + (jω)2[M，.(ω)])・{U(ω)}

{U(ω)} = {UIJ(ω)}ー {ua(ω)}

(7.2) 

ロ ロ

Soil 
圃て¥

(7.3) 
~-ヲ=J~ 

、. 

• • • • 
・

• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 
・

ここで、 [}{o]， [Co]は [S(ω)]をjω に関してテーラー展開した0次， 1次の係数で、静的剛性と滅説係数

に対応する。また、 [Mr(，ω)]は付加質量項に相当する周波数依存の関数で、非常に広帯域の関数であると

ころに特徴がある。ここで、 t= ns7'の相互刊訂]}J{R( nsT)}は、 [M，.(ω)]を関4.6のフロー中の H(，ω)

とみなして算定される離散インパルス応答 M，. (k判(凶 46のフロー中のば;~(kßt] に相当)を用いて次式
のように評価する。

. -

• • • • • 
・

図7.1:構造物ー流体戸地盤連成系

7.2 摘造物の滑動と流体および地盤の剛性の周波数依存性を考慮した時刻歴応答解析
{R(nsT)} = [Ko]{u(叫 T)}十[Co]{u(ns1')}玄ω.[M，.[kst]J{u((n -km)sT)} 

"=0 
(7.4) 

図7.Hこ示すような構造物ー流体地盤連成系について、構造物の滑動の影響と、圧縮性流体中の構造物に

働く動水圧の周法数変動特性の影響とを考慮した時刻歴応答解析手法を以下に示す。解析法の特徴は、構

造物の境界における地盤および流体の動的剛性 [S(ω)]の振動数に依存して変動する性質を、効率的に、か

っ、精度よくJj慮できることである。なお、以下に示す定式化は6章の定式化ーIに対応する。

構造物ー流体ー地盤連成系を図7.1に示すように離散的にモデル化した場合、構造物と地盤の聞の滑りは、

構造物と地盤の接触面に2重節点を設けて、その聞に滑りを表すジョイント要紫[土岐 1981]やコンタクト

要素[体 1988]等の非線形要素等を挿入することによって表現することができる。時刻tにおける滑動を表

す非線形要点と構造物に関する釣合い方桂式は次式で表される。

[: 
+1 

[M邸][M8加B]I l{作弘8(t例t吋)}I 1fC.邸][C88JI l{也8(t吟)}

I [Kss] [KS8] I I {US(t)} I 
+ 1 1 { } 

IfK邸 ][KBB)I l{U8(t)} I 

離散インパルス応答の時間刻み似は、凶 4・6のフローでj自いる FITのナイキスト掻動数 ωNにより

ω=π/ωNのように決まり、時刻歴応答解析の時間刻み sTのm借となるように決める。

構造物の境界は、図7.1に示すように流体との境界である自由度 ω と、地盤との境界自由度 sに分離し

て考えることができる。

I [S&t('ω)] [s脚 (ω)]I [S(，ω)] = 1'-"'¥--" '-""'¥-/J I 
I!SWI('ω))[S，仙 (ω))I 

(7.5) 
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J {UB.(ω)} I I {UG.(ω)} I {u(，ω)} = < ' ~'\~" ~ _ ~ l-U"-/J ~ 

l{UDw(ω)} J [(UG仙(ω)}J 

なお、地盤との境界を表す自由度 sは、構造物と地盤の間の滑りを表現する非線形要素の節点のうち、地

(7.7) 

ここで、 [M]， [C]‘[K]は構造物の質量行列，減衰行列， 陣j性行列、 {P(t)}と{US(t)}，{U8(t)}はそれぞれ

非線形要紫の不釣り合い力ベクトルと応答変位ベクト Jレをそれぞれ表す。また、添字Bは構造物が流体や

地盤と接する境界上の自由度、添字Sはその他の自由度を表す。 {R(t)}は境界に働く構造物との相互作

用力であり、以下のように評価して応答計算を行う。

盤側の節点の自由度となる。また、細目以下に示す解析例では、地盤と流体の速成効果は小さいと考えて無

視すれば、

[8幽 (ω)]= [S，脚 (ω))= [句 (7.8) 

144 145 



であり、構造物がなければ流体は地震中も静止しているものと仮定できる。

{UGw(ω)} = {O} 

{UG.(ω)) = {uo(ω)} 

(7.9) 

(7.10) 

ただし、{句(ω))は自由海底面で定義された地震動である。さらに、流体と構造物の連成解析を行う際に、

流体の効果を振動数に依存しない一定の付加質量 [Mw]と考える場合には、

[Koωω] = [Coω] = [M，.ω[kdt]] = [0] (k > 0) 

dt .[M，.ω[0]] = [Mw] 

とした場合に相当する。
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(7.11) 

(7.12) 

7.3 解析対象と解析モテソレ

図7.2に不すように水深 H= 50 m，半径a= 25 mの円筒構造物カ歌清底しているとし、海底面で地震

時に滑動する問題を考える。解析モデルを図7・3に示す。構造物は跡胤と仮定してlつの質点(質量M)に

集約した。地盤剛性Su('ω)はせん断波速度1500mjsecの地盤を想定して算定し、ぱねとダッシユポットで

近似した。

流体の剛性Sww(ω)は、図7.2のような着底した剛な円筒構造物が、流体中で単位変位振幅で調和接動す

る時に構造物に働く動水圧に相当するが、下の流体の圧縮性を考慮した3次元へJレムホJレツ方程式((7.13)

式)と境界条件((7.14)'" (7.17)式)を、間有関数展開法により解析的に解くことができる[清jll1984]。

{j2や 1 8や 1 82や 82O，I.I.¥2
一一+ー・ー+一一一+ー+(ωjc)ゆ=0。r2' r 8r I ';2' 882 T 8z2 : (流体中) (7.13) 。

δ
ゆ
z
一(ω
っ~jg)ゆ =0 : (海水表面) (7.14) 

8O 0 。z- : (海底面) (7.15) 

θかゆ =jωcos8 : (構造物表面) (7.16) 

r. (。Oゆr+jkoO)=O(T→∞) : (放射条件) (7.17) 

ただし、ゅはポテンシヤル、 cは流体の平均音速(1475mjs)、koは波数(ko tanh koH =ω2jgの実正

根)を表す。なお、 (7.13)式で、流体の圧縮性を考慮しない時は c→∞とすればよい。また、 (7.14)式は、

流体自由表面での表面波を考慮した式となっている。上式を満足する解は、国有関数展開法により次式のよ

うに求められる。

向。 。。。(r，8，z) = jω{州市)-2:叫(r，z)ー 2: ø~ (r， z)} . cos 8 
n::1 n::no+1 

(7.18) 

。O(r，z) 2v cosh ko(H + z) Hf2)(λ。r)
一一
λ。{H.(時一以)+ν} Hf2)，(λoa) cosh koH 

州市) =、I (rT ハ?ν 側、 、 coskn(H+ z)互主主!i
cosknH Hf2)，(λμ) 

ほ(r，z) = 、，H2v cゅskn(H+ z) f{l(，¥nr) 
cosknH . lqロ五) (7.19) 

ただし、 HF) :第2種 1次ハンケル関数、 /(1 :第2種 1次変形ペツセル関数、 HY)'，K;:それぞ

れの関数の導関数、 kn :固有値(kn tanknH =ω2jgの実正根、 k1 < k2... )、 AO = kO + (ωjC)2、

A~ = k~ -(ωjC)2、入'=jλnで、 noはほ-(ωjC)2くOとなる整数nのうち最大のものである。

(7.19)式において、{}内第2項が流体の圧縮性を考慮したことによって付け加わる項であり、有限個の

進行波成分で形成されている。この進行波成分の発生は、時一(ωjC)2く Oとなる整数カ惇在するかどう
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図7.2:解析対象

UGs(ω)=0 

Free surface 
Uo(ω) 

・窃甥動窃初

UGs(ω) 
d五Uo(ω)

Sss(ω) = KOss + COssωj 
Soil Koss=6.0XI07tJm 
COss = 6.0 X 105 tslm 

Rigid nonlinear spring 

-== KOss /10000 to express sliding motion 

図7.3:解析モデル
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かによって決まるが、 knは水深と振動周期から決まる倒有値である。従って、ある振動数fで進行波成

分が発生する条件は、次式のように水深だけに関係する。

H < (2n -l)c/4! (7.20) 

上式に基づき、各モードの発生限界を示したのが図74である。大水深、高掻動数となる程高次のモードが

発生することがわかる。水深50mの時には、基本モードが7.3i5Hzで発生し、その奇数倍で進行波成分が

発生する。

また、任意の点の動水圧p(r，8，z)は、一般化されたベルヌーイの定理の2次の徴小置を無視して、

p(r，8，z) =ρjωゆ(r，8，z) (7.21) 

のように求められる。動水圧の z方向成分を没水円柱の表面にわたって積分することによって、構造物に

働く力、すなわち、流体による動的剛性Sww(ω)を算定することができる。

S丸品州叫山叫即バ(仲ω (7.22) 
n=l n=.+l 

求まったらw(ω)を、付加質量項-Re.(Sww{ω)]!ω2(= Re.(Mr{ω)])と造波減衰項Im.(S，ω(ω)]/，ω(=

ーω・Im.[Mr(ω)])の形で、図7.5(a)，(b)にそれぞれ実線で示す。なお、流体の圧縮性を考慮しない場合の

振動数無限大における付加質量 Mw(=59.5 t/Gal)を点線で示す。圧縮性を考慮した場合、 Sww(ω)は顕

著な周波数依存性を示す。流体の付加質量項は7.5Hz近傍でピークを持ち、 Mwの約1.7倍となっている。

また、造波減衰は7.5Hz近傍から急激に増加する傾向にあり、圧縮性進行波の基本モードに対応する援動

数から逸散減衰が急増することがわかる。

次節の応答言慨に用いる離散インパルス応答 Mr(kst]は、図7.5(a)の付加質量項 Re.(Mr(ω)]を図4.6

のRe.[H，町 (ω)]として求められる hR[kst]とする。算定された離散インパルス応答を、 st.Mr[kst]の

形で図7.6に示すとともに、 Mr[kst]に対応する Mr{ω)を付加質量項と造波減衰項の形で図7.5に破線で

示す。ただし、本論文で検討の対象とする振動数範囲を20Hz以下とし、離散インパルス応答の時間刻みは

st = 0.01 secとした。したがって、離散インパルス応答算定に用いた Mr{ω)は50Hzまで間賞した。解析

的に求めた Mr{ω)(実線)と Mr[kst]に対応する Mr{ω)(破線)を比較すると、付加質量項をヒJレベルト

変換して算定された滅衰項は、振動数が高くなるにつれて誤差が徐々に大きくなる傾向にあるが、 20Hz以

下では十分な精度でシミュレートできていると言える。また、 Mr[kst]の変動は、図7.5の付加質量項の

ピーク援動数にほぼ相当しており、継続時聞は短く、1.0secで十分振幅カ〈小さくなっている。なお、次に示

す応答計すま例では、 Mr[kst]の継続時間に相当する (7.4)式の Istを1.5secとしている。
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また、構造物と地盤の聞には構造物の滑動を表現するためのbi-linear型崩歴特性を持っぱねを挿入する。

μ:構造物ー海底面聞の摩擦係数(=0.6)，9 :重力履歴特性の第 ー折れ点に相当する静止摩擦カFMAXは、

図7.5:流体の付加質量効果と造波減衰効果ρ FMAX =μ・(Mg-F)で与えられるものとする。ただし、加速度，F:浮力(=宵α2Hpg)とした時、

は流体密度(pg = 1.025 t/m S )である。弾性剛性は、地反力が静止摩擦力以下の時の相対変位が地盤の

変形に比べて無観できるように地盤ばね剛性の 100倍とし、第2勾配は、構造物が滑動を始めると摩擦力

45 
がほとんど増加しないように地盤ぱね剛性の 1/10000とした。なお、非線形ぱねの弾性剛性とその他のぱ

30 
〔

_J 
cr 
~ 15 
z 
Eコ
ト.
〕

ねの剛性との比が大きいので、早く正解値に収束するように Newton法を用いて収束針算を行った。しか

し、安定な解を得るためには、滑動を表現する剛なぱねの振動にも追随して応答百慨を行わなければならな

いので、応答計算の時間刻み 6.Tを十分:lJ、きくする必要があり、本解析例では 6.T= 0.0005 secとした。
。

6.Tは、流体の圧縮性を考慮するために用いる離散インパJレス応答の時間刻み 6.t= 0.01蹴に比べて十分

1.0 0.8 0.4 0.6 
TIHE (SEC) 

0.2 

-15 

0.0 
に細かくして応答官慨を行う必要がある。別の言葉で言えば、滑動を表現するために必要な振動数範囲は、

図7.6:離散インパルス応答企t. M，.[k6.t] 
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流体の圧縮性の影響を考慮しなければならない振動数範囲よりも十分に広くする必要がある。
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1.0 が1500mjsの場合に加えて、比較のために 1000mjsの場合についても伝達関数を算定している。

0.5 同7.7では、流体の剛性Sω(ω)のうちの Mr(ω)の評価点法として、解析的に求めた M，.(ω)( H(，ω) ) 
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Mr[k~t] に対応する M，.(ω) を用いた場合を点線で示して下で振幅が増大している。なお、閤7.7中には、
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Vs= 1500 mls (u) また、図7.8は構造物の重量('Y-均単位体積重量γ)をパラメータにして示している。構造物の重量が増

凶7.7:付加質量効果をパラメータとした動的応答特性の比較(γ=1.0 ) 

えると、長周期化するとともに加速度J，C:4と摩擦力のピーク値がやや場大する傾向にあるが、表7.1中に示

した静止摩擦力 FMAXの方が噌加盟事が大きく、滑りにくくなることがわかる。また、流体力はほとんど変

化せず、建屋重量にほとんど影響されないことが分かる。

Unit weight Weight Natural frequency αMAX = 

of structure of structure 、/K/(M+Mw) fA.UX. 
2" {M+Mw) 

γ(tjm 3 ) Mg (t) (Hz) (Gal) 

1.6 172，783 8.028 183.6 

1.4 151，185 8.432 141.9 

1.2 129.587 8.904 90.7 

1.0 107，989 9.464 26.1 

表 7.1:対象構造物の動特性
次に、時刻歴の地節C:~解析結果を示す。表 7.1に示したように、設定した構造物の固有振動数は高いの

で、入力地震設は比較的短周期成分を多く含んだ人工地震波(マグニチュード 6ム震源距離7.2km)を想定

し、海底自由表面で定義した(図7.9)。応答解析の結果得られた構造物の最大応答加速度を図7.1O(a)に、

滑動量の最大値を図7.10(b)に示す。図中には、提案手法による結果を実線で、付加質量一定とした既往の

方法の結果を破線で示す。なお、図7.10(吋には、すべりを併さない線形解析の結果を重ねがいている。き

らに、構造物の応答力継度の床応答スペクト Jレを、構造物の単位体積重量をパラメータとして図7.11，7.12

に示す。さらに、構造物の単位体積重量γを1.0とした場合を例に、加速度応答と滑動の時刻歴法形を図

7.13に示す。
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まず、図7.7の加速度伝達関数を用いて説明したとおり、付加質量一定として流体の影響を評価した場合、

圧縮性の影響を考慮した場合よりも線形の応答解析では加速度応答が大きくなっている。しかし、付加質
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量一定とした場合、構造物の滑動を併すことにより摩擦力が頭打ちとなり、同時に加速度庇得も表7.1に示

した αMAX= fνAX/(M + Mw) で~自[nちとなる。しかし、流体の圧縮性の影響を考慮すると摩煉)Jが頑

打ちになっても流体力が変動するので、線形解析とは逆に加速度応答は αMAXよりも大きくなる。ただし、

流体の圧縮性を考慮した場合の加速度応答スペクト Jレは、 7Hz以上の振動数領績で付加質量一定として解

析した場合よりも小さくなっている。これは、圧縮性進行波が発生することによって逸散滅哀が増大した影
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一方、滑動変位抵は、圧縮性進行法の影容が現れるのは比較的高桜動数領域にあるために、圧縮性を考慮
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しでも付加質量一定として解析した場合と帰ど変わらない。また、構造物のm:filが増加すると接地Ii:が増
加して滑りにくくなるが、図7.11，7.12からもわかるように、構造物に入jJされるエネルギーが増大して加

速度応答が人きくなる。しかし、凶7.10(b)に示すように、滑動量は少々の並量の増加ではほとんど変化せ

ず、波浪による滑動や上下地震動を考えない限り、重量を減らした方が加速度応答を減らせるので布利と考

えられる。
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4....6:4fでは、構造緋地盤系の動的連成問題を対象として、限られた振動数範囲で予め計算した振動数
Vs= 1000 mJs (b) Vs : 1500 mJs (a) 

依存の地盤の動的剛性を用いて、その特性を保持しつつ構造物の非線形性を時間領域で評価する地震応答

解析手法を示し、線形解析を通じてその.{_i効性(精度と効率性)を示してきた。本章では、 6章でぷした定図 7.8:構造物の重量をパラメータとした動的応答特性の比較

式化の応用例として、海洋構造物ー流体ー地盤連成系を対象とした時刻歴非線形応答解析を行う。

そして、大深度の海域に軟着底している構造物の地震時滑動問題に対して、今まで考慮されることのな

かった海水の圧縮性進行法の影響を考慮した応答解析を行った。その結果、本解析例程度の深度では、流体

の圧縮性進行波に起因する動水圧の振動数依存性の影響は、比較的高い振動数領埠に現れるため、構造物

の滑動量自体にはそれほど影響を及ぼさなかったが、構造物の加速oo，r:4fは付加質量一定として解析する
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第 8章

結語

本論文では、大型構造物の地震時安定性の観点から、地震時に生じた地盤や構造物の非線形現象を推定

し、将来起きるであろう大地震時の構造物や地盤の非線形挙動を予測することを目指して、 (i)デジタル強

震計によって観測された加速度記録を積分して弘司立を算定する方法と、 (ii)建屋一地盤流体連成系の時刻歴

非線形応答解析手法を提案した。以下に、その研究成果を要約する。

(i)時間因果性に基づく FFT手法による加速度配録の積分手法

2，3章では、震源近傍や軟弱地盤上で計測された強震観測記録から、断層の滑り量や震源メカニズムの推

定や液状化地盤の残留変位の定量的把握等を行うことを目的として、加速度記録を時間積分して変位波形

を求める方法として、時間因果性に基づく FFT手法を用いた方法を提案した。

[時間因果性に基づく FFT手法による加速度配録の積分手法(2章)] 観測加速度記録を積分して残留変

位を有する変位波形を算定する時間積分方法として、まず、慣用的な時間積分方法である直接時間積

分による方法と有限フーリエ級数展開に基づく方法の特徴と問題点を整理した。その結果、周波数領

域で時間積分を行う有限フーリエ級数展開に基づく方法は、時間領域で積分を行う直接時間積分に比

べて計器補正やフィルター操作が容易であるが、変位渡形が残留変位を有する場合には、零線が傾い

てしまう。さらに、慣用的方法によれば、変位の実部・鹿部両方に対してフィルター錬作を施すため

に、残留変位を形成する長周期成分を殆と・カットしてしまうことを指摘した。

そこで、有限フーリエ級数展開に基づく方法と同じく周波数領培で積分を行って変位フーリエスペ

クトルを算定した後、変位波形の時間因果性を考慮して、変位フーリエスベクト Jレの実部だけを用い

て変位波形を算定する方法を提案した。提案手法の特長は、変位カ吸留変位を有する場合にも零線が

傾くことがなく、観測加速度記録にローカットフィルターを節しでも精度の高い変位波形が求められ

る可能性が高いことである。このことを定量的に評価するために、鍵減運動を表す理想的な数学モデ
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Jレとして傾斜凶数型変位を遊び、カットオフ振動散をパラメータとして残留変位の再現度を評価する

指標を示した。そして、傾斜削教の立ち上がり時間や立ち上がり開始時間が小さい場合には、変位渡

形の再現度が高いことを示した。

[デジタル型強震計の糊主と提案積分手法の実記録への適用性(3章)) 2市で提案した加速度の積分方法

を実観測i記録へ適用する際の注意事項として、まず、加速度記録の抽出時間・零線補正の施し方・カッ

トオフ振動数等が重要であることを指摘した。次に、デジタJレ型強震計を大型掻動台上に設置して変

位制御の加振式験を行い、デジタJレ型強震計の特性について調べるとともに、観測された加速度記録

を積分して得られる変位波形による振動台変位の再現度の観点から提案積分手法の有効性を示した。

そして、提案積分手法の実観測記録への適用に関して、以下の点カ守旨摘できた。

• SSA-lとSAMTAG-17によって百十測された加速度の長周期成分は、検討の対象とした 15羽根

度まで安定した特性を持ち、 SjN比が高ければその信頼性は高い。

・大地震の震源近傍で観測された記録のようにSjN比が大きい記録の場合には、ローカットフィ

Jレターを施きずに積分した方が変位波形の再現度カ鳴い。また、 SjN比カf小さな長周期成分を

カットした場合でも、震瓶近傍で観測された余震記録や小地震の記録のように継続時間の短い記

録の場合には、提案手法によって変位波形が再現できる可能性が高い。

• SSA-lとSAMTAι17の力[雌時のノイズレベJレは、加振レベルには依存していない。そして、

ローカットフィ Jレターのカットオフ振動数設定の目安となるSjN比は、加振時のノイズレベル

に対して 20.....26dB程度と考えられる。

今後は、 2，3.で示した積分方法を、震源近傍や軟弱地盤上で計測された強震観測記録に適用すること

により、断層の滑り量や震源メカニズムの推定や、地盤の残留変位の定量的把握等に適用していく予定で

ある。

(ii)構造物ト地盤ー流体系の献1雌応答解析手法

4.....6宣言では、構造物と地盤(あるいは流体)の周波数に依存して変動する連成効果と、構造物や周辺地

盤の不均質性や非線形性の両方を考慮できる時刻歴応答解析手法として、効率的で精度の高い時刻歴サプ

ストラクチャー法の定式化を示すとともに、数値計算例を通して定式化に対する考察を行った。また、 7章

では、 6章で示した定式化を構造物ー地盤抗体系の非線形問題に適用した。なお、本論文で提案した動的サ

プストラクチャ一法は、地盤や流体の動的柔性や剛性を周波数領域で数値的に針算し、これを FFTで時間
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領域へ変換して得られる離散インパルス応答を用いて構造物の時刻陀応答解析を行なうものである。そし

て、提案手法によれば、周渡数領域で行なう地盤や流体の解析手法として、境界要紫法、薄府要紫法、(エ

ネルギー伝達境界や半無限要索等をmいた)有限要素法やそれらのハイブリツド法等、解析手法を選ぱず適
用することができるので、応、用件.と尖別性に優れた方法であると言える。

4.....7章の結歯を以下にまとめて示す。

[応答解析手法の効率性と有効性(4，5章)]提案手法の大きな特長の1つとして、構造物と地権(あるいは流

体)との相瓦作用力の計算に含まれる合成積の減訴を行う際に、離散インパルスJ~Î:.~符の時IIU刻み t討

を時刻歴応答a11草の時間刻み ATのm(整数)倍にしている点があげられる。このことは、構造物や

その周辺地盤の非線形性評価や運動方桂式の時閥横分に必要な掻動数範聞が、流体や地盤の周波数に

関して変動する特性カ鳴造物の1.Î::~に影響を及ぼす振動数範聞に比べて格段に広い、という事実に基

づいている。これにより、応得解析手法としては、以下のような点で高い解折効率を;有している。

-周波数領域の地盤柔性や地盤剛性から離散インパルス応答を求める場合には、地盤染性もしくは

地盤剛性の宮|努が必要な握動数範囲を 1jmにして、実用的な範閉まで低い振動数に限定できる

ので、無限強動数まで宮げ7することを前提としている既往の多くの}i訟に比べではるかに効本的

と3える。

-時間領峨の応答解析の際に必要な合成積の宮司1に要する演算回数も 1jmに減らすことができる。

この演算回数の低減効果については、周波数領域から FFTにより離散インパルス此容を定める

場合のみならず、時間領域でインパルス応答h(t)を定式化して庇接離散インパルス応答を算定

する場合にも十分に期待できる。このことから、境界要素法等による既往の時間領域のサプスト

ラクチャー法は、計1):効率を大きく向上する事ができる。

一方、離散インパルス応答を定める際』こ FFTアルゴリズムを用いていることによる利点として、

以下のことカ噂げられる。

-周波数領域のシステム関数から離散インパルス比谷を定める数イ肌理が容易である。

・システム関数カf数値的に得られていればよいので、地提や流体の解析手法を選ぱず、また、ハイ

プリッド実験{土岐 1988]などへの応用も容易である。

{雌散インパルス応答の評価(5章))相互作用力む慨する際に必要となる離散インパルス応答の評価法と

して、周波数領域で定義されたシステム関数から定める方法と、インパルス応答の解析解から定める
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方法を示した。離散インパjレス応各の討司而を耐難なものとしているのは、システム関数が周波数帯域

制限されていない関数であること、百い換えれば、インパルス応答の変化が創唆であることに起因し

ている。離散インパルス応答の矧冊について、以下のことカ守旨摘できる。

-離散インパルス応答を算定するにあたって、その0秒の値の精度確保が応答解析の精度と安定性

を考慮する上で重要となる。これは、離散インパルス応答のO秒の値が、構造物ー地盤系の地震

応答に殆ど影響しない高振動数領域の地盤柔性の特性、離散インパルス応答の時間刻み(ナイキ

スト振動数)、離散インパルス応答の評価方法等の諸条件に大きく影響を受けて変動する量であ

り、しかも、その評価精度が応答解析の精度に直接関係するためである。さらに、 0秒の値の補

正は、衝撃力(変位)カ切日わってから応答が生ずるまでの時間が短い程必要となるので、地盤柔

性や地盤剛性の非対角項成分よりも対角成分にとって重要となる。そして、以上のことから、 4

章に示した離散インパルス応答のO秒の備の補正法の重要性が指摘できる。

-周波数領域のシステム関数から離散インパルス応答を定める}j法として、インパルス応答の因果

性を考慮して、限られた周波数範囲で計算されたシステム関数の実部だけ、虚部だけ、あるいは、

両方を用いて定める方法を示し、相互の比較を行って以下の結論を得た。いずれの離散インパル

ス応答を用いても、離散インパルス応答のO秒の値を適切に補正すれば応答解析の精度は十分に

確保できる。しかし、虚部を用いないで実部だけから定めた方が、 0秒の値の補正をする必要も

なく、また、時刻歴応答解析の安定性と効率性に優れている場合が多いので、最も推奨される。

[相互作用力の評価法とその比較(6章)]構造物と地盤あるいは流体との相互作用力を評価する方法として

5種類の評価式を提案し、それぞれについて既往の方法との違いについて言及するとともに、提案手

法問の相互の比較を行った。各提案手法は、それぞれ表6.1に示した5種類の物理畳(H(ω) )に対応

する離散インパJレス応答を用いて相互作用力を評価するものである。以下に、各定式化問の比較結果

を示す。

-地盤柔性に基づく定式化についてみると、既往の時刻歴サプストラクチャー法で多く採用されて

いる変位インパルス応答を用いた定式化(表6.1の定式化.-IV)では、安定した応答結果カ鳴られ

ないことが多い。これに対して、速度インパルス応答を用いた定式化(表6.1の定式化ーV)の方

が、応答計算の安定性、効率性、精度の観点から優れていることが多い。

・地盤剛性に基づく定式化(表6.1の定式化，-1'" III)は、いずれも工学的に十分な精度で応答解析

カ切子える手法であるといえるが、定式化.-IIが最も推奨される方法である。
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-地盤側性に基づく定式化では、離散インパルス応答をn:定する物理琵が、地盤剛ヤ1:を地盤ぱね・

ダッシユポット・付加質Jitで近似した残差であるから、地盤柔性のすべてを離散インパルスf，i:.~

に変換する地盤柔性に基づく定式化よりも、離散インパルス応答の評価蛸度(ひいては、離散イ

ンパルス応答を含む合成積の演n精度)が応答解折の精度に及ぼす影響度は小さい。

[構造物一地盤一流体系の時刻歴非線形応答解析(7章)]7.i'!では、 4，，-6阜で提案した構造物ー地提系の時刻

歴応答解析手法の一応用例として、構造物ト地盤流体系を対象に、流体の動水1.l:の複雑な振動数依存

性を考慮した時刻歴応答解析例を/礼た。解析究機は人深度の海域に軟着j氏している構造物で、ぶ|

上問題となる海底面での地混時滑動現象に対して、今まで:考f訴されることのなかった海水のん縮性進

行波の影響を考慮した応答解析を行った。その結果、本解折例程度の深度では、流体のJt縮性進行波

に起肉する流体剛性の撮動数依存性は、比較的高い振動数から現れるため、滑動量白体にはそれほとe

影響を及ぼさないが、構造物の加速臨芯答は、従来法のように付加質量一定として解析するよりも大

きくなるので注意する必要があることがわかった。また、本論文で示した解析例程度の深度では、滑

動量自体には圧縮性の影響が現れなかったが、圧縮性の景縛は深度が深くなるほと低い掻動数から現

れるので、今後、より大深度の場合についての検討を行っていく必要があろう。

(iii)時間因果性に基づく FFT手法

最後に、本論文で用いた「時間因果性に基づく FFT手法」に閲して、本論文の様々な検討を通じて得ら

れた重要な知見について以 Fにまとめる。

1.数値ヒJレベルト変換手法として時間因果性に基づく FFT手法を見た場合、振動数無限大で・定値に

収束し、かっ、すべての振動数に対して有界な物理量に対して適用する限り、工学的に十分な精度で

変換カサ子える方法である。

2.狭義のフーリエ変換は、時間制限関数で周波数帯域制限関数に適用可能であり、また、一般の FFT

解析も、有限の周波数帯域と有限の継続時間を有する関数を対象としている。これに対して、本論文

で用いた時間因果性に基づく FFT手法は、周波数関数から時間関数を数値的に定める問題について、

時間領域で時刻無限大で一定値に収束する時間関数や、振動数無限大で一定値に収束する周波数関数

の場合の数値的取扱いを示したものである。

3.本論文では、加速度記録を積分して変位波形を推定する問題ゃ、地盤や流体の動的剛性や動的柔性か

らインパJレス応答を評価する問題に、時間因果性に基づく FFT手法を適用した。前者で時間因果性
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に基づく FFT手法が果たす役割は、信頼性の乏しい加速度記録のやや長周期成分を、精度よく計測

された比較的短い周期成分から時間閃果性の条件を考慮して求めたことに相当する。後者については、

周波数領域で帯域制限されていないシステム関数が限られた周波数範囲でしか計算出来ない場合に、

計算した成分を周期的に繰り返して高振動数成分を補うとともに、時間因果性の条件を考慮してイン

パルス応答を算定したことに相当する。すなわち、本論文においては、限られた周波数範囲で算定さ

れた周波数関数から、時間因果性という拘束条件のもとで周波数関数を外挿する方法を示していると

言える。

164 

Bibliography 

[Anderson 1986] Anderson，J・G.，P. Bordin， J.N. Brune， J. Prince， S.K.Singh， R. Quaa.s and M.Onate 

[Ant伺 1986]

[Antω198可

[芦田 1976]

[知111983] 

[Berg 1961) 

[Bett田 1977)

[Boyce 197句

: Strong Ground Motion from the Michoacan， Mexico， Earthquake， Science， Vo1.233， 

pp.1043・1049，1986

Antes，H. and O.V. Estorff: Dynamic Soil-Fluid Interaction Analysis by the Bound-

ary Element Method， Proc. BETECH 86 Conference MIT，Cambridge，MA， pp.687・698，

1986 

Ant白川.and O.V. Estorff : Analysis of Absorption Effects on the Dynamic R怠sponse

ofDam R邸ervoirSystems by Boundary Element Methods， Earthquake Engineering of 

Structural Dynamics， Vo1.15， pp.1023向1036，1987

芦田譲、斉藤正徳:ディジタル・チエピシェフ・フィルター、物理探鉱， Vol.23・1号，

pp.6-19，1976 

荒川直士、川島和彦、田村敬一、相沢興、高橋和之:高密度強震観測用デジタル強震計

の記録精度に関する実験的検討、土木研究所資料2019号、昭和58年8月

Berg，G.V. and G.W.Housner : Integrated Velocity and Displacement of Strong Earth-

quake Ground Motion， Bulletin ofSeismological Soiety of America， Vo1.51，No・2，pp.175-

189， 1961 

Bettes，P. : Infinite Elements， International Journal for Numerical Method in Engineer-

ing， Vo1.11，pp.53戸64，1977 

Boyce，W.H. : Integration of Accelerograms， Bulletin of Seismological Soiety of Amer-

ica， VoI.60，No.1， 1970 

165 



[Clayton 1977] Clayton，R. and B.Engquist : Absorbing Boundary Conditions for Acoustic and Elastic 

Waves Equations， Hullctin of the Seismological Socicty of Amcflca， Vo1.67， pp.1529-

1540，1977 

[Cohen 1983] Cohen，M and P.C Jcnnings :Silent Boundary Mcthods for Transient Analysis ， in 

Computational Method耳 forTransicnt Analysis， T.Belytschko and T.J .Hughes，eds.， 

Amsterdam:Elsevier Science Publishers， pp.301・360，1983

[Cummins J962] Cummins， W.E. : Thc Impulse Response Function and Ship Motions， Shi仔stechnikBd. 

9， Heft 47， pp.l01・109，1962

[Day 197η Day， S. M. : Finitc Element Analysis of Seismic Scattering Problems， Ph. D. Thesis， 

Univ. of Cal.， San Dicgo， CA， USA， 1977 

[Domingucz 1978) Domingucz， J. and J .M. R関税t:Dynamic Stiffn側 ofRectangular Foundations， Re-

search Rβport R78-20， MIT， 1978 

[Engquist 1977] Engquist，B. and A.Majda : Absorbing Boundary Conditions for the Numerical Simu-

lation of Wa.ves， Mathematics of Computation， Vol.31， pp.629・651，1977 

関井 1988] 福井哲雄、二次元動部性問題の時間積分境界要素法による解析、構造工学における数値

向井 198司

[後藤 1978]

[後藤 198可

解析シンポジウム論文集、第 12巻、 pp.197-202、昭和63年7月

福井.r;t雄、石間浩司・波動問題の時間積分境界要素法における数値誤差と安定性、構造

工学における数値解析シンポジウム輪文集、第13巻、 pp.155-160、平成元年7月

後藤尚男、亀田弘行、杉戸真太、今西直人:ディジタJレフィJレターによる SMAG-B2加

速度計記録の補正について、土木学会論文報告集、第277号、 pp.57・69、1978年9月

後藤尚男、亀田弘行、杉戸真太、鈴木裕:機械式およびディジタJレ強震計の記録精度に

ついて -SMAC強震計記録の補正法の検討一、京都大学防災研究所年報、第30号、

B-2、pp.45阿部、昭和62.4

[Hasegawa 198ηH蹴 gawa，M.，T.lchikawa， S.Nakai and T.Watanabe : NOIトlinearSeismic Response 

Analysis of aD Embedded R怠actorBuilding Based on the Substructure Approach， Nu-

c1ear Engineering and Design， pp. 175・186，1987 

166 

[林 1986]

[~宇 198吋

[林 J989]

[林 1990a)

[林 1990吋

!林 1990cJ

[林 J990d)

[林 1991)

林政裕、市川隆之、福利flll夫:非対称な埋込みを有する構造物の非線形地誕J.包容解析、

部7間日本地提.12j主シンポ:;ウム、 pp.1027・1032、1986

Hay母 hi，Y.，'U¥Jkuwa S ¥Jakai and 1 l¥o)anagi: Earthquake Responsc Analysis Con-

sidering Soil-Structure Scparation Using Contact Elemcnts and Dynamic f'lexibility of 

Soil in Timc domain， Proc. 9th World Con~ e on .弘rthquakeEn広incE'ring，Vol. 

VIIl， pp 265-270， 1988 

林政裕，勝倉裕，佐藤俊明:;.~波数領域の情報をJHいた時刻除応答解析に|則する一考察，

日本建築学会構造工学論文集， Vol35B， pp.19-28， 1989年3JJ

Hayashi， Y. and H.Katukura: E仔ectiveTimc-Domain SOlI-Structure Intcra付ionAnal-

ySls Based on FFT Algorithm with Causality ConditlOn， Earthquakc Engin<，ering and 

Structural Dynamlcs， Vol. 19， pp 693-708， 1990 

林康裕，勝倉裕:周波数領域の地盤剛性や柔性を用いた地盤・建屋相互作m系の時刻歴
応答解析、日本建築学会構造系晶文報告集、第413号、 pp.6ふ74、1990年7月

林康裕，勝倉裕:地盤・建屋相虻作用系の時刻歴解析と周波数解析の等五IfitÈ~こ関する基

礎的研究、日本建築学会構造系晶文報告集、第418号、 pp.97・107、19901J~ 12月

林康裕、清川智志、勝倉裕:軟-i'f)，ま海洋構造物の地震時滑動について、 tt8同日本地震

工学シンポジウムa文集、 pp.1329-1334、1990年12月

林康裕、勝倉裕、渡辺孝英、片岡俊一、横田治彦、田中貞二?デジタJレ強鍵Btの加速度

記録を積分して得られる変位の信頼性について、日本建築学会構造系論文報fi刀良、第419

号、 pp.57・66、1991年1月

[Hillmcl' 1988a) Hillmer，P. and G.Schmid : Bcrechnung dynamisch belastcter rahmenarもigcrStab-

tragwerke mit lokal auftretender】 Nichtlinearit孟tenunter Verwendung der Laplace、

Transformation， Ingenieur-Archiv 58， pp.148ム160，1988 

[Hillmer 1988肋州b吋) H illrr附

Laplace'τI'ran】sfo町rm，Earthquake Engineering and Structural Dynamics， Vol 16， pp.789-

801， 1988 

167 



[井令 1978]

[市1111987] 

[池淵 1981]

[Iwan 1985] 

i和泉 198吋

井合進、倉m栄ヘ士lf1肇:強産記録の数~f:{t と補iE、港湾技研資科 No.286、 1978年 3

Ji 

Ichikawa，T.， Y.Hayashi and S.Nakai : Earthquakc Jksponse Analysis of Embedded Re-

I1ctor Huilding Considcring Soil-Struclltllre S(>paration and Nonlinf'arity of Soil， Trans-

ar.tion of 9th Intcrnational Conference on Structural Mechanics m Reactor Technology， 

pp.323・328，Lausanne， Allgllst， 1987 

Ikcbllchl，T : Hydrodynamic Forces on a Bo<ly Moving Arbitary in Time on a Free 

Surface，関西造船協会誌，第 181号，pp.45凶53，1981年

Iwan，W.D・， M.A.Moser and C.Y.Peng : Some Observations on Strong-motlon Earth-

quakc Measurement Using a Digital Accelerograph， Bulletin of Seismological Soiety of 

America， Vo1.75， pp.122l)..1246， 1985 

和泉正哲，勝倉裕，大野晋:超関数理論に基づく FFT手法を用いた地震動の分離と合成

に関する理論的考察，日本建築学会構造系論文報告集，第390号，pp.18・26，昭和63年8

月

[Karabalis 1984) Kar伽 l夙 D.L. and D.E.Beslωs : Dynamic Response of 3・1)Rigid Su市 ceFoundations 

by Time Domain Boundary Element Method， Earthqllakc Engincering and Structural 

Dynamics， Vol. 12， pp.73-93， 1984 

[Karabalis 198伺 Karabalis，D.L.and D.E.Beskos : Dynamic Rcsponse ofらDEmbedded Foundations by 

the Boundary Element Method， Computer Methods m Applied Mechanics and Engi-

{片岡 1990)

{勝倉 1989)

ncering 56， pp.91・119，1986

片岡俊 a、横田治彦、田中貞二、勝倉裕、林康裕、渡辺孝英:大型振動台によるディジ

タJレ加速度強震計の振動試験、第8回日本地震工学シンポジウム論文集、 pp.577・582、

1990年12月

勝倉裕、渡辺孝英、林康裕、田中貞二 地震動の加速度記録より因果性を考慮して

得られる変位の Drift成分に関する研究、日本建築守会構造系論文報告集、第397号、

pp.42・47、1989年3月

168 

{勝倉 1991)

[111.1ニ 1986)

Katukura，H. and Y. Haya.'ihi : Callsal ~TT treatmcnt applicable to singll1arity flln<，.-

tions. Journal of Numeical ~1ethods in Engin肘 ring，¥'01.31，pp.53同66，1991

川上英二，今村幸一:地上剛体基礎の浮上りを伴うロッキング振動のー解析手法・基礎を

加掻源とする場合の境界襲来法による解訟:， fl本姥築学会構造工学シンポジウム論文集，

Vo1.32A， pp.835除846，1986年 3}J

[Kawamoto 1982) Kawamoto，J .D. : SolutlOn Tedmiqucs for Nonhnear Structural Dynamic Probl('ms， 

Research Report R.82・41，Df'partmf'nt of Civil ~~ngin('('ring ， Ma.'lsachus('tts Institutf' of 

Technology， Cambridge， HA 1982 

[川瀬 1982)

[消JII1984) 

[滑川 1985]

[消川 198句

{小掘 1966)

l小堀 1964a)

μ、堀 1964b)

Kawase， H.， K.Yoshida， S.Nakai and Y.Koyanagi : Dynamic Response of a Structurc on 

a Layered Medium -A Dipping Layer and a Flat Layer -， Proc. 6th Japan Earthqlll1ke 

Engineering Symposium ，pp.1641・1648，1982

清川哲志，平山彰彦:円筒の付加質量に及ぼす流体の圧縮性および表面波の影響.土木学

会39四年次学術講演会梗概集，第2部， pp.291・292，昭和59年10月

滑川哲志:流体の圧縮性を考慮した由対称柱体の地震時動水圧、第32回海岸工学講演会

論文集， pp.560-564， 1985 

Kiyokawa， T. and H.Inada: Hydrodynamic Forces Acting on Axisymmetric Bodi何 1m・

mersed in Ice Covered Sea During Earthquakcs， Proc. of 8th lnternational Conferencc 

on OMAE， Vol.II， pp.153-160， 1989 

Kobori，T.， R.Minai and Y.Inoue : On Earthquake R伺 ponseof ElastφPlastic Structure 

Considering Ground Characteristics， Proc. of 4th ¥Vorld Conference of Earthquak於

Engineering， Vol. 3， pp.1l7・132，1966

小堀鐸二、南井良一郎、井上豊:矩形革礎のGroundComplianceとそのSimulationに

ついて、京都大学防災研究所年報、第7号、 pp.164-178、昭和39.3

小堀鐸二、南井良一郎、井上慢、鈴木イj:基礎地盤の DynamicalGround Compliance 

のSimulationについて、建築学会論文報告集、第 103号、 pp.l00、昭和39.10

169 



{小堀 1982)

[Kunar 1980) 

[Lysmer 1965) 

[Lysmer 1969) 

[Lysmer 1972) 

[Medina 1983) 

[三田 1989)

[中村 1986)

Kobori，T S.Setogawa， T.Hisatoku and T.Nagase : Nonlinear Uplift Responsc of Soil-

StrurturφInterar.tion System Considering Dynamical Ground Compliance， Proc. 7th 

F:nr. Conf. of Earthqullke Eng.， Athcns， Vol. 2， pp.647・654，1982 

Kunar，R.R. and L.H.odriguez-Ovejero : A Model with Nonre旬ectingBoundarles for Use 

in Explicit Soil-Structnre Interaction Analysis， Earthquake Engineering and Strucure 

Oynamics， Vol. 8， pp.36)・374.1980 

J.Ly自mer: Vertical Motions of Rigid Footings，Ph.D. Thesis， University of Michi-

gan，1965 

Lysmer， J. and R.L.Kuhlemeyer : Finite Dynamic Model for Infinite Media， J. Eng. 

Mech. Div. ASCE， VoI.95，EM4， pp.859・877，1969 

Lysmer， J. and L.A.Drake: A Finitc Element Method for Seismology， Chap.6 ofMeth-

ods in Computaional Physics， Vol.11 : Seismology， Academic Pr出馬1972

Medina， F.and R.L.τ'a.ylor: Finite Elemcnt Techniques for Problems for Unbounded 

Domain， International Jounal for Numerical Methods in Engineering， Vo1.l9， pp.1209-

1226， 1983 

Mita， A.， K.Yoshida S.Kumagai and K.Shioya : Soil-Structure Interaction Experiment 

Using Impulse Response， Earthquake Engineering and Structural Dynamics. Vo1.18， 

pp.727・744，1989 

中村豊:地震計の特性変換による地震動£録波形の微分・積分および特性補正、鉄道技

術研究報告、 No.1315、1986年3月

[Newmark 195句 Newmark，NM. : A method of Computation for Structu凶 Dynami臥 Journal of the 

Engineering Mechanics Division ASCE，VoI.85， No. EM3， pp.67・94，1959

[岡田 1984)

{問団 1985]

岡田成幸:強震観測装置開発に関する研究ー第1報在来型強震計の観測能力評価と

改善への方舟一、日本建築学会論文報告集、第 339 号、 pp.4~56、昭和 59 年 5 月

岡田成幸:強震観測装置開発に関する研究ー第2報仕様の検討と装置の実現一、日

本建築学会論文報告集、第355号、 pp.60-69、昭和60年9月

170 

{近江 198町
近江正徳，登坂潤・ --次元時間領域捌l隊法による剛基礎群の過扮~t特解析， H本建

築学会構造系蛤文報告集，第393号， pp.137・151，附，f1l63年11月

[00附 nerssen1976) 00ばmersscn，G. Van: Thc Motion of a .¥1oorrd Ship in Wav('s， Publication 

No.510，Netherands Ship Modt>1 Hasin， 1976 

!大開 大崎順彦:地髭動のスベクトル解析入IIIJ、鹿島出版会

[Papoulis 1977) Papoulis， A・S屯nalAnalysis， ¥1rGraw-hill， New York， 1977 

[Robinson 197可恥binson，A.R: 'J'ransmi 

[Sato 1983) 

[下村 1986)

[Smith 1974] 

[問治見 1976)

!日1治見 1981)

[田治見 198η

岡本 1981]

rhanics(W.J .Hall cd.)，Prentice-Hall， 1977，pp.163-177 

Sato，T.， H.Kawasr and K.Yoshlda: Dynamic Rρsponsc Analysis of R.igid roundations 

Subjected to Seismic Waves by Houndary Element Mrthod， Proc. 5th Intcrnational 

Conference of Boundary Elements，1983，pp.765-774 

下村幸男、田治見宏:正弦加力を受ける必礎の浮上りと地下逸散減衰の関係について一

半無限蛸性地盤上の基礎の浮上りを1'rう動的挙動に関する研究そのI一、 H本建築学会
構造系論文報告集、第369号、 pp.87・101、昭和61年11JJ 

Smith， W・D.. A ~onreflecting Plane Boundary for Wave Propagation Problcms， 

Jounal of Computational Phisics， Vo1.15， pp.492・503，1974 

問治見宏、下村幸男 :3次元薄層要主による建物ト地盤系の動的解析，日本建築学会論文

報告集.第243号，pp.41・51，1976年

削治見宏、将通，浮L:りをともなう基礎勤特性に関する研究(その 1)，日本旭築学会大会

学術講演梗概集， pp.697 -698，昭和56年9月

田治見宏:薄層拡二による基礎浮き上り振動解析法，構造工学における数値解析シンポジ

ウム論文集，第1)巻， pp.l09-114，昭和62年7月

高木又男、斉藤公男 :非周期的造波問題の周波数領域での取扱い(第i報)，関阿造船協

会誌，第 182号， pp.39-48， 1981年

171 



[IB村 1988]

[UPII 197河

[:1:岐 1981]

[:1:岐 198η

[土岐 198司

[:1:岐 1982]

lI1村敬一、)11島一彦、相沢興、高橋和之;地震時地盤ひずみの解析を目的とした個別記録

方式によるディジタル強旋貯の記録制度、上本学会論文集、第392号/1・9、pp.367-375、

1988年4月

111111山二、森・ド利三、大1N月半、 11j沢静代:強麗計記録の補正について， 11;本.ill築学会

大会学術講演梗概集、 pp.411-412、附和47年

Tokl K.， T.Sato and r.Miura : Sl'parntion and Shding bctween Soil and Structure 

during Strong Ground Motion ， Earthquake Enginecring and Structural Dynamics. 

Vol 9， pp 263-277，1981 

:1:岐憲三、津田純男、 ftJ灘i仁、杉山和久:SMAC強震記録の長周期成分の補正法につい

て、京都大学防災研究所年報、第30号、日々 、 pp.19-44、昭和62.4

え:岐憲三、佐藤忠信、消野純史、 N.K.Garmroudi、吉川正昭:地盤構造物系の非線形

動的相互作用に関するハイブリッド実験法の開発、京都大学防災研究所年報、第31号、

仏2、pp.23-38、昭和63.4

: 1:岐憲三，三浦房紀，寺田倫康:水一地盤ト加?:構造物系の地麗応答解析，京大防災研年報，

第25号， B-2， pp.67-83，昭和57年4月

[点点測網 (株)点京担1版:デジタJレ樹脂十SAMTAC寸7E取扱い説明舟、デジタル強震計SAMTAG-

17E試験成績表等

[百ifunac1971] 1'rifunac，M.D. Zero Haseline Correction of Strong-motion Accelerograms， Bulletin of 

Seismological SOlety of America， VoI.61，No.5，pp.1201・1211，1971

[Verbic 1972] 

[Wa回 1980]

[Wepf 198吋

Verbic， B. : Analysis of Certain Structure-Foundation Interaction Systems， Doctorial 

Thesis， Department of CiviJ Engineering， Rice Univercity， 1973 

W8A凶， G. : Dynamisch belastete Fundamente auf geschichtetem， VDI-Berichte， Nr.381， 

pp.185-189，1980 

Wepf， D.H.， J.P.Wolf and H.Bachmann: Hydrodynamlc-Sbtfn白sMatrix B錨 edon 

Boundary Elements for Time-Domain Dam-R白ervoir-SoilAnalysis， Earthquake Engi-

neering and Structural Dynamics， Vo1.16， pp.417・432，1988 

172 

[Wolf 1985a] 

[Wolf 1985b] 

Wolf，J.1と:Dynamic: Soil-Strucure Intl'rn('tion， Prmti('←11811， Hl85 

Wolf， J. P.制 dP.Obernhuher : Non-linear Soil-Structllrc-lntN&.ction Analysis Using 

Dynamic Stiffness or Fll.'xihility of Soil in thl'. Time Domain， Earthquake Enginecring 

and Structural Dynami('s Vol 13， pp.195・21仏 Hl85

[Wolf 1988] Wolf，J .P. Soil-Struwrc Intcraction Annlysis in Timc Domain， Prl'ntice-Hall， 1988 

[Wolf 1989(a)] Wolf， J. P. and M.~1otosaka: Recursive Evnluation oflntcraction Forces of Unhounrlrd 

Soil in the Time Domain， Earthquakc Engincrring and Structural Dynamics. Vol 18， 

pp.345同363.1989 

[Wolf 1989(φ例b吋)] w。ωIf骨J. P. and M.M対Moω10倒sakaぬa:Re怠cωu町rsivf'Evah胤 tio∞nof口In川lはt肘肝併er:れ‘ncti。∞nト均b代rce白sof Un川n川山1汁b加)0¥川o側un汀nde“d t 

{山田 1989]

[山間 198可

[吉田 1986]

[有国 1974]

Soil in the Time Domain from Dynamic-Stitfness Coefficlcnts in thl' Frequency Domain， 

Earthquake Engineering and Structural Dynamics. Vol 18， pp.365・376，1989 

山田普ー、野田茂、伊神野和行、土井弘次.，カJレマンフィ Jレター法によるデジタJレ式強

震計記録補正の試み、構造工学論文集、 Vo1.35A、pp.629・642、1989年3月

山間帯一、野田茂、阿i1i明大:}J[脹実験による地震計記録の民周期成分の信頼度の照任、

京都大学防災研究所年報、第30号、8-2、pp.57・87、昭和62.4

吉田良行，藤谷義信，藤井大地:基本物理置の相互関係に基づく地盤と基礎の動的相圧作

用解析，日本建築学会構造系論文報告集，第367号， pp.l03・110，I明和61年9J1 

吉岡裕、岡田和生地震加速度記録の積分におけるろ設計併のアルゴリズム、 :1:本学会

論文報告集、第221旬、 pp.25-38、1974.1

173 



謝辞

耐旋工学における動的非線形問題の研究をまftめる契機となったのは、者，:.ft.カ勺支都大学在学中、，t=材L実教

授、藤原悌三助教授、 'IJ村武助教授の御指導・トで行った、「鋼構造8悦tや鉄筋コンクリート部材に及ぼす歪

述J.!tの影響に関する研究jです。以来、現化に至るまでの約9年間、先生方には公恥にわたって賞1flな助書

を頂きました。特に、藤原悌三教授には、 :今;拾文を著すにあたって、終始、適切な御指導と暖かい励ましを

]民きました。また、冷:!詣丈をまとめるにあたり、南井良一郎教授、土岐憲三教授、金多潔教授に賃設な助言

を瓜きました。ここに、記して深謝する次第です。

:本論文は、清水建設(株)入社後、人崎研究室において最近4年間に行った研究成果を学位論文としてまと

めたものです。清水建股(株)副社長のメ摘順彦博士、ム摘研究室宅長の山原治時士、問主席研究μの小柳義

雄氏には幅広く研究・仕事に携わる環境を作って暖かく見守って頂きました。心から感謝します。また、勝

倉裕同上、 JII瀬博博士、佐藤俊明博士においては、公私にわたり終始賞1ftな時IlUを裂いて議論の相手となっ

て頂くともに、 ;卒論文をまとめるにあたって貴重なご指摘を頂きました。特に、本論文題自のキーワード

である「時間因果性に基づく FFT手法jは、勝倉裕博士が京北大学在籍中に体系付けられたSymmetrical

FFT Treatmentの発展版ともいえるものであり、本論文で用いた FFT解析は、問氏との議論をもとに発

怨したものが少なくありません。

また、スムーズに研究を進められた背肢として、大崎研究室には境界要素法、有限要素法、薄層要点法

守、吋時最先端の胤波数領域の解析コードが完備されていたことを見逃せません。このような解析コードの

開発に当たられた州研究曜の諸氏に感謝します。特に、本l論文の計算には、 2次.it有限要素法周波数応答解

析プログラム (TERA)、古田一博氏および川瀬博博士による 3次元境界要素解析コード (BESTA3)、高橋

郁夫氏による 3次元質点系周波数応答解析コード (DAC3F)、渡辺宏一氏等による 3次元質点系時刻歴応答

解析プログラム (DAC3N)、流体の動水11:算定にあたっては滑川哲志博士による解析コード (OSCAL2)を

但出jさせて頂きました。

最後になりましたが、デジタJレ強震計のメ謹掻動台試験の尖施にあたっては、大崎研究室の勝倉裕博士、

渡辺孝英博士、清水建設技術(株)研究所の田中貞二博士、横田治彦博士、片岡俊一氏に貴重な御助言と御

協}Jを頂きました。さらに、東京大学地震研究所の工藤一掛博士、坂と実技官をはじめ、強震計メーカーの

)j々 にも御協力を頂きました。心より感謝します。

174 


	0003
	0004
	0005
	0006
	0007
	0008
	0009
	0010
	0011
	0012
	0013
	0014
	0015
	0016
	0017
	0018
	0019
	0020
	0021
	0022
	0023
	0024
	0025
	0026
	0027
	0028
	0029
	0030
	0031
	0032
	0033
	0034
	0035
	0036
	0037
	0038
	0039
	0040
	0041
	0042
	0043
	0044
	0045
	0046
	0047
	0048
	0049
	0050
	0051
	0052
	0053
	0054
	0055
	0056
	0057
	0058
	0059
	0060
	0061
	0062
	0063
	0064
	0065
	0066
	0067
	0068
	0069
	0070
	0071
	0072
	0073
	0074
	0075
	0076
	0077
	0078
	0079
	0080
	0081
	0082
	0083
	0084
	0085
	0086
	0087
	0088
	0089
	0090
	0091
	0092
	0093
	0094
	0095
	0096
	0097
	0098
	0099

